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付録１．主な協力事例（リプロダクティブヘルス）

第２章で見てきたとおり、リプロダクティブヘルス分野の協力は開発途

上国における「性と生殖に関する健康」を対象としており、その協力内容

は別表（リプロダクティブヘルス関連案件リスト）のとおり多岐にわたっ

ている。

協力形態としては、特にアジアや中近東などにおいて、技術協力プロジ

ェクトを中心に、無償資金協力やボランティア事業と連携してプログラム

協力を進めるといった形態が最も多い。これは、リプロダクティブヘルス

に関する課題解決には、ソフト面の支援（人材育成やシステムづくり）と

ハード面の整備（産科ケア施設の整備や避妊具の供与など）の双方を組み

合わせた取り組みが必要であることを表していると言える。

協力の展開の仕方としては、①モデル地域を選定し地域レベルでのモデ

ルをつくり面的拡大や政策への反映を図っていくタイプと、②拠点病院や

研修センターを整備し、そこを拠点に人材育成を展開するタイプ、といっ

た大きく２つに分けられる。また、他セクターで見られるような、開発調

査（政策提言やマスタープラン策定など）から技術協力に入るようなケー

スは概して少ない。リプロダクティブヘルスに特化した開発調査としては、

唯一インドにてリプロダクティブヘルス支援計画調査が行われているが、

同開発調査の提言を踏まえた事業の実施やJICAの協力はまだ具体化され

ておらず、開発調査スキームの有効性の検証は今後の課題である。

一方、サブサハラ・アフリカは協力のニーズが高いが、上記のようなプ

ログラム型の協力実績は少ない。これまで、ケニア、ガーナを除くと、投

入予算が小さいこともあり、現地のNGOへの委託型の事業（旧開発福祉支

援事業）を小規模に行った例が幾つかある程度である。

次に、JICAのプロジェクト事例を、対象課題ごとに幾つかに分類し、

アプローチの違いも踏まえ解説する。

１－１　地域展開型；モデル地域を選定し地域レベルでのモデル

をつくり、面的拡大や政策への反映を図っていく（技術

協力プロジェクト、資金協力、ボランティア事業など）

「フィリピン・家族計画・母子保健プロジェクト」や「ベトナム・リプ

ロダクティブヘルスプロジェクト」などをはじめ、多くのJICAプロジェク
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トがこの形態である。

このタイプのプロジェクトでは、まずフェーズⅠにおいて、人口数万～

百数十万人程度の地域をモデル地域と選定し、その地域においてコミュニ

ティレベルでの人材育成やシステムづくりなどを行っている。また、次の

フェーズでは、フェーズⅠで得られた活動成果をモデルとし、より広範な

地域に活動範囲の拡大を図りながら、政策への反映などもより積極的に取

り組んでいる。この段階では、技術協力プロジェクトに加え、無償資金協

力や草の根無償資金協力の活用や、青年海外協力隊、日本および現地の

NGOとの連携事業など、日本の様々な援助スキームをうまく組み合わせる

ことによって面的拡大を図っているケースが多い。「インドネシア・母と

子の健康手帳プロジェクト」のように、面的拡大を図る段階で世界銀行な

どの国際金融機関や現地NGOなど幅広くドナーを巻き込み、母子健康手帳

活動の急速な普及を図った例もある。

「ベトナム・リプロダクティブヘルスプロジェクト」では、ゲアン省で

の草の根の活動の成果を基に政策への働きかけも行い、国家リプロダクテ

ィブヘルス10カ年計画へ反映させるなど、政策への介入にも成功している。

また、「フィリピン家族計画・母子保健・プロジェクト」では、モデル地

域での成果をもとに、国際機関が同国で進めているプログラムの要素も含

めて全国普及のための研修モジュールの開発を進めており、完成すればフ

ィリピン政府の全国展開の活動も支援する予定である。「チュニジア・リ

プロダクティブヘルス教育強化プロジェクト」では、フェーズⅡにおいて、

全国を対象に教育プログラムを展開するとともに、並行して仏語圏アフリ

カおよび中近東を対象とした第三国研修も２コース実施している。

このようなアプローチにおいて留意すべきことは、モデル地域での活動

をモデルだけで終わらせないよう、政策への介入も併せて実施すること、

面的拡大を図る段階ではあらゆる資金リソースの導入もうまく組み合わせ

て展開していくことである。また、計画段階においては、他地域への展開

も考えてモデル地域での投入規模を過大しないこと、面的拡大に向けた資

金の確保などについても検討していくことなどについて気をつけておくこ

とが必要である。そのような観点より、次のBox A１－１～Box A１－６

として載せた数件のプロジェクトは、今後の協力において参考となる事例

である。
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Box A１－１　ベトナム・リプロダクティブヘルスプロジェクト（フェーズⅠ：1997‐2000、フ
ェーズⅡ：2000‐2005）

ベトナム中央北部地域に位置するゲアン省で、「安全で清潔なお産」をテーマにした技術協力プロジェクトが実施

されている。これは、もともと財団法人家族計画国際協力財団（ジョイセフ）が行っていた住民参加型の活動から

発展したものである。プロジェクト開始時のベトナムは、少ない国家予算は感染症対策や人口政策に優先され、母

子保健分野の予算は少ない状況であった。ゲアン省19郡のうち８郡（155万人）を対象地域として設定したフェーズ

Ｉ（1997-2000）を経て、フェーズⅡではゲアン省全体（295万人）に活動を広げている。

フェーズⅠでは、①組織づくり、②パッケージ援助、③コミューンヘルスセンター（Commune Health Center:

CHC）に対するモニタリングの実施の３つを基本的活動として行った。組織づくりでは、省・郡・コミューンの各

行政単位にプロジェクトの運営委員会を設置し、プロジェクト推進・継続のための土台づくりを行った。パッケー

ジ援助は、CHC助産スタッフの再教育、機器材・医薬品の供与、施設改善による協力であり、CHCにおける良質な

サービスを実現した。これらの活動を運営委員会によるモニタリングによって確認することは、再教育の成果の確

認と、運営委員会のモニタリング能力向上につながった。フェーズⅡでは、山岳地域を含むゲアン省全体へのプロ

ジェクトの拡大とともに、活動内容の拡大（人工妊娠中絶低減への取り組み、カウンセリング強化などを通した家

族計画サービスの向上、RTI調査の実施）、自立発展のためのキャパシティビルディング、女性連合との連携による

地区組織活動の強化、クライアントフレンドリーサービスの確立、保健情報管理システム（Health Management

Information System: HMIS）の整備などの新たな取り組みを行っている。

本プロジェクトの特徴を以下に述べる。

①省・郡（19郡）・コミューン（469コミューン）の各行政単位にプロジェクト運営委員会を設置することで、プ

ロジェクトへのオーナーシップを深めるとともに、利用可能なリソースを有機的に生かすための組織体制づく

りを図っている。

②助産師の再教育、コミューンヘルスセンターへの機材供与、施設改善の３つのコンポーネントをパッケージと

した協力をすべてのコミューンで実施した。

③既存の組織である女性連合を中心とした保健教育活動の展開や、地区組織活動として日本の愛育班活動の活動

を取り入れ、住民の参加を促進した。

④それぞれの活動分野に対するパイロット郡を設定したうえで、各郡で重点活動における経験を蓄積していくと

同時に郡レベルの指導者育成を行い、モデル郡から地域への拡大を図る戦略をとった。

⑤コミューンレベルでのリプロダクティブヘルスサービスの改善に重点を置くと同時に（投入比：コミューン

67％、郡26％、省７％）、国家リプロダクティブヘルス10カ年戦略への提言や、ベトナム北部31省に対する経験

のシェアを目的としたセミナーの開催など、ゲアン省にとどまらない政策レベルへの働きかけを行っている。

⑥JOCVとの連携や、草の根無償資金協力によるコミューンレベルの施設改善を含む医療機材の供与などJICAの

スキームを有効に活用している。

⑦草の根で経験豊富なNGOであるジョイセフとの連携により、より効果的な協力が可能となっている。ジョイセ

フにはベトナム支援室が設置され、カウンターパート研修の受け入れや専門家派遣などの後方支援を委託して

いる。

⑧ベースライン調査を委託したNGOポピュレーション・カウンシル（Population Council: PC）により引き続き中

間評価のための調査を委託した。評価５項目の視点からの評価に加え、PCで用いられているシチュエーショ

ン・アナリシスの手法でも調査が行われた。これは、従来JICAで行われている評価のための調査と比較して、

評価の質や予算の面で優れているとの意見もある。終了時評価も引き続きPCに委託することを計画しているが、

今後、評価の質の向上に向けて、JICAの評価手法と併せて現地のリソースの有効活用を考えていくことが必要

である。
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Box A１－２　フィリピン・家族計画・母子保健プロジェクト（フェーズⅠ：1992‐1997、フェ
ーズⅡ：1997‐2002）

フェーズⅠでの第３地域（６州）の１州であるタラック州（90万人）における成果を、フェーズⅡでは第３地域

全域（690万人）に拡大した。プロジェクト目標は、当初「タラック州の母子保健プロジェクトで得られた成果の普

及を通じて第３地域全州においてリプロダクティブヘルスの向上を図る」であったが、その後「プライマリー・ヘ

ルスケア（PHC）およびリプロダクティブヘルスの改善を通じ、第３地域のパイロット地域においてリプロダクテ

ィブヘルスを含むPHCに対する意識が向上する」に変更された。これはプロジェクト実施プロセスにおいて、住民

参加・住民組織活動支援を非常に重視したことから、保健活動のアプローチがリプロダクティブヘルスにとどまら

ない包括的PHCのアプローチをとったことを反映したことによる。主要な活動は以下のとおりである。

①統合母子保健プログラム：母子保健センター支援、保健ボランティア育成、保健所職員訓練、妊産婦・乳幼児

健診推進

②リプロダクティブヘルス・プログラム：思春期ビデオ制作・普及、家族計画への男性の巻き込み、教材作成

③住民組織活動支援プログラム：NGO連合体育成、回転資金薬局経営支援、村落共同薬局運営支援、人形劇活動、

健康ビデオ政策・普及、洋裁による生計向上支援、簡易トイレ製作

本プロジェクトで特徴的な点を整理すると以下のとおりである。

④第３地域６州を３名の長期専門家が３カ所の地域事務所に分かれて２州ずつを担当するゾーンディフェンス方

式を採用し、効率的な活動管理・指導を行った。

⑤PHCにおいて重要である住民参加に焦点を当てていることから、目標をある程度明確に設定したアプローチで

はなく、受益者のニーズに基づき、試行錯誤的に活動を行いながら最も効果的なアプローチを策定していく手

法（ディマンドサイドアプローチ）をとった。住民が独自な方法で生み出した活動もみられるなど、自立発展

性において優れたアプローチであったといえる。

⑥家族計画への男性の巻き込み事業として、「メイルモティベーター」と呼ばれる男性保健ボランティアの養成を

行った。研修を受講した男性が、地域の男性に働きかけることにより、通常家族計画・母子保健の教育活動か

ら対象となりにくい男性に対しての積極的な働きかけがなされ、男性の家族計画や子育てへの参加が促進され

た。また、当初予想されていなかったインパクトとして、献血や衛生向上などの他の保健活動への男性の参加

の向上もみられた。

⑦面的拡大を図るプロセスにおいて、JICAの他のスキームの活用やNGOとの連携が行われた。無償資金協力によ

る保健所の改修や青年海外協力隊との相互補完的かつ有機的な連携は、援助効率および効果を高めるうえで有

効であった。またフィリピンで地方自治体法のなかで行政機構のなかに位置づけられているNGOとの連携、

NGO連合体の育成などは自立発展性に寄与すると考えられる。

⑧近隣諸国のJICAプロジェクト（インドネシア国家族計画・母子保健プロジェクト、タイ国家族計画プロジェク

ト）との技術交換や、フィリピン国内におけるジョイセフ・UNFPA連携で行われている人口分野のプロジェ

クト視察、カウンターパート研修におけるAMDAの協力など、様々な組織と効果的に連携した。

Box A１－３　インドネシア・母と子の健康手帳プロジェクト1998～2003
わが国は1989年から５年間にわたり中部ジャワ州をモデル地区として「家族計画・母子保健プロジェクト」を実

施し、同プロジェクトでインドネシア版母子健康手帳が開発され、試行された。母子健康手帳が母親と子どもへの

健康教育教材および保健サービスの手段として有効である成果を受け、1998年に、母子健康手帳活動をコンポーネ

ントとした母子保健サービスの改善を目的とした本プロジェクトが開始された。

人口15万人の中部ジャワ州をモデル地区にして以来、インドネシア政府も母子健康手帳普及を国家プログラムと

して取り組み、３年で総人口730万人に及ぶ24州にまで普及拡大した。2001年、インドネシア政府は母子健康手帳を

140万部配布したが、そのうち85万部が日本から、30万部が国際機関からの支援であった。また、母子健康手帳が普
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及されただけではなく、母子健康手帳を基礎にした保健教育教材の開発や母子保健研修なども実施された。地域保

健分野のJOCVがモニタリングに協力したり、専門家の配置されていない６州において母子健康手帳を活用しなが

ら活動を実施したり、プロジェクトとJOCVの連携が高く評価された。

日本では母子健康手帳が使用されて50年以上経過しているが、本プロジェクトにおいては日本の母子健康手帳を

モデルとしつつも、翻訳は一切使用していない。現地語を使用し、絵を多用し、地域の多様性に配慮した自国版/地

域版を独自開発したものである。この母子健康手帳は、家族内に誰か字が読める人がいれば、母親は非識字者であ

っても母子健康手帳の意義は十分に理解し活用できるように工夫されている。

母子健康手帳の普及が急速に進んだ理由のひとつには、地方分権が進むなかで、地方政府の政策や制度構築にも

積極的な働きかけを行ったことが挙げられる。その結果、地方政府が母子健康手帳の印刷代として独自に予算を確

保したり、北スラウェシ州で受益者負担制度が導入されるなど20都市以上で利用者から料金を徴収するシステムが

構築されたりしている。また、二国間援助機関、国際機関、NGOなど他機関との連携を重視した結果、広域での配

布が可能となった。例えば、1996年からはUNFPAとの連携の下、「人口・家族計画特別機材供与」スキームが適用

され、世界銀行の地域保健/栄養プロジェクトとあわせて、中部ジャワ州での活動がカバーされた。プロジェクトの

後半の時点では、８つ以上の国際援助期間やNGOが母子健康手帳活動に参加している。

本プロジェクトでは、日本の経験を活かしながら途上国に応用していく過程で、日本側も多くを学んだ。例えば、

インドネシアで行った質問票にヒントを得て、日本での母子健康手帳の利用者に対する調査を50年ぶりに実施して

いる。

Box A１－４　ヨルダン・家族計画・WID（フェーズⅠ：1997‐2000、フェーズⅡ：2000‐2003）
人口問題は、今までは人口を減らすことが主眼とされ、政府の政策・キャンペーンのようなマクロのアプローチ

で解決できるものと考えられていた。ところが、1994年にカイロで開催された国際人口開発会議において、人口問

題は男女一人一人の意思と選択を配慮した、より人間性に富んだ方法で論じる必要がある、という新しい方向性が

示された。その結果、リプロダクティブヘルスと女性のエンパワーメントという２つの概念が提示され、これらは、

今後20年間の人口問題を考える上での作業概念として、参加国からの支持を概ね得ることに成功した。これから述

べるヨルダン・家族計画・WIDプロジェクトは、この２つの概念を基に、コミュニティレベルで家族計画の実践を

試みたものである。

ヨルダン・家族計画・WIDプロジェクトは、ヨルダン・ハシミテ王国にて、より多くの女性が望まない妊娠を防

ぐために家族計画を実践することを目指した。そのために、上記に述べた女性のエンパワーメントとリプロダクテ

ィブヘルスの概念を包括したいわゆる包括的アプローチを使った。アラブ圏において、上記２つの概念は、文化

的・社会的にも繊細なテーマである。しかし、あえてこれらを包括的アプローチで取り組んだことにより、同プロ

ジェクトは現在に至るまで同王国における先駆的なプロジェクトと評価されている。

プロジェクトはフェーズⅠ（1997年７月～2000年６月）およびフェーズⅡ（2000年７月～2003年６月）にわたっ

て実施され、直接的な対象者は15歳から49歳までの既婚女性とその配偶者とされた。第１フェーズでは、ヨルダ

ン・ハシミテ王国の南部地域に位置するカラク県南ゴール郡を対象地域とした（人口３万人強）。第２フェーズでは、

重点地域は、南ゴール郡を除いたカラク県の郡の中心都市とその周辺地域へと移った（人口約17万人）。しかし、南

ゴール郡はフォローアップ地域と位置づけられ、小規模ながらも活動は継続された。

活動は３つの柱で構成されている。第１の柱は、IEC（Information, Education, Communication）プログラムで、

女性のエンパワーメントを主眼としたジェンダーと家族計画/リプロダクティブヘルス（家族計画を焦点に当てたリ

プロダクティブヘルス）について、対象住民の意識変化、態度変容、行動変容を促すことを目的とした。第２の柱

は、保健省母子保健センターで勤務する医療スタッフの訓練と医療器材供与を通しての母子保健センターへの支援

である。第３の柱は、女性を対象とした小規模収入創出活動である。これらの関係であるが、第１と第２の柱は、

住民にジェンダーと家族計画/リプロダクティブヘルスの行動変容を促すための基盤づくり的役割を担い、もうひと
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つの柱である収入創出活動は、IECプログラムを後押しする「活性剤」的役割を担った。したがって、収入創出活

動の受益者は、優先的に本プロジェクトのIECプログラムに参加してもらうよう促した。この融和的な対処は、包

括的アプローチにとって必要不可欠である。

結論として、包括的アプローチの全体的な成果はどうであったか。その成果を測定する指標として、同プロジェ

クトでは現実的に測定可能な男女の近代避妊具新規使用者数を採用した。その結果、カラク全県の近代避妊具新規

使用者数は近年減少しているにもかかわらず、フェーズⅠの対象地域であった南ゴール郡の近代避妊具新規使用者

数は、プロジェクトが開始された1997年の７月以来順調に増加した。南ゴール郡を含むいわゆるカラク県のプロジ

ェクト対象全域をみても、2000年７月以来、その数は増加した。カラク県には、同プロジェクトと同時進行する形

で実施されたリプロダクティブヘルス関連のプロジェクトがないことから、近代避妊具新規使用者数の増加はプロ

ジェクトの活動成果と考えられる。

上記プロジェクト終了直後に、その成果をもとに、２つの新しい地域展開型活動が開始された。ひとつは、プロ

ジェクトと同じカラク県を対象に、プロジェクトの活動を継続する形で実施された草の根技術協力（旧開発福祉支

援事業）であり、もうひとつは、アラブ地域におけるジェンダーとリプロダクティブヘルスのアドボカシーを目指

した第三国研修である。さらに、現在は、プロジェクトの教訓と経験に基づく「カラクモデル」をヨルダンの他県

にも幅広く適用すべく検討している段階である。

Box A１－５　チュニジア・リプロダクティブヘルス教育強化プロジェクト1999～2004
中東イスラム諸国では家族計画の普及が遅れがちで人口増加率の高い国が多い。そのなかにあって、チュニジア

は唯一世界平均の1.2％を下回る実績（1.1％）を誇る家族計画普及の成功国として知られている。

チュニジア国家家族人口公団（Office Nationale de la Famille et de la Population: ONFP）はIPPF（国際家族計

画連盟）と緊密に連携してチュニジアの家族計画活動を展開してきた機関である。JICAはそのONFPをカウンター

パート機関として、家族計画に関するIEC教材（特に視聴覚教材）製作協力を1993年から５年間実施した（「人口教

育促進プロジェクト」）。

この間、1994年にはカイロ国際人口開発会議にてリプロダクティブヘルス行動計画が採択されたことに伴い、チ

ュニジア政府は家族計画事業を人口増加への対策という観点のみならず、より広くリプロダクティブヘルスの一環

として位置づけ直し、女性の健康や青少年の性に関する活動を強化すること決定した。特にチュニスやスファック

スなどの大都市での青少年の性意識の変化から、青少年層のリプロダクティブヘルス対策が重要な課題と認識され

始めた。

こうした背景から1999年よりフェーズⅡとして青少年層対象のリプロダクティブヘルス推進を目的とした「リプ

ロダクティブヘルス教育強化プロジェクト」を開始した。本プロジェクトでは、青少年に対する性とリプロダクテ

ィブヘルスに関するIEC活動強化を通じたONFPの組織強化を目指している。つまり、これまでは既婚女性をター

ゲットとする家族計画普及機関であったONFPが、これからは若者の男性、女性を対象にした思春期リプロダクテ

ィブヘルス問題にも対応できる機関に変わる、そのための支援を行おうというものである。

プロジェクトの主な活動は印刷機材の供与に伴う技術指導、教材開発・製作、スタッフ意識強化研修、指導者育

成研修である。2003年末までにプロジェクトが製作した視聴覚教材２セット（望まない妊娠をテーマとした「アミ

ーナ」、男の子の第２次性徴＊やセクシュアリティをテーマとした「セリム」）やビジュアル性の高い性教育シートな

どいずれも好評で、ONFPの全国クリニックに配布されている。また、2004年３月には「若者の広場 Espace des

Jeunes」という名のチュニジア初の（公式）思春期相談室がビゼルテ支部（チュニスから１時間）に開設され、思

春期リプロダクティブヘルスのサービス提供拠点としてモデルとなることが期待されている。
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１－２　拠点施設での人材育成；拠点病院などを強化しそこを拠

点に人材育成を展開する（無償資金協力、技術協力プロ

ジェクト）

バングラデシュ・リプロダクティブヘルス人材開発プロジェクト、カン

ボジア母子保健プロジェクトなどは、研修機能を持つトップレファラル病

院などを整備し、そこを拠点に人材育成を行っていくアプローチを採って

いる。拠点病院や研修センターを無償資金協力により整備するとともにカ

ウンターパートに技術移転を行い、そこを拠点に地域で活動している医療

従事者などの教育を行うアプローチである。緊急産科ケアのための助産技

なお今期プロジェクトと並行し、仏語圏アフリカ・中近東地域を対象とした南南協力として、ONFP国際研修セ

ンターにてリプロダクティブヘルス分野の第三国研修が２コース実施されている。２コースのうちひとつは前プロ

ジェクトの成果である視聴覚教材制作技術の移転を目的としており、もうひとつのコースはリプロダクティブヘル

スIEC活動を内容とした研修となっている。

＊第２次性徴（secondary sexual character）：思春期以降に性ホルモンの作用の差によって生ずる男女それぞれの

特徴をいう。女子では月経の始まりや乳房の発育、男性ではひげの発生や声がわりなど。

Box A１－６　メキシコ・女性の健康プロジェクト1999～2004
このプロジェクトは、JICAによってメキシコの保健省子宮がん予防対策局およびベラクルス州保健局（SESVER）

をカウンターパートとして、ベラクルス州において子宮癌検診の受診率向上と細胞診診断システムの改善のために

実施されているプロジェクトである。

メキシコでは婦人科系悪性新生物による死亡が大きな問題となっており、なかでも子宮頸がんは同国の25歳以上

の女性の死亡件数では第3位となっていた（1995年）。そのため同国保健省は子宮頸がん対策をリプロダクティブヘ

ルス分野の最重要課題と位置づけており、女性の子宮頸がんに対する知識の不足、および子宮頸がんの早期発見に

必要な細胞診診断システムの未整備（人材および機材の不足）の改善を急務の課題としていた。これを受け、わが

国はベラクルス州をモデル地域として、子宮頸がんによる女性の死亡の減少、子宮頸がん検診を主体的に受信する

女性の数の増加、細胞診診断部門のサービスの質向上などを目的としたプロジェクトを開始することとした。これ

らの目的を達成するためにプロジェクトは子宮頸がんに関するサーベイランスの実施や住民レベルの啓蒙および教

育、医療従事者の研修、細胞診診断の技術の向上などを通じた支援を実施してきた。

健康教育活動で子宮頸がんに焦点を当てた活動が受診者数増加に結びつき、細胞診診断は染色指導などによる標

本の質の向上で検査の精度と検査速度の改善に貢献した。また細胞診診断士の養成により医療従事者のキャパシテ

ィ・デベロップメントが図られた。他方、従来検査結果の郵送システムが不十分であったこともあり、受診後３－

６カ月かかっていたものが、プロジェクトによって３週間に短縮された。これらの結果、早期発見数も増加した。

また子宮頸がん対策についてはメキシコ側も３年間で予算を10倍に増加するなど取り組みを強化し、ベラクルスが

メキシコの細胞診断のメッカとなることが期待されている。

なお、現在のプロジェクト終了後については、この成果を他州、周辺国に広めるべく、同州に南部６州の医療関

係者を集めての国内研修、周辺国を対象とした第三国研修などの実施を検討中である。
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術など、ある程度高度な医療技術に係る人材育成はこのような形態をとる

場合が多い。

本アプローチは、拠点病院だけの整備が進み、地方の保健医療状況の改

善に貢献しないといった格差拡大につながる危険性もはらんでいるため、

地方（プライマリー・ヘルスケア（PHC）レベル）の状況を十分に踏まえ

て慎重に進めていくことが必要である。バングラデシュ・リプロダクティ

ブヘルス人材開発プロジェクトでは、プロジェクト後半より、研修生のフ

ォローアップとして地域の状況を調査し研修にフィードバックするととも

に、並行してNGO連携で実施している地域展開型プロジェクトと連携を強

化するなどして、PHCレベルの母子保健改善に貢献できるよう努めている。

カンボジア母子保健プロジェクトでは、フェーズⅠでカウンターパート

機関である国立母子保健センターがトップレファラル病院および研修セン

ターとして確立したため、フェーズⅡでは、同センターの機能の更なる強

化とともに、地方のヘルスセンターの母子保健能力向上のための活動や、

保健政策への関与などについても積極的に協力を展開している。また、同

プロジェクトは、JICAが並行して実施している人口家族計画特別機材供

与の機材選定やモニタリングなどへ技術的アドバイスを行っているほか、

HIV/エイズの母子感染防止など新たな取り組みについても主導的役割を

果たしている。

以上の例のように、このタイプの協力においては、トップレファラル病

院や研修センター内だけに活動をとどめず、地方へ積極的に展開するとと

もに、他スキームの活用に係るマネジメントや政策への介入についても併

せて実施していくことが望まれる。

Box A１－７　バングラデシュ・リプロダクティブヘルス人材開発
本プロジェクトは、無償資金協力による母子保健研修所（Maternal and Child Health Training Institute: MCHTI）

の改築と併せて、1999年９月より技術協力プロジェクトを開始した。「ニーズに応じた研修を通じて、母子保健サー

ビス提供者が果たすべき役割を正しく認識し、実践できる能力を身につける」とのプロジェクト目標のもと、プロ

ジェクト前半期には、同研修所の臨床機能の強化を重点としつつ、研修部門の立ち上げと研修実施機関としての機

能強化、研修機関のネットワークに係る活動を行った。

プロジェクト中間時点までに、臨床面では、24時間産科救急ケアの提供や新生児ケアの提供が可能となり、また

臨床検査部門と超音波診断部門が確立されるなど技術移転の成果が見られ、また研修部門では、家庭福祉訪問員

（Family Welfare Visitor: FWV）などを対象として助産技術や産科救急ケアの研修を実施するとともに、研修後の

モニタリングを実施するなどの活動が行われた。

しかし、研修後のモニタリングを行った結果、予算・資機材の不足や施設の不備、制度としてFWVが施設分娩を

介助する環境が未整備であったことから、地域に戻った研修生が、必ずしも習得した技術を活用できているとは限

らないことが判明した（FWVによっては個人的に自宅分娩介助を行っている例はある）。そのため、プロジェクト

後半からは、ナルシンディ県ショルド郡をモデル地域と設定し、地域に戻った研修修了者が業務のなかで研修成果

を発揮できるよう、現状調査ののち妊産婦の継続的ケアのための妊産婦リスト作りやレファラルシステムの促進な
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１－３　計画策定型；マスタープランや事業計画を策定し、その

計画に基づいて技術協力を展開していく（開発調査、政

策アドバイザー、技術協力プロジェクト）

JICAでは、保健セクター全体に関する開発調査や政策アドバイザー派

遣の例は多いが、リプロダクティブヘルス分野に限定して政策提言やマス

タープランを行った例は少ない。開発調査でリプロダクティブヘルスのマ

スタープランを策定した例としては、唯一インドで実施した例があるが、

同調査に基づいた事業の展開やJICAの介入はこれから検討される予定で

あり、係るアプローチの有効性も今後検証される予定である。

リプロダクティブヘルス分野でも、基本的なベースライン調査や長期的

戦略の策定を早い段階で行うことが重要と考えられる。現行の開発調査ほ

どの投入が必要かどうかは検討が必要であるが、今後長期的にプログラム

を展開する予定の国に対しては、そのような調査から介入していくアプロ

ーチも検討が望まれる。

また、保健省を対象とした保健セクターのマスタープランや保健制度改

革に係る開発調査は数件実績があるが、それらの調査をもとにリプロダク

どの活動を行うなど、地域での取り組みも並行して実施することとした。これらの試みは、バングラデシュの保健

政策自体が移行期であることから、必ずしも順調に進んでいるわけではないが、FWVたちの認識は少しずつ変わり

つつあると評価できる。

一方、バングラデシュにおいては、保健部門と家族計画部門の統合を含んだ保健人口セクタープログラム

（HPSP）という大きな保健制度改革のなかで、家族計画局に所属するMCHTIの位置づけも改善される予定であっ

たが、両部門の統合はうまくいかず、MCHTIの位置づけも思うように変わらなかった。現在、バングラデシュ政府

により次期５カ年のセクタープログラムの作成が進んでいるが、その動向次第では地方における保健や家族計画の

システム等も変わっていく可能性があり、MCHTIの位置づけや研修すべき対象なども流動的な状況である。

以上のような状況を踏まえ、現在実施中のプロジェクトの後継案件については、MCHTIでの活動にとらわれず、

より地域に展開するプロジェクトとするとともに、政策レベルとの連携も図っていく方向を検討中である。具体的

には、JICAが同じ時期にナルシンディ県およびフェニ県で財団法人家族計画国際協力財団（ジョイセフ）と実施し

てきた地域展開型の開発パートナー事業などの活動を取り込み、コミュニティレベル、郡・県レベルでのシステム

づくりに重点を移していく予定である。また、政策レベルにおいては、人口保健アドバイザーを派遣し、セクター

プログラムへ関与するとともに、JICAプロジェクトの効果を高めるための働きかけも行う予定である。特に、バン

グラデシュで進んでいるセクターワイドプログラムアプローチ（SWAPs）やコモンバスケットなどの動きに日本・

JICAがどのようなポジションをとっていくのか、同アドバイザーの役割が期待されるところである。

なお、本プロジェクトにおいては、無償資金協力と技術協力の連携に関わる課題も提起されている。技術協力プ

ロジェクトに先んじて無償資金協力が行われたが、プロジェクト専門家からは、施設のレイアウトや医療機材の問

題が指摘されている。小型医療機器や医療器具などは技術協力プロジェクトが開始されてから使用目的に併せて購

入すべきという指摘があり、今後の教訓とすべきである。
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ティブヘルスの事業が展開された例はほとんどないのが現状である。これ

はリプロダクティブヘルスが保健セクター内にとどまらない部門横断的な

計画を必要とすることによると考えられるが、今後は、保健セクターの調

査を行う際にリプロダクティブヘルスをどのように入れ込んでいくか、検

討を行う必要がある。

１－４　NGOを活用した小規模プロジェクト（NGO委託型事

業：旧開発パートナー、旧開発福祉支援）

アジアや中近東においては、上記１－１～１－２のように複数のスキー

ムを活用してプログラム協力を展開している例が多いが、サブサハラ・ア

フリカに対しては、ニーズが高いにもかかわらず、投入総額が少ないこと

からそのような形態の協力は少ない。また、サブサハラ・アフリカで活躍

する日本人専門家の確保が難しい状況もあり、技術協力プロジェクトも少

ないのが現状である。

そのような中で、現地のNGOを活用したプロジェクトが何件か実施され

ている。日本人専門家の確保が困難な場合は、現地において長く活躍して

いる国際NGOや現地のNGOを活用した小規模プロジェクトを手始めとす

るのもひとつの方法である。タンザニア、ジンバブエ、ザンビアなどで、

NGOを活用したプロジェクト（旧開発福祉支援）の実績がある。

Box A１－８　インド・リプロダクティブヘルス支援計画調査2000～2002
インド北部に位置するマディアプラデシュ（Madhya Pradesh）州のサーガルディヴィジョン（Sagar Division）

を対象とした女性の保健、栄養、衛生、教育、労働環境などに関する現状分析を行ったと同時に、既存の政府プロ

グラム・レビューを行い、ディストリクト・マスタープランの策定を行った。マディアプラデシュ州は同国内で妊

産婦死亡率が最も高く、中央政府による母性保護（Safe Motherhood）プログラム対象優先地域となっている。イ

ンド国内でも女性の健康指標、社会開発指標が特に低い州である。調査・分析の結果、これらの低指標の原因と考

えられるものとして次の４つが挙げられる。

・リプロダクティブヘルスと乳幼児保健（Reproductive and Child Health: RCH）サービス供給システムにおける

障害

・一般住民のRCHへの知識および認識の低さ、行動変容の欠如

・社会的・文化的要因

・保健行政機関および自治体の行政マネジメント能力の低さ

上位目標を「対象地区の人口の安定化に貢献しつつ、RCHを通じてすべての女性と子どもの健康状態を改善する」

とし、マスタープランとして５つの優先プロジェクトが策定され、県→郡→州へと展開していくアクションプラン

を策定した。

同開発調査の提言は、今後インド政府によって実現されていく予定であるが、JICAにも専門家派遣を中心とした

技術協力プロジェクトの要請が出されている。今後、同専門家の派遣を手始めに、開発調査の提言の実現化に向け

た協力についても、実施を検討中である。
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１－５　国際機関連携による機材供与プログラム（特別機材供与）

JICAには、各国際機関との協調のもと機材供与のみを行っている事業

もある。この特別機材供与事業は、JICAでは保健医療分野のみにあるス

キームであり、ポリオ対策や予防接種などの感染症対策、エイズ対策、人

口家族計画などの分野で実施している。

人口家族計画特別機材供与は、UNFPAとの連携によって進められてお

り、避妊具（薬）や基礎的分娩介助機材など2000万円を上限に機材供与を

行っている。本スキームでは、モニタリングや技術指導などを国際機関に

任せているケースも多いが、今後は技術協力プロジェクトと一層連携を図

Box A１－９　ジンバブエ・ザンベジ河流域における青少年のためのリプロダクティブヘルス・ケ
ア（旧開発福祉支援事業）2000～2003

ジンバブエでは、15歳以上の人口のHIV感染率は20％以上とされている。HIV/エイズの蔓延は、単なる保健医療

の問題ではなく社会経済に大きな影響を与えることが認識されており、1996-2000年までの開発政策の指針である

ZIMPREST（Zimbabwe Programme for Economical Social Transformation）でも重要分野のひとつであった。ま

た、HIV/エイズ/STD対策中期計画（1994-98）のレビューでは、今後の課題として、マルチ・セクトラルな連携、

教育カリキュラムへの取り込み、IECプログラム、性的行動パターン変容の促進などが挙げられている。ザンビア

との国境地帯で少数部族であるトンガ族の集落ビンガ・カリバ地区では、漁業が盛んであり、漁業産業従事者など

の外部からの参入も多く、さらに十分な感染症教育が不足しているため、HIV/エイズのリスクをさらに高くしてい

る。

本プロジェクトは、以上の現状を踏まえ、旧開発福祉支援事業のスキームにて、ビンガ･カリバ地区で長年の協力

経験を有する国際NGO 「Save the Children Fund（UK）」を支援する形で行われた。プロジェクト地域でHIV感染

のリスクにさらされている青年層自身による互いの啓発活動により、意識向上、性的行動パターンの変化を目指す

とともに、青年層がアクセスしやすいリプロダクティブヘルス・ケアを強化・改善することを目的としている。特

に、これまでの成人から青年に対するレクチャー方式ではなく、青年間の相互啓蒙教育により、青年らがより教育

内容を受け入れやすくするという新しいアプローチを試みるものであり、モデル事業としての意義が高いとの評価

により採択されたものである。

本プロジェクトの活動は、①マラリア対策、②HIV/エイズ・STI対策、③水供給・衛生活動の３分野であるが、

特にHIV/エイズ・STI対策においては、青少年に対し学校内と学校外（学校に通っていない子ども対象）の２本立

てでピア・エデュケーション活動を実施した。学校内では、Health Master（保健担当教師）の指導のもとヘルス・

クラブが組織され、子どもたちが演劇や歌、ダンスを通じてHIV/エイズ・STDについて知識を広め行動変容につな

げることを目指した。また、学校外では10代半ばの青年が中心となり Out of School Youth Club を組織し、やはり

演劇などを通じて啓蒙活動を行った。

協力期間半ばに行われたジンバブエの大統領選挙による与野党の政治的対立のあおりで、ディストリクト・オフ

ィスのサポートが受けられなくなり、そのためピア・エデュケーション活動にも制限がかかり、プロジェクト期間

後半では活動が停滞した。また、NGO側にも担当者の交代などによる支援の遅れがあり、係る外部条件の影響で最

終的には必ずしも大成功したプロジェクトとはいえない結果となったが、現地に根づいた国際的NGOを活用したピ

ア・エデュケーション活動により行動変容を促すプロジェクトとして、その手法は今後他地域でも参考になること

と思われる。
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っていくことが必要と考えられる。特に、技術協力プロジェクトのみでは

面的な広がりや継続的なフォローアップに限界があるところ、本機材供与

プログラムと技術協力プロジェクトを有機的に連携させることにより、プ

ログラムとしての協力を推し進めていくことが望まれる。

次はリプロダクティブヘルス分野における主たる事業と協力形態につい

て整理を行ったものである。既存の協力（プロジェクト方式技術協力、無

償資金協力、開発福祉支援ほか）を分類し、その特徴について解説を試み

るとともに、案件リスト（別表「リプロダクティブヘルス関連案件リスト」

参照）として過去の事例を取りまとめた。なお、国順はUNFPAの地域区

分1を参照している。サブサハラ・アフリカ、アラブ諸国、アジア・太平

洋、中南米・カリブ、東欧・旧ソ連諸国（移行経済圏）の５地域をそれぞ

れアルファベット順に並べたものである。

Box A 1－10 カンボジア2001～2003、ラオス1995（97～99を除く）～2003・人口家族計画特別
機材供与

カンボジア、ラオスではUNFPAと連携した人口家族計画特別機材供与を実施しており、両国とも毎年約1500万

円相当の予算が機材の購入・輸送費に割り当てられている。

カンボジアでは2001年より機材供与が開始され、リプロダクティブヘルス広報教育用機材としてマギーエプロン

やマグネット式の教材模型、ヘルスセンター向けの基礎的分娩介助機材などが供与されている。機材の選定にあた

っては、既存の技術協力プロジェクト（母子保健プロジェクトフェーズⅡ）の意見も取り入れ、供与された機材が

有効活用できるよう適宜技術的な指導やアドバイスも行っている。

ラオスの機材供与事業は1995年から開始され、経口避妊薬や分娩介助機材、小規模手術セットなどが郡病院、ヘ

ルスセンターレベルまで配布されている。経口避妊薬についてはUNFPAが現地で服用方法に関する研修を行って

おり、JICAによる薬剤供与と連携を図っている。

1 UNFPA（http://www.unfpa.org/worldwide/）
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別表　リプロダクティブヘルス関連案件リスト

１．プロジェクト方式技術協力（プロ技）（1960～2002）

No. 特　　　徴中間目標形　態期　間案　件　名国　名

同国の保健医療従事者人材養成計画の見直し、再訓練制度
（インサービストレーニング）の構築・強化を図った。

１－１
１－２

1 プロ技
1997.06 ～
2002.05

母子保健医療サービス
向上計画

ガーナ

「望ましい家族規模に関する価値観」に改革をもたらすことを目
指したIEC活動の強化、教育用メディアの開発・製作を行った。

１－３2 プロ技
1988.12 ～
1993.12

人口教育促進

マルチメディアにより人口関連の情報を普及させ生活改善と
家族計画を促進することを目標にした。モデルコミュニティ
でのIEC活動とサービスデリバリー・コミュニティ活動との統
合や低価格・手作り教材の利用促進の援助を実施した。

１－３3 プロ技
1993.12 ～
1998.12

人口教育促進フェーズⅡ

ケニア

母子疾病率、死亡率を低下させることを目的にムヒンビリメ
ディカルセンター（MMC）小児科レベル向上、同センターの
EPI疾患ウイルス学的診断能力向上、タンガ州（モデル地区）
での母子保健活動強化を支援した。

１－１
１－２

4 プロ技
1994.12 ～
2001.11

母子保健タンザニア

HIV/エイズおよび結核サーベイランスに関する中央検査室で
の検査技術の向上。HIVの遺伝的特徴・薬剤耐性の調査。HIV/
エイズ/結核ワーキンググループなどとの定期的な運営会議の
実施。IPPF加盟のザンビア家族計画協会との連携。

１－４5 プロ技
2001.03 ～
2006.03

エイズ及び結核対策ザンビア

農村地域での家族計画の普及と改善、検診車を使っての妊産
婦診療技術向上や広報活動を実施した。

１－１
１－２
１－３

6 プロ技
1989.09 ～
1994.03

家族計画・母子保健エジプト

カラク県南ゴール郡地域での家族計画実践促進のため、住民
組織の機能強化、母子保健サービスの強化、収入創出活動を
通した女性の地位向上を図った。WID配慮、農村女性のエン
パワーメント、男性の家族計画への参加促進、現地NGOとの
連携など、総合的な家族計画アプローチを実施。

１－１
１－２
１－３
３－３
３－４

7 プロ技
1997.07 ～
2000.06

家族計画・WID
（フェーズⅠ）

ヨルダン

家族計画推進のためのラジオや学校教材を通じたIEC活動の実
施、およびIECパイロットセンターの活動支援に関わる協力を
行った。第三国研修へ発展した。

１－３9 プロ技
1988.11 ～
1993.11

人口教育促進

トルコ

避妊実行率向上のためのIEC活動の強化を実施した。主な活動
は、ベースラインサーベイ、ビデオ機器の供与・操作・管理
用トレーニング、教材の製作など。

１－３11 プロ技
1993.03 ～
1999.03

人口教育促進

チュニジア

ダッカ近郊のDND地域（Dacca-Narayangaji Demura）をモデ
ルとして、①家族計画啓発教育、広報活動、②フィールドワ
ーカーへの教育訓練、③母子保健活動の３者を通じて、家族
計画普及活動を実施した。

１－１
１－２
１－３

13 プロ技
1976.03 ～
1985.03

家族計画

バングラデシュ

国立母子保健センター改修に対する無償資金協力とセンター
の医療従事者への教育（管理運営能力向上、研修活動強化、
診断・治療能力向上）。

１－１
１－２

15 プロ技
1995.04 ～
2000.03

母子保健

カンボジア

2000年までに人口を12億人以下に抑え、人口増加率ゼロを目
標に取り組んでいる中国政府を支援するために、家族計画宣
伝網の整備充実などのIEC機材供与、および統計評価技術レベ
ル向上を目指した人材養成における協力を実施した。

１－３17 プロ技
1982.11 ～
1987.11

家族計画中華人民共和国

国立母子保健センターのトップレファラル病院および研修セ
ンターとしての機能が強化されること、および地方の病院・
ヘルスセンターにおける母子保健分野の人材養成を図る。保
健省、国立病院、地方の病院・ヘルスセンターの連携が強化
される。

１－１
１－２

16 プロ技
2000.04 ～
2005.03

母子保健（フェーズⅡ）

2000年に無償資金協力で完工した母子保健研修所（MCHTI）
等の臨床および研修機能の強化。また、母子保健医療従事者
の人材養成。USAIDおよびGTZとの連携あり。

１－１
１－２

14 プロ技
1999.09 ～
2004.08

リプロダクティブヘルス
人材開発

地方における家族計画の遅れがある一方、都市部において青
少年期を中心としたリプロダクティブヘルス向上が大きな課
題となっている。青少年に対するリプロダクティブヘルス教
育活動に焦点を置いたIEC活動を実施した。

１－３
１－４

12 プロ技
1999.09 ～
2004.09

リプロダクティブヘルス
教育強化

フェーズⅠでの視聴覚教材をもとに、地域ニーズに基づくIEC
活動・教材開発・研修をブルサおよび東部トルコの２地域に
おいて実施した。

１－３10 プロ技
1993.11 ～
1998.11

人口教育促進フェーズⅡ

フェーズⅠの成果を受け、対象地域をカラク県全域に拡大し、
家族計画実践促進のため、住民集会や家庭訪問による情報提
供、住民組織の機能強化、母子保健サービスの強化、山羊の
飼育や養蜂など収入創出活動を通じた女性の地位向上を推進
した。

１－３
３－４

8 プロ技
2000.07 ～
2003.06

家族計画・WID
（フェーズⅡ）
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No. 特　　　徴中間目標形　態期　間案　件　名国　名
家族計画普及活動のための視聴覚教育用ソフトウェアの製作
協力（～82年）。その後、成果品を用いてのジャカルタ市を中
心とした宣伝教育活動、および避妊器具、普及活動用軽車両、
視聴覚機材の供与を行った。

１－３18 プロ技
1969.01 ～
1985.03

家族計画

インドネシア

順天郷大学・韓国母子保健センターに対し、NICU、周産期管
理、生殖医学分野への技術協力を実施した。

１－１
１－２

21 プロ技
1984.08 ～
1990.07

母子保健韓国

中央と地方における保健人材育成と情報交換が強化され、主
に郡保健局・郡病院にターゲットを置いた小児保健サービス
の改善を図る。

１－２
４－２

22 プロ技
2002.11 ～
2007.10

子どものための
保健サービス強化

ラオス

モンゴルの母と子の健康を向上させるため、ヨード欠乏症
（IDD）撲滅、および予防接種拡大計画（EPI）の自立運営の推
進を図った。

１－１
１－２

23 プロ技
1997.10 ～
2002.09

母と子の健康モンゴル

２つのモデル地域において、家族計画・母子保健事業の強化
を図り、ヘルスポスト新築、医療従事者の訓練、医薬品・健
診用具の供給、IEC用機材供与を実施した。

１－１
１－２
１－３

24 プロ技
1985.10 ～
1991.10

人口家族計画ネパール

無償資金協力により、パキスタン医科学研究所敷地内に母子
保健センターが建設された。母性保護向上のための基礎的な
再教育を行う訓練機関として、調査研修機能の拡充、人材育
成などを実施した。

１－１
１－２

25 プロ技
1996.06 ～
2001.06

母子保健パキスタン

モデル地域での家族計画啓発および知識の普及を行った。１－３26 プロ技
1974.07 ～
1989.03

家族計画

フィリピン

人口と保健に関するデータベースの作成および人口動態統計
システムの改善を図るための人口統計データバンクの構築。
人口センサスなどの保健医療統計の精度向上。

１－３29 プロ技
1987.11 ～
1992.11

人口情報スリランカ

ナコンサワン（Nakhonsawan）県をモデル地域として、家族
計画、母子保健の広報、教育活動を行った。

１－１
１－２
１－３

30 プロ技
1974.07 ～
1989.03

家族計画

タイ

助産師数の少ないゲアン省をモデル地域として、妊産婦ケア
に関わる保健行政スタッフの人材育成、住民に対するIEC教材
の開発・普及、および村の保健所への十分な医薬品の供給な
どの協力を行った。

１－１
１－３
４－２

33 プロ技
1997.06 ～
2000.05

リプロダクティブヘルス

ベトナム

人口政策の立案を可能とするため中央政府・地方自治体レベ
ルの統計データの整備、GIS活用による国政調査区分の設定、
統計職員の訓練体制の確立を支援した。

１－３35 プロ技
1995.09 ～
2000.09

人口統計アルゼンチン

ブラジル東北部セアラ州における新生児への医療支援、下痢
症疾患の管理、妊産婦のケア、家族計画、保健従事者の能力
強化支援を行った。「人間らしいお産（帝王切開から自然分娩
へ）」の普及を目指した。

１－１
１－２
１－３

36 プロ技
1996.04 ～
2001.03

家族計画・母子保健ブラジル

助産婦数の少ないゲアン省をモデル地域として妊産婦ケアに
関わる保健行政の組織能力強化および村でのリプロダクティ
ブヘルスサービスの向上（コミューンレベルへの医薬品、避
妊具の十分な供給など）を図る。

１－１
１－３
４－１
４－２

34 プロ技
2000.09 ～
2005.08

リプロダクティブヘルス
（フェーズⅡ）

東北タイ地域住民での保健水準向上のため、家族計画、母子
保健活動、IEC活動の、人材養成、保健情報管理システム形成、
調査研究などを実施した。

１－１
１－２
１－３

31 プロ技
1991.06 ～
1996.05

家族計画・母子保健

HIV感染を予防することと同時に、感染者に対して全人的ケア
提供のための包括的モデルづくりを行った。エイズ対策にお
いて先進的な北タイにおける経験を、タイ国内他地域、さら
に他国に活用できる方法論を確立した。

１－４32 プロ技
1998.02 ～
2003.01

エイズ予防地域
ケアネットワーク

第３地域タラック州内のモデル地区での住民参加の促進による
地域保健活動推進、母子保健サービスデリバリーシステム強化、
および医療従事者の能力向上への協力を実施した。地元NGO、
USAID、ジョイセフとの現場レベルでの連携を行った。

１－１
１－２
１－３

27 プロ技
1992.04 ～
1997.03

家族計画・母子保健

フェーズⅠの成果をもとに、第３地域全域へ対象地域を拡大
し、保健従事者および地方自治体職員の能力向上、住民参加
による母子保健活動を核とした家族計画改善を行った。JOCV、
無償、草の根無償との連携、地元NGOの育成と連携、WID、
男性・青少年アプローチを導入した。

１－１
１－２
１－３

28 プロ技
1997.04 ～
2002.03

家族計画・母子保健
フェーズⅡ

中部ジャワをモデル地域とし、地域住民を対象にした家族計
画と母子保健サービスの促進、およびレファラルシステム向
上を目的として実施された。また、家族計画に関わる人材の
育成や教材の普及を行った。

１－１
１－２
１－３

19 プロ技
1989.11 ～
1992.11 

家族計画・母子保健

1989－92年の「家族計画・母子健康プロジェクト」の成果を
受け、全国版母子健康手帳プログラムの導入を通じ、母子保
健サービスの改善を目指した。日本の母子健康手帳の経験を
生かし、協力の拡大と標準化を図った。

１－１
１－２
１－３

20 プロ技
1998.10 ～
2003.09

母と子の健康手帳
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付録１．主な協力事例（リプロダクティブヘルス）

２．無償資金協力（1992～2002）

No. 特　　　徴中間目標形　態期　間案　件　名国　名
都市周辺地域、国境地域に居住する国民への家族計画普及お
よび母子保健活動の促進。家族計画指導員キット、視聴覚機
器、診断治療用機器などの機材供与を行った。

１－１
１－２
１－３

37 プロ技
1985.11 ～
1990.11

家族計画・母子保健コロンビア

人口予測、人口教育のための基礎調査および実施、統計手法
の確立への協力支援を行った。

１－３38 プロ技
1984.07 ～
1988.09

人口活動促進

メキシコ

モデル地域（第７保健地域）において、①感染症・妊産婦疾
患のコントロール、②暴力の減少、③生産年齢にある女性の
非感染症の予防、の３点の達成を通じてリプロダクティブヘ
ルスの向上を目指す。

１－１
１－４
２－１
３－２

41 プロ技
2000.04 ～
2005.03

第7保健地域リプロダクテ
ィブヘルス向上

ホンジュラス

モデル地区（リマ市南部）での、母子保健サービス推進によ
る乳幼児・妊産婦の保健衛生向上と家族計画の普及を行った。
また、母子保健サービス推進に携わるスタッフへの母子保
健・家族計画分野での技術指導を支援した。

１－１
１－２
１－３

42 プロ技
1989.10 ～
1994.10

家族計画・母子保健ペルー

保健省は1979年から予防接種拡大計画を実施してきており、
ポリオ、麻疹、マラリア罹患率・死亡率低下のためコールド
チェーン機材、蚊帳などの購入を行った。

１－２43 無償2000
子供の福祉無償
（保健強化計画）

アンゴラ

マラリア・結核対策機材の整備、予防接種体制および母子保
健環境の整備・強化に必要な医療機材の調達を支援した。

１－１
１－２

45 無償2000
母子保健強化・疾病対策計
画（子供の福祉無償）

中央アフリカ

定期予防接種体制の強化およびNIDの確実な実施を行うため、ワ
クチンおよびコールドチェーン機材などの調達を支援した。

１－２46 無償1999
子供の健康無償
（予防接種拡大計画）

ケニア

乳幼児の予防接種率も近年低下傾向にあり、コールドチェー
ン機材、ワクチン配布用車両、予防接種活動用車両の整備に
対する支援を行った。

１－２47 無償2001
予防接種拡大計画
（子供の福祉無償）

マラウイ

予防接種率が低迷している背景のもと、ワクチンの購入、輸
送車両およびコールドチェーン資機材の整備に対する支援を
行った。

１－１
１－２

48 無償2000
母子保健・ポリオ撲滅・ワ
クチン接種拡大コールドチ
ェーン拡大計画

マリ

セネガル政府は、予防接種体制およびマラリア対策体制の整備
に取り組んでおり、その支援として冷蔵庫、車両などのコール
ドチェーン機材および蚊帳などのマラリア対策機材を提供し、
機材のモニタリングおよび評価体制への技術指導を行った。

１－１
１－２

49 無償2000
母子保健強化・マラリア対
策計画

セネガル

すでにマラリア対策のパイロット計画が実施されている５郡に
おけるマラリア感染予防用機材（蚊帳など）、診断治療用機材、
および蚊帳運搬・モニタリング用機材の調達が支援された。

１－２50 無償1998
子供の健康無償
（マラリア総合対策）

ザンビア

ジブチ
ジブチでは５歳未満児死亡率が高い。そのため予防接種関連
機材、家族計画や妊産婦検診などの母子保健活動関連機材、
および産科医療機材等の購入を行った。

１－１
１－２
２－１

52 無償2000母子保健強化計画

「予防接種体制整備計画」実施のため、老朽化したコールドチ
ェーン機材の更新および維持管理活動に不可欠な作業用車両
の調達に必要な資金を支援した。

１－２51 無償2001
子供の福祉無償
（予防接種拡大計画）

ルクレシアパイム産婦人科病院に対する診断・治療用機材の
調達を支援した。

１－１44 無償2000
ルクレシアパイム産婦人科
病院医療機材整備計画

モデルエリア（ゲレロ州、ベラクルス州）において、妊産婦
検診における超音波診断技術の導入や、メキシコ版母子手帳
の試行的導入を実施し、母子保健サービスの向上に寄与した。

１－１
１－２
１－３

39 プロ技
1992.04 ～
1998.03

家族計画・母子保健

ベラクルス州において、早期子宮頸がんの発見数が増加する
よう、健康教育を通じた検診受診率向上と細胞診診断部門の
質の向上を図った。

２－１40 プロ技
1999.07 ～
2004.06

女性の健康

西岸・ガザ地域に居住しているパレスチナ難民に対する予防
接種も実施することになり、政府の負担が増大した。政府が
最重要事項に位置づけているワクチン接種拡大計画に基づき、
ワクチンの購入を支援した。

１－２53 無償1999
子どもの健康無償
（ワクチン接種拡大計画）

パレスチナ
西岸・ガザ地域に居住しているパレスチナ難民に対する予防
接種も実施することになり、政府の負担が増大した。政府が
最重要事項に位置づけているワクチン接種拡大計画に基づき、
ワクチンの購入を支援した。

１－２54 無償2000
子どもの福祉無償（第二次
ワクチン接種拡大計画）

政府は国家予防接種拡大計画を策定し、小児麻痺根絶や子ど
もの健康向上を目指している。ワクチン保管・接種施設の整
備のため、冷凍・冷蔵機材の購入を行った。

１－２55 無償1998
ワクチン保管体制整備計画
（子供の健康無償）

イエメン
全国地方都市にある計８病院における一次医療施設の整備、
助産婦など医療従事者の育成のための医療機材の整備。

１－１
１－２

56 無償1999
地方病院母子保健医療機材
整備計画
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開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

No. 特　　　徴中間目標形　態期　間案　件　名国　名
ハイリスク地域と都市部のスラム地区に居住する妊娠可能な
女性と乳幼児に対する破傷風ワクチンと麻疹ワクチン接種に
必要な資金供与を行った。

１－２57 無償1998
新生児破傷風・はしか予防
接種拡大計画（子どもの健
康無償）

バングラデシュ

国立病院、地域病院、県病院と地域保健所における母子保健
医療体制強化のための関連機材（基礎的医療機材、修理器具、
教育用教材など）の整備支援を行った。

１－１
１－２

62 無償2000
母子保健・基礎医療機材
整備計画

ブータン

国立母子保健センターは建設後30年以上経過しており、病院
機能としては劣悪なため、移転新築に伴う関連機材の調達・
整備を実施した。

１－１
１－２

63 無償1995母子保健センター建設計画

カンボジア

政府は江蘇省婦幼保健センター建設計画を策定し、また、婦
幼保健サービス体制の確立に着手した。これら医療施設・サ
ービスの運営に必要な医療機材の整備を行った。

１－１
１－２

65 無償1996
南京母子保健医療機材
整備計画

中華人民共和国

インド西部に位置するマハラシュトラ州の第３次医療を充実
させるため、サー・ジェイジェイ病院およびカマ・アンド・
アルブレス母子病院において医療機材の整備を行った。

１－１
１－２

68 無償1998
サー・ジェイジェイ病院及び
カマ・アンド・アルブレス母
子病院医療機材整備計画

インド

地域住民への家族計画の直接的な広報普及活動のため、広報
車の配備されていない農村地域へ車両の購入を行った。

１－３69 無償1992家族計画普及活動強化計画

インドネシア

他機関が協力していない３県17郡を対象とされたマラリア対
策計画に基づき、蚊帳、簡易診断セット、抗マラリア剤、検
査薬、啓蒙用視聴覚機材などの購入に対する支援を行った。

１－２71 無償1998
マラリア対策計画
（子供の健康無償）

ラオス

経済危機の影響で自立的に家族計画を実行できない夫婦に対
し、経口避妊薬の無料配布を実施。

１－３70 無償2000家族計画プログラム

政府はWHOとの連携のもと、結核病の抑制を目的として
DOTSを用いており、さらなる抑制に向け、医療機材（顕微鏡）
および抗結核薬の購入を支援した。

１－２66 無償2000
貧困地域結核抑制計画
（子供の福祉無償）

重慶市の母子保健を総合的に向上させるため、各医療施設の
レベル（重慶医科大学附属児童病院、重慶市婦幼保健院、32
の区・県婦幼保健院）に応じた診療、教育機能を充実させる
ために必要な機材（小児用電子内視鏡、新生児モニターなど）
を供与した。

１－１
１－２

67 無償2001
重慶母子保健医療機材
改善計画

国立母子保健センターは建設後30年以上経過しており、病院
機能としては劣悪なため、移転新築に伴う関連機材の調達・
整備を実施した。

１－１
１－２

64 無償1998母子保健サービス改善計画

助産、臨床実習、母子保健サービスに支障をきたしているため、
当研修所の改善・建設および機材の購入に対する支援を行った。

１－１
１－２

58 無償1998
母子保健研修所改善計画
（Ｂ国債）

助産、臨床実習、母子保健サービスに支障をきたしているため、
当研修所の改善・建設および機材の購入に対する支援を行った。

１－１
１－２

59 無償1999
母子保健研修所改善計画
（2/3期）

助産、臨床実習、母子保健サービスに支障をきたしているため、
当研修所の改善・建設および機材の購入に対する支援を行った。

１－１
１－２

60 無償2000
母子保健研修所改善計画
（国債3/3期）

バングラデシュでは、妊産婦の死亡率・疾病率が近隣諸国に
比較して高い状況にある。郡保健所の整備を通じて緊急産科
サービスを向上させるため医療機材の購入支援を行った。

１－１
１－２

61 無償2001
緊急産科ケアサービス
強化計画

母子への医療サービス改善を目的として、女性医療従事者の
教育訓練および養成を計画した。計画実施のため、母子保健
センターの建設および医療機材の購入支援を行った。

１－１
１－２

72 無償1996
母子保健センター建設計画
（1/2期）

パキスタン

母子への医療サービス改善を目的として、女性医療従事者の
教育訓練および養成を計画した。計画実施のため、母子保健
センターの建設および医療機材の購入支援を行った。

１－１
１－２

73 無償1997
母子保健センター建設計画
（2/2期）

パキスタンでは特に新生児破傷風の発生数が多く、そのため
発生率が特に高い地域を対象として、新生児破傷風予防接種
のため、ワクチン、注射器、コールドチェーン機材などの購
入を行った。

１－２74 無償1999
新生児破傷風予防接種
拡大計画（2/3期分）

既存のコールドチェーン機材が老朽化しており、全国222カ所
の医療施設へ、コールドチェーンなどの機材整備を支援した。

１－１
１－２

75 無償1999母子保健サービス強化計画
パプア
ニューギニア

第３行政地区全体における保健サービス向上の一環として、
家族計画、母子保健の向上・促進を強化するために、老朽化
した母子保健センター、地域保健所、村落保健所の整備を行
い、必要な資機材を提供した。

１－１
１－２

76 無償1999
地域保健施設改善・機材
整備計画

フィリピン
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付録１．主な協力事例（リプロダクティブヘルス）

No. 特　　　徴中間目標形　態期　間案　件　名国　名
国内で増加するHIV/エイズ感染者数を減少させるため、特に
感染率の高いホーチミンと周辺の省を対象として、血液検査、
血液スクリーニング体制および啓蒙活動の強化、採血用車両、
視聴覚教材、コンドームの提供などについて支援を行った。

１－３77 無償2000エイズ防止計画

ベトナム

既存病院の小児科、産婦人科を統合し、規模を拡大した母子
保健専門の新病院における、医療機材の調達支援を行った。

１－１
１－２

81 無償1998
ラパス母子保健病院医療
機材供与計画（詳細設計）

ボリビア

1998年のハリケーン・ミッチの被害により、食料不足と乳幼
児死亡が増加した。全国の第一次医療施設に対する抗生物質
などの必須医薬品の調達を実施した。

１－２86 無償1999乳幼児疾病対策計画エルサルバドル

高い乳児死亡率を示している子どもの健康状況を改善するた
めに、医薬品（ワクチンなど）、医療機材（コールドチェーン
機材）などの供与を行った。

１－２87 無償1997子供の健康無償

ハイチ

ハリケーン・ミッチの災害による子どもの医療・栄養状態の
悪化を受けて、９県13病院および510の診療所を対象に、必須
医薬品、ソーラー冷蔵庫などの購入支援を行った。

１－２89 無償1999子どもの疾病対策計画ホンジュラス

ハリケーンで生活基盤が破壊された結果、乳幼児死亡率が上
昇する状況にあり、基礎医薬品やワクチンなどの購入に対す
る支援を行った。

１－２90 無償1999
児童保健強化計画
（子供の健康無償）

ニカラグア
ハリケーンで生活基盤が破壊された結果、乳幼児死亡率が上
昇する状況にあり、基礎医薬品やワクチンなどの購入に対す
る支援を行った。

１－２91 無償2000第２次児童保健強化計画

児童の主要死亡原因である感染症のワクチン接種率向上のた
め、ワクチン、注射器およびコールドチェーン機材などの調
達を支援した。

１－２88 無償1999第２次児童保健維持計画

既存病院の小児科、産婦人科を統合し、規模を拡大した母子
保健専門の新病院における、医療機材の調達支援を行った。

１－１
１－２

82 無償1999
ラパス母子保健病院医療
機材供与計画（国債1/3期）

既存病院の小児科、産婦人科を統合し、規模を拡大した母子
保健専門の新病院における、医療機材の調達支援を行った。

１－１
１－３

83 無償2000
ラパス母子保健病院医療
機材供与計画（国債2/3期）

既存病院の小児科、産婦人科を統合し、規模を拡大した母子
保健専門の新病院における、医療機材の調達支援を行った。

１－１
１－４

84 無償2001
ラパス母子保健病院医療
機材供与計画（国債3/3期）

コチャバンバ市の母子医療システムを強化するべく、ヘルマ
ンウルキジ病院の建て替えおよび３保健所の改築および新設
を含む「コチャバンバ母子医療システム強化計画」を策定し、
この計画を実施するための資金を支援した。

１－１
１－５

85 無償2001
コチャバンバ母子医療
システム強化計画

政府は定期予防接種における麻疹の２回接種制を2004年から
段階的に導入する。このため、北部地方を対象としたワクチ
ン、注射器、焼却炉などの資機材を提供した。

１－２78 無償2000
麻疹制圧キャンペーン
（子供の福祉無償）

北部26省の地域を対象に麻疹一斉予防接種キャンペーンの実
施に必要な、麻疹ワクチン、注射針、セーフティボックス、
簡易焼却炉などを供与した。

１－２79 無償2001麻疹抑制計画

南部地域を対象に麻疹一斉予防接種キャンペーンの実施に必
要な、麻疹ワクチン、注射針などの供与を行った。

１－２80 無償2002麻疹抑制計画

政府は母子保健サービスの強化を優先課題のひとつとしてい
る。小児科、産科および婦人科を統合した母子センターの建
設および基礎的医療機材の調達支援を行った。

１－１
１－２

92 無償1999
アスンシオン大学病院
日本・パラグアイ友好母子セ
ンター整備計画（詳細設計）

パラグアイ

アスンシオン大学病院は同国の医療サービスに極めて重要な
役割を有しており、小児科、産科および婦人科を統合した母
子センターの建設および同センターなどで使用される医療機
材の購入を行った。

１－１
１－２

93 無償1997
アスンシオン大学病院
日本・パラグアイ友好母子
センター整備計画（A国債）

アスンシオン大学病院は同国の医療サービスに極めて重要な
役割を有しており、小児科、産科および婦人科を統合した母
子センターの建設および同センターなどで使用される医療機
材の購入を行った。

１－１
１－２

94 無償1998
アスンシオン大学病院
日本・パラグアイ友好母子
センター整備計画（1/2期）

アスンシオン大学病院は同国の医療サービスに極めて重要な
役割を有しており、小児科、産科および婦人科を統合した母
子センターの建設および同センターなどで使用される医療機
材の購入を行った。

１－１
１－２

95 無償1999
アスンシオン大学病院
日本・パラグアイ友好母子
センター整備計画（2/2期）
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開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

３．開発福祉支援・開発パートナー事業（1997～2004）

No. 特　　　徴中間目標形　態期　間案　件　名国　名
母子保健医療分野における代表的な公的医療施設である首都
バクー市内の第２小児科病院および第５産婦人科病院の状況
改善に必要な医療機材整備を実施した。

１－１
１－２
２－２

96 無償1998母子病院医療機材整備計画アゼルバイジャン

ティラナ大学付属マザーテレサ小児科病院の機材を更新およ
び拡充することを目的とし、これまで対処不能であった疾病
に対する診断・治療がより的確かつ迅速に対処可能となる。

１－２97 無償2000
ティラナ大学付属小児科
病棟医療機材整備計画

アルバニア

首都および地方の母子保健施設に基礎的な母子保健機材を供
与。

１－１
１－２

98 無償2000母子病院医療機材整備計画アルメニア

ビシュケク市内の救急センターや５カ所の病院の救急医療サ
ービスを向上させるための機材整備を行った。

２－１99 無償1998緊急医療改善計画

キルギス

首都キシニョフ市内の第１病院（旧母子センター）、第２病院
（旧国立小児病院）への医療機材の整備に対する支援を行った。

１－１
１－２

102 無償1998母子病院医療機材整備計画モルドバ

１歳未満の新生児死亡率が大幅に増加しており、オフマディ
ット小児専門病院に対する各種医療機材の供与を行った。

１－２103 無償2000
オフマディット小児病院
医療機材整備計画

ウクライナ

ほとんどの医療機材は旧ソ連時代の機材をいまだ使用してお
り、老朽化が著しいため、５カ州の中核病院の産科、小児科
へ医療機材の整備を実施した。

１－１
１－２

104 無償1997
中部地域母子保健病院医療
機材整備計画

ウズベキスタン

プロジェクト対象地域における乳幼児および妊産婦の死亡率
低下、地域住民の保健状況の改善。

１－１
１－２

106 開福祉
1998.03 ～
2001.03

家族計画、栄養改善、
寄生虫予防総合

ガーナ

ピア・カウンセリングなど青少年に関する啓発普及などを通
じた健康状態改善、望まない妊娠の削減、性感染症の予防お
よび感染率の低下。

１－３
１－４

107 開福祉1999
ダルエスサラーム郊外にお
ける青少年のためのリプロ
ダクティブ・ヘルスと教訓

タンザニア

蔓延するHIV/エイズの感染率の減少を目標に、ハイリスク・
グループであるトラック運転手や性産業従事者を対象として、
主に３カ所の国境地帯において、対象者への啓蒙活動、コン
ドームの配布や、これらの活動に従事するピア・エデュケー
ターやフィールド・スタッフなどの人材育成を行った。

１－４108 開福祉
2000.02 ～
2003.01

HIVハイリスクグループ
啓蒙活動

ザンビア

安全な性交渉に関して、青少年同士の啓発活動に関して計画、
実施などを促進し、STI/HIV感染率の減少を目標。

１－４109 開福祉1999
青少年のための
リプロダクティブヘルス

ジンバブエ

HIV/エイズ感染のリスクにさらされている青年層自身による
啓発活動により、意識向上、性的行動パターンの変化を目指
すとともに、青少年がアクセスしやすいリプロダクティブヘ
ルス・ケアを強化、改善を目的に、青少年、婦人グループに
よる啓発活動や人材育成を行った。

１－４110 開福祉
2000.03 ～
2003.02

ザンベジ河流域における青
少年のためのリプロダクテ
ィブヘルス・ケア

ジンバブエ

地域住民を巻き込んだ家族計画および母子保健に関する活動。
トレーニングセンターの建設、住民啓蒙活動、ボランティア
の育成。

４－２111 開福祉
1998.03 ～
2001.03

地域住民参加型家族計画

バングラデシュ

ソ連崩壊に伴い、ワクチン調達量が落ち込みつつある。供給
システムの強化を目的としたワクチンおよびコールドチェー
ン機材の購入を行った。

１－２105 無償2000小児用ワクチン供給計画

首都ビシュケクおよび地方３県の母子保健医療水準の向上す
ることを目的とした、「産科婦人科病院医療機材整備計画」を
策定し、この計画の実施に必要な医療機材などの購入のため
の資金を支援した。

２－１100 無償1999産科病院医療機材改善計画

首都ビシュケクおよび地方３県の母子保健医療水準の向上す
ることを目的とした、「産科婦人科病院医療機材整備計画」を
策定し、この計画の実施に必要な医療機材などの購入のため
の資金を支援した。

２－１101 無償2002産科病院医療機材整備計画

フェーズIでの活動を継続・強化し、本件では政府保健要員養
成、トレーニングされた女性の地域活動推進への支援を行う。

４－２112 開福祉
2001.12 ～
2004.12

地域住民参加型家族計画
フェーズⅡ

NGO、女性問題省、JICA専門家の協力関係を強化し、女性の
健康・雇用促進に的を絞り、多面的な貧困解消手段の展示を
目的としている。

３－４113 開福祉
1998.12 ～
2001.03

女性のための
リプロダクティブ・ヘルス

カンボジア

メッティーラ地区において、プライマリーヘルスケア、医療
施設の拡充により、母子保健を向上せしめ、妊産婦・乳幼児
死亡率を低下させる。

１－１
１－２

114 開福祉
1999.01 ～
2001.03

メッティーラ母子保健
プロジェクト

ミャンマー
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付録１．主な協力事例（リプロダクティブヘルス）

４．開発調査（1995～2004）

No. 特　　　徴中間目標形　態期　間案　件　名国　名

レファラルシステム構築、予防教育プログラムなど、公的・
NGOクリニックの機能強化を中心とした連携・支援活動。

１－１
１－２
１－４

115 開福祉
1998.12 ～
1999.03

エイズ・性感染症・
母子保健対策NGO支援
プロジェクトフィリピン

状況を調査し、子どもたちに性についての助言を行い、必要
に応じて統合的なケア・治療への誘導を行う。

１－２
１－３

117 開福祉
2000.12 ～
2003.12

ストリートチルドレンのた
めの性の健康プロジェクト

メキシコ

ナルシンデ県、フェニ県を対象として、多目的女性センター
を改修した上で農村女性の能力強化と地位向上を図るととも
に、リプロダクティブヘルスの基礎パッケージの提供を行う
ことで、農村女性の健康を増進させる。

１－１
１－２
１－３
３－４

118 開パ
2001.03 ～
2004.03

リプロダクティブヘルス
地域展開プロジェクト

バングラデシュ

ミャンマー中央部に位置するメッティーラ、ニャンウー、パ
コック各市において、地域小児医療機関の整備、緊急時の患
者搬送体制の確立、飲料水確保などに関わる活動も含めた複
合的な地域開発事業が実施されている。

１－１
１－２

119 開パ
2002.07 ～
2005.03

母と子どものプライマリー
ヘルスケア

ミャンマー

エイズ感染者の多い北部のパヤオ県を中心とした４県70村を
対象として、「エイズ予防・地域ケアネットワーク」プロジェ
クトとの連携を図りつつ、コミュニティレベルでのエイズ感
染者ケアなどの活動を行い、HIV/エイズに対する母子保健シ
ステムの創設を図った。

１－４120 開福祉
1998.11 ～
2001.03

北部タイ・コミュニティ組
織を通じたエイズ予防と
ケア

タイ

ケニア西部地域を主な対象地域として地域保健医療体制の強
化を目的とした基本戦略を策定するとともに、優先プログラ
ムを策定。

４－２121 開調
1997.09 ～
1998.11

地域保健医療システム強化
計画調査

ケニア

乳幼児死亡率および妊産婦死亡率が高い同国において、プラ
イマリーヘルスケアを通じた保健医療サービスへのアクセス
改善を目的とし、マスタープランを策定した。

１－１
１－２
４－２

123 開調
1998.06 ～
2000.01

プライマリーヘルスケア
強化計画調査

マラウイ

人口問題が深刻なインドにおいて、妊産婦死亡率が高い地域
を対象として保健サービスの改善を図るために女性の保健、
栄養、衛生、教育、労働環境などの現状を分析し、既存の政
府プログラムをレビューし、対象地域におけるマスタープラ
ンを策定。

１－１124 開調
2000.11 ～
2002.03

リプロダクティブヘルス
支援計画調査

インド

ラオスでは、マラリア、呼吸器系疾患、下痢などの感染症の
疾病発生率が高く、慢性的な栄養失調が報告されている。状
況改善のため、全国の医療・保健サービスに関わるマスター
プランを策定した。

４－１125 開調
2001.04 ～
2002.08

保健・医療サービス改善
計画調査

ラオス

医療セクターの財政不足、レファラルシステムの不備により、
地域格差や疾病構造の変化に対応できなくなっている。本調査
では国家保健医療制度改革のマスタープランの策定を行った。

４－１126 開調
2002.03 ～
2003.08

保健医療制度改善計画スリランカ

ベニ県においては感染症による乳幼児死亡率や妊産婦死亡率が
全国平均を上回り、既存医療機関の機能強化やレファラルシス
テムの構築などが大きな課題となっている。そのためベニ県に
おける地域保健医療システムの強化に関するマスタープラン策
定を目的として本調査が行われた。

１－１
１－２
４－２

127 開調
2001.04 ～
2002.03

ベニ県地域保健医療
システム強化計画

ボリビア

同調査は2000年および2010年を目標達成年とし、複数の戦略
と計画を統合したマスターヘルスプランおよびモデルマスター
プログラムを策定した。

４－２128 開調
1995.01 ～
1996.07

全国保健医療総合改善
計画調査

ホンジュラス

独立後の市場経済化の流れに合致した保健医療システムの構築
が課題となっている。同国の「保健改革国家プログラム」の進
捗と整合性を図りつつ、保健医療財源強化、医療リソース配分
改善、地方公衆衛生改善を軸とした調査を行う。

４－１129 開調
2002.10 ～
2003.12

保健医療システム改善
計画調査

ウズベキスタン

ケニア全土を対象に250以上の主要医療機関の献血、スクリー
ニング、輸血の実情を調査。今後の感染症対策と政策立案の
ための基礎データを作成。

１－４122 開調
2001.09 ～
2001.12

輸血血液供給計画調査

リプロダクティブヘルスに関するNGOの強化、IEC活動、ネ
ットワーク形成、および政府機関との調整など。

１－３
４－２

116 開福祉
1999.02 ～
1999.03

包括的リプロダクティブ・
ヘルス促進
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開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

５．研修事業（1998～2004）

No. 特　　　徴中間目標形　態期　間案　件　名国　名

アジア・太平洋・アフリカ諸国の研修員に対し、①家族計画
およびリプロダクティブヘルスプログラムにおけるメディア
の役割に関わる知識を向上する機会を提唱する。②デスクト
ップ・パブリッシングおよびデスクトップ・プレゼンテーシ
ョン技法に関する基本的な技術を習得する。

４－２130 第三研1998 ～ 2002
家族計画における
メディアの役割

インドネシア

カンボジア、ミャンマーの公衆衛生に携わる職員が、マラリ
アおよびHIV/エイズに関する知識、能力および国境地域での
サーベイランス実行能力を向上させる。

４－２132 第三研2002 ～ 2004感染症対策

タイ/マヒドン大学人口社会調査研究所の要請に基づき、周辺
諸国およびアフリカ諸国の人口・リプロダクティブヘルスに
関する知識、リサーチ技術、自国の当該分野の計画/政策に技
能を活用させることのできる能力を習得させることを目的と
している。

４－１
４－２

131 第三研1999 ～ 2003
人口・リプロダクティブ
ヘルス

タイ

アラブ・アフリカ諸国における人口家族教育にかかる普及
者・指導者に対して研修を実施し、IECプログラムの能力向上
を図る。

１－３133 第三研2000 ～ 2004
リプロダクティブヘルス分
野における視聴覚コミュニ
ケーション

チュニジア

母子保健・家族計画についての教育・広報活動の技術を習得
し、研修対象国において大衆の保健知識向上を図る。

１－１
１－２
１－３

134 第三研1998 ～ 2002
母子保健における視聴覚教
材によるコミュニケーショ
ン

トルコ

メキシコで実施されたプロ技「家族計画・母子保健」の成果
を中南米・カリブ諸国に広げることを目的として、リプロダ
クティブヘルスプログラムの策定や活動を推進するためのア
クションプランを立案する。

１－１
１－２
１－３

135 第三研1999 ～ 2003リプロダクティブヘルスメキシコ

思春期のリプロダクティブヘルスの分野における人材育成強
化を図ることを目的として、プログラム案の作成、ネットワ
ーク作り、教材の開発や使用の促進を実施。

１－３136 集団1999 ～ 2003
思春期リプロダクティブ
ヘルス・セミナー

全世界

日本の戦後の住民参加の経験、およびジョイセフの経験に基
づき、地域に根ざした持続可能なリプロダクティブヘルス活
動のアプローチならびに研修員間の経験交流をもとに、計画
立案を行う。

４－１
４－２

137 集団2001 ～ 2003
リプロダクティブヘルス指
導者セミナー：地域に根ざ
したNGOの能力強化

自国の乳児死亡率改善政策の運営見直しに必要な技能の習得、
IMRおよびMMR改善を阻害する要因の分析能力の習得、母子
保健全般に関わる技術の習得。

１－１
１－２

138 集団2001 ～ 2005母子保健指標改善対策Ⅱ

６．特別機材供与（1997～2002）

保育器、超音波診断装置、車両など１－１、１－２139 母と子どものための健康対策特別機材2001
カーボヴェルデ

医薬品、出産介助器具、RPRキットほか１－１～３141 人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）1999
エチオピア

マイクロ・プレートリーダー、マイクロ・プレート洗浄機、
エイズ検査試薬

１－４143 エイズ対策・血液検査特別機材1997
ガーナ

PCR試薬、HIV抗原、UVサンプル撮影装置ほか１－４145 エイズ対策・血液検査特別機材1997

ケニア

エイズ検査キット、在宅ケアキットなど１－４149 エイズ対策・血液検査特別機材2002レソト

血液バック、冷蔵庫、マイクロピペットなど１－４150 エイズ対策・血液検査特別機材2001
マラウイ

未熟児閉鎖式保育器、吸引機、胎児超音波ディテクターほか１－１～３152 人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）1998
モロッコ

ディープフリーザー、発電機など１－４154 エイズ対策・血液検査特別機材2001ナイジェリア

胎児超音波ディテクター、ヘモグロビン測定器、分娩台ほか１－１～３153 人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）1999

肝炎検査キットなど１－４151 エイズ対策・血液検査特別機材2002

ウイルス負荷量分析器、低圧クロマトグラフ、分光光度計ほか１－４146 エイズ対策・血液検査特別機材1998

薬品（エドブジン）、PCR試薬、ピペットチップほか１－４147 エイズ対策・血液検査特別機材1998

卓上型微量遠心分離機、恒温水槽など１－４148 エイズ対策・血液検査特別機材2002

HIV－１核酸増幅定量精密検査キットなど１－４144 エイズ対策・血液検査特別機材2002

アモキシシリン、クロキサリン、アンピシリンなど１－１～３142 人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）2001

保育器、新生児処置台、救急用蘇生器キットなど１－１、１－２140 母と子どものための健康対策特別機材2002

No. 国　名 期　間 形　態 中間目標 主な機材名
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避妊薬、ヘルスポスト用機材、テレビ、ビデオ、ラジカセほか

UNICEF母子保健キット、医療センター用機材、ヘルスポスト用機材、産婦人科向け医療機材、避妊薬、IEC機材

医療ポスト用機材一式、医療センター用医療機材一式、母子保健用キット

ヘルスポスト用機材一式、避妊具など

血圧計、聴診器、産科用診察台、分娩台など

１－３

１－１～３

１－１～３

１－１～３

１－１～３

155

156

157

158

159

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

2001

1999

2000

2001

2002

セネガル

車両、コンピュータ、液晶プロジェクターなど１－４160 エイズ対策・血液検査特別機材2001南アフリカ共和国

HIV検査キット、研究室用機材、情報処理機材

分娩台、避妊具、抗生物質、殺虫剤、活動着ほか

HIV検査キット、マイクロプレート洗浄器、ELISAリーダーほか

分娩台、滅菌器、抗生物質、簡易妊娠検査キット、活動着ほか

無線機、分娩台ほか

HIV検査キット、梅毒検査キットほか

HIV抗体検査試薬、梅毒検査用試薬など

診察用ベッド、滅菌器など

成人用エアウェイ、新生児用エアウェイ、鼻用吸引機、トランシーバー一式、ソーラーバッテリー、分娩台など

HIV抗体試薬、HIV迅速診断用キット、採血管、採血針など

無線機、トランシーバーなど

HIV抗体試薬など

１－４

１－１～３

１－４

１－１～３

１－１、１－２

１－４

１－４

１－１～３

１－１、１－２

１－４

１－１、１－２

１－４

161

162

163

164

165

166

167

168

169

170

171

172

エイズ対策・血液検査特別機材

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

エイズ対策・血液検査特別機材

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

母と子どものための健康対策特別機材

エイズ対策・血液検査特別機材

エイズ対策・血液検査特別機材

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

母と子どものための健康対策特別機材

エイズ対策・血液検査特別機材

母と子供のための健康対策特別機材

エイズ対策・血液検査特別機材

1997

1998

1998

1999

1999

1999

2000

2001

2001

2001

2002

2002

タンザニア

性感染症治療薬、出産前検診用品、分娩時ケア用品など

IECマテリアル（フライヤー、ブックレット、パンフレット、妊産婦ブックなど）

HIV迅速診断用キット、HIV-1 P24測定用キットなど

HIV簡易迅速検査キットなど

１－１～３

１－１～３

１－４

１－４

173

174

175

176

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

エイズ対策・血液検査特別機材

エイズ対策・血液検査特別機材

2000

2001

2001

2002

ザンビア

人口教育用教材ビデオ製作用機材（エディター、VTR関連機材ほか）

超音波診断装置

１－１～３

１－１～３

177

178

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

2000

2001
エジプト

OHP、人体模型

超音波診断装置、オーバーヘッドプロジェクター、人体模型

OHP、OHP用スクリーン/スタンド/ランプ、ビデオデッキ、プロジェクションタイプテレビ、パソコンほか

家族計画教育用教材、コンピュータ、OHPなど

１－１～３

１－１～３

１－１～３

１－１～３

179

180

181

182

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

1998

1999

2000

2001

トルコ

助産師用医療器具、保健師訪問用母子保健キットほか１－１～３183 人口・家族計画特別機材（フロントライン）1998バングラデシュ

医薬品(抗生物質）、経口補水塩、HIV検査用機器類、車両、HIV検査キットほか

ペニシリン系抗生物質

低用量経口避妊薬、パラセタモール、メベンザゾールなど

クロキサリン、葉酸、メベンダゾールなど

HIV抗体検査キット、顕微鏡、遠心分離器など

マグネルディスプレイ、卓上高圧蒸気滅菌器など

メベンダゾール錠剤、経口補液用塩など

１－１、１－２、１－４

１－１、１－２

１－１～３

１－１、１－２

１－４

１－１～３

１－１、１－２

184

185

186

187

188

189

190

母と子どものための健康対策特別機材

母と子どものための健康対策特別機材

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

母と子どものための健康対策特別機材

エイズ対策・血液検査特別機材

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

母と子どものための健康対策特別機材

1999

2000

2001

2001

2001

2002

2002

カンボジア

落射蛍光顕微鏡、超純水製造システムなど１－４191 医療特別機材（エイズ対策）2001中華人民共和国

超音波診断装置、液体窒素タンク、超低温冷蔵庫ほか１－１192 医療特別機材（産婦人科機材）1998クック諸島

出産介助用品セット

DAI（出産）キット

１－１～３

１－１～３

193

194

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

1998

1999
インド

母子健康手帳、母乳普及ガイドブックほか

母子健康手帳、新生児ケアガイドブック、母乳普及ガイドブックほか

受変電設備、ポリオ検査分析計、凍結乾燥機用冷凍機ほか

母子手帳、地域保健ボランティア用母子保健ガイドブックなど

母子手帳、地域保健ボランティア用母子保健ガイドブックなど

母子手帳、母子手帳ガイドブックなど

１－１～３

１－１～３

１－２

１－１～３

１－１～３

１－１～３

195

196

197

198

199

200

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

アフターケア機材（生ワクチン製造基盤技術）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

1998

1999

1999

2000

2001

2002

インドネシア

No. 国　名 期　間 形　態 中間目標 主な機材名
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開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

保育器、婦人科検診用機材、胎児心音聴診器/ドップラーほか

患者診察検査用器具、緊急治療器具、母子保健器具セットほか

母子保健キット、保育器、ミニバス、トラック、滅菌器、試薬（血球数計測用、脂質、電解質検査用）ほか

患者診察、処置用機器、検査器具、臨床検査消耗品など

患者観察、処置用機器、検査薬一般、リネン用品など

尿検査キット、分娩台、オートクレープなど

冷凍庫、遠心分離器、シェーカーなど

担架、ベッド、マットレス、車椅子など

超音波診断装置用ゲルなど

１－１～３

１－１～３

１－１、１－２

１－１～３

１－１～３

１－１～３

１－４

１－１～３

１－１～３

201

202

203

204

205

206

207

208

209

人口・家族計画特別機材（フロントライン）

人口・家族計画特別機材（フロントライン）

母と子供のための健康対策特別機材

人口・家族計画特別機材（フロントライン）

人口・家族計画特別機材（フロントライン）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

エイズ対策・血液検査特別機材

人口・家族計画特別機材（フロントライン）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

1998

1999

1999

2000

2001

2001

2001

2002

2002

ラオス

エイズ検査キットなど１－１、１－２210 エイズ対策・血液検査特別機材2002マレーシア

薬品（エドブジン）、PCR試薬、ピペットチップほか

蚊帳、マラリア治療薬、血液検査薬など

医薬品、助産師キット、出産介助キット、低用量経口避妊薬、パラセタモール、メベンザゾールなど

HIV抗体検査薬、注射器、採血用チューブなど

経口避妊薬、生殖器系感染症用治療薬、ランキン型蒸留装置、食品着色料検査用対象試液など

クロロキン錠剤、メフロキン錠剤、簡易マラリア検査キットなど

HIV/エイズ検査対策、ADシリンジ、HIVウイルス迅速検査キットなど

１－４

１－１、１－２

１－１～３

１－４

１－１～３

１－１、１－２

１－４

211

212

213

214

215

216

217

母と子どものための健康対策特別機材

母と子どものための健康対策特別機材

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

エイズ対策・血液検査特別機材

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

母と子どものための健康対策特別機材

エイズ対策・血液検査特別機材

1999

2000

2001

2001

2002

2002

2002

ミャンマー.

ELISAリーダー、マイクロプレート洗浄装置、HIV/PA検査キットほか

乳児体重計

コンドーム、経口避妊薬

１－４

１－２

１－３

218

219

220

エイズ対策・血液検査特別機材

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

1997

1999

2000

パキスタン

HIV検査キット、HIV検査用機器類、抗生物質、車両ほか

HIV検査用機器類、抗生物質、車両、HIV検査キットほか

検診分娩介助用機器材、基礎的医薬品各種、オートクレープ、体重計、顕微鏡、注射針ほか

顕微鏡、診察台、産婆用分娩キット、滅菌器

診察台、子宮内器具挿入キット、保健ボランティア用キット

基礎医薬品、検査薬、診察治療用器具

顕微鏡、包交車、ケロシン滅菌器など

検査・記録集計用機材、検査用試薬など

診察・治療器具、保健指導用機材など

１－４

１－４

１－１～３

１－１～３

１－１～３

１－１～３

１－１～３

１－４

１－１～３

221

222

223

224

225

226

227

228

229

医療特別機材（エイズ対策）

エイズ対策・血液検査特別機材

人口・家族計画特別機材（フロントライン）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（フロントライン）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

エイズ対策・血液検査特別機材

人口・家族計画特別機材（フロントライン）

1997

1998

1999

1999

2000

2001

2001

2001

2002

フィリピン

避妊具、鉄剤、ビタミンCほか

鉄剤、子宮内避妊器具、葉酸、アスコルビン酸、コンドーム

避妊器具（コンドーム）、骨盤模型、コピー機、鉄剤、葉酸など

自動成分採血装置、アフェレーシスキットなど

コピー機、避妊具（コンドーム）など

１－１～３

１－１～３

１－１～３

１－４

１－１～３

230

231

232

233

234

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

エイズ対策・血液検査特別機材

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

1999

2000

2001

2001

2002

スリランカ

超低温冷凍機、液体窒素冷凍セット、血液検査機材など１－１～３235 エイズ対策・血液検査特別機材2002タイ

マグネルセット、マグネルエプロン、教育教材

コンドーム、マグネルセット、マグネルエプロン、教育教材

コンドーム

避妊具挿入/除去キット、回診用ワゴン、滅菌器など

１－４

１－３

１－３

１－１～３

236

237

238

239

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

1998

1999

2000

2001

ベトナム

検査用機材、検査試薬１－４240 エイズ対策・血液検査特別機材1997ブラジル

診療キット、手術用器具、カラーテレビ、OHP、ビデオソフトほか

子宮頸がん診断用機材、TBAキット、視聴覚教育用機材ほか

携帯用医療バックセット（バック＋医療器具）、OHP、超音波診断装置、血圧計、産科用処理具、ドキシンサイクリンなど

HIV/エイズ検査キット、安全キャビネット、サーマルサイクラー、遠心分離器など

サーマルサイグラーなど

１－１～３

２－１

１－１～３

１－４

１－４

241

242

243

244

245

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

エイズ対策・血液検査特別機材

エイズ対策・血液検査特別機材

1998

1999

2001

2001

2002

メキシコ

No. 国　名 期　間 形　態 中間目標 主な機材名
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付録１．主な協力事例（リプロダクティブヘルス）

１．青年海外協力隊（JOCV）（1960～2002）

蘇生機、手術用照明灯、携帯胎児用ドップラー、視聴覚教材

診療キット、手術用器具、カラーテレビ、OHP、ビデオソフトほか

検診・分娩対応関連機材、教育・計画関連機材

胎児ドップラー心音計、成人用蘇生器、脈拍酸素計など

胎児ドップラー心音計、脈拍酸素計など

１－１～３

１－１～３

１－１～３

１－１～３

１－１～３

247

248

249

250

251

医療特別機材（家族計画・母子保健）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

人口・家族計画特別機材（UNFPA連携）

1997

1999

2000

2001

2002

ペルー

電気冷蔵庫、救急医療セット、吸引ポンプなど

パラセタモール液剤、ベンジルペニシリンベンザチン注射剤

１－１、１－２

１－１、１－２

252

253

母と子どものための健康対策特別機材

母と子どものための健康対策特別機材

2001

2002
カザフスタン

鉄剤タブレット

鉄塩錠剤、硫酸第一鉄液剤など

１－１、１－２

１－１、１－２

254

255

母と子どものための健康対策特別機材

母と子どものための健康対策特別機材

2001

2002
ウズベキスタン

血液バック保存用冷蔵庫など１－４246 エイズ対策・血液検査特別機材2002パナマ

No. 国　名 期　間 形　態 中間目標 主な機材名

No. 特　　　徴中間目標形　態職　　種派遣期間国　名

羊毛を加工してタペストリーやテーブルマットなどを生産か
ら販売まで一貫して行っている協同組合において、運営全般
の相談役として活動。同組合は村の婦人たちが集まって組織
されている団体であり、村に現金収入をもたらす数少ない産
業として村を支えた。

３－４256 JOCV村落開発普及員
2000.04～
2002.04

ボツワナ

首都から50km南西部の公立の末端医療機関である診療所にお
いて、配属先診療所の助産師および村落開発普及員隊員、県
内他地域の医療系隊員と協力して、妊婦検診と母子の保健指
導や家族計画などの啓発活動を実施。

１－１
１－２
４－２

257 JOCV助産師
2002.12～
2004.12

ブルキナファソ

ティアサレ市（県庁所在地）近郊の小村で、助産所における
医療サービス（妊婦検診・ワクチン接種・出産介助など）を
ベースに、地域住民に対する保健栄養指導を実施。

１－１
１－２

260 JOCV助産師
1998.07～
2001.07

コートジボワール

村落の病院内助産所における、妊婦検診、乳幼児の栄養指導、
分娩介助等産科医療サービスが中心。地域の小中学校におけ
る性教育など、地域社会での保健衛生についての啓発活動も
実施。

１－１
１－２
１－３

261 JOCV助産師1998.12～
2000.09

病院内助産所での妊婦検診（血圧、体重測定など）、ワクチン
接種、母親への離乳食指導のほか、地域村落の衛生委員とと
もに住民に対し衛生教育を実施。

１－１262 JOCV助産師
1999.04～
2001.03

病院（ベッド20床）内の助産所における産科医療サービス（分
娩介助、妊婦、乳児検診、ワクチン接種など）が活動の中心。

１－１
１－２

263 JOCV助産師
1999.07～
2001.07

医療事務所内の母子保護センターにて、妊娠８カ月までの妊
婦ケアと衛生教育、新生児の検診や予防接種、出産後からお
よそ２年の母子健康管理を実施。また、現地スタッフととも
に近隣の村落を定期的に巡回し、予防接種、保健衛生教育を
実施。

１－１
１－２

264 JOCV助産師
2000.04～
2002.04

地方診療所（電気あり、水道なし）に併設する助産所におけ
る産科サービス（妊婦検診、分娩介助など）をベースに、同
診療所配属の保健婦隊員および現地スタッフと協力して、周
辺地域住民、学童を対象に、ワクチン巡回、公衆衛生指導を
実施。

１－１
１－２

265 JOCV助産師
2000.04～
2002.04

地方農村の助産所を拠点に、助産所に来られない周辺村落の
住民に対して、妊婦検診受診指導をはじめ乳幼児の体重測
定・栄養指導・予防接種等を実施。また、必要時助産所にて、
妊婦検診・乳幼児の予防接種の介助などを実施。

１－１
１－２

266 JOCV助産師
2002.04～
2003.04

エイズ撲滅運動、青少年教育、識字教育など多方面にわたり、
地道な活動を行っているNGOの組織の本部に勤務し、スタッ
フとともに国内13地区の青少年活動の企画を支援。

１－３
３－１

267 JOCV青少年活動
2002.07～
2003.04

首都から340km北西部に位置する地域において、カウンター
パートと協力して、配属先保健所と周辺の村落の巡回活動に
よって、基礎的な衛生教育、妊婦検診、母子の保健指導、家
族計画などの啓発活動を実施。

１－１
１－２
１－３

258 JOCV助産師
2003.04～
2005.04

公立の末端医療機関である診療所において、同市配属の助産
師隊員や県内他地域の看護師隊員と協力して、予防接種率の
向上、母子の保健指導、基礎的な病気予防のための知識の向
上を目指した啓発活動を実施。

１－１
１－２

259 JOCV村落開発普及員
2002.12～
2004.12
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開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

No. 特　　　徴中間目標形　態職　　種派遣期間国　名
地域住民、特に女性に対し学校給食運営への啓発および組織
化を行い、コミュニティの自助努力による給食用食糧生産を
開始。また、この住民活動を機会に、地元住民の自助努力に
よる小学校を中心としたコミュニティ開発活動の推進を支
援。

３－４268 JOCV村落開発普及員
2002.07～
2003.04

地域住民、特に女性に対し学校給食運営への啓発および組織
化を行い、コミュニティの自助努力による給食用食糧生産を
開始する。また、この住民活動を契機にとして、地元住民の
自助努力による小学校を中心としたコミュニティ開発活動の
推進を支援。

３－４269 JOCV村落開発普及員
2002.07～
2003.04

女性の生活向上を目指して隊員が中心となって活動計画を立
案し、実施。

３－１270 JOCV青少年活動
2003.07～
2005.07

配属先団体はガーナ国内のNGOで、主に家族計画の普及を活
動とし、５つの村落でクリニックを運営している。隊員は村
民と生活し、草の根レベルで母子保健、家族計画の普及を実
施。

１－１
１－２
１－３

271 JOCV助産師
1999.04～
2001.04

農業省の県支所に配属され、支所職員と一緒に地域の農家や
女性グループに対して運営指導に関与。対象者に新規事業や
現金獲得手段についてアドバイスを実施。

３－４272 JOCV村落開発普及員
2001.04～
2003.04

生活向上と地域活性化を目的に牡蠣の養殖をメイン活動とし
ている女性グループ（NGO）に配属され、組織の運営改善と
新規活動の模索・実践を支援。

３－４273 JOCV村落開発普及員
2001.07～
2003.07

コートジボワール

ジブチ

ガーナ

ケニア

マダガスカル

クリニックにおける日常診療業務。妊産婦検診などの開設と
計画運営を実施するとともに、地域女性グループの日常活動
への助言指導を実施。

１－１
３－１

274 JOCV保健師
1999.07～
2001.07

MCHコーディネーターとして、院内および巡回診療クリニッ
クの運営に関与。乳幼児・妊婦検診、予防接種、HIV予防教育
グループの指導、育成を支援。

１－１
１－２
１－４

275 JOCV保健師
2001.04～
2003.04

分娩介助、定期健診、ワクチン接種などを行いながら看護助
手（２年制、10人弱）、新人助産師に技術指導を実施。また現地
助産師に同行して周辺村落の未熟児への巡回栄養指導を実施。

１－２
４－２

276 JOCV助産師
2002.12～
2004.12

マラウイ

農業の改良、農民への指導や普及、生活改善などにあたる農
業開発局管轄下の組織で、生活改良普及員として農民の生活
改善を支援。栄養・料理・家政・育児などの面から指導が行
われているが、特に薪かまどの普及を実施。

３－４277 JOCV村落開発普及員
1998.12～
2000.12

ニジェール

セネガル

地域住民への文化活動や、青少年の活動の場である「青年の
家」で女性を対象にした活動が求められている。女性グルー
プを組織し、調理教室や手工芸教室、各種イベントを企画し
実施。

３－１278 JOCV青少年活動
1998.07～
2000.07

各農村を巡回し、住民に対し農業新興のための協力を行う。
村民の自立、生活向上のために現金収入の道を確立させたり、
女性に対する啓発活動を実施。

３－４279 JOCV村落開発普及員
1998.12～
2000.12

市内に点在する施設の運営管理指導を、ソーシャルワーカー
に対して活動手法を教授し、社会的弱者の保護と生活環境改
善を支援。ソーシャルワーカーとともに婦人教室を巡回指導
することが、活動の中心。

３－４280 JOCV村落開発普及員
1999.07～
2001.07

女性を対象に改良かまどの普及活動、女性グループを推奨し
て、保健衛生、生活改善活動を実施。

３－１281 JOCV村落開発普及員
1999.07～
2001.07

コルダ医療センターがカバーする地域の村落において、村の
診療所の運営・巡回妊産婦検診等を中心に、地域の生活改善
および健康増進活動に携わる。

１－１282 JOCV助産師
1999.04～
2001.04

母子健康問題を支援するため、郡内の診療所を巡回し無資格
助産師に対する実地指導をするほか、スタッフとともに村落
部を巡回し、ワクチン接種、乳幼児の体重測定、健康問題の
啓発活動を実施。同地の他の隊員と協力し地域に対する複合
的支援を実施。

１－１
１－２
４－２

283 JOCV助産師
2003.12～
2005.12

貧困をなくし経済力を強化することで、女性の社会的地位改
善を目指して様々な活動を実施している団体。なかでも少女
を対象とした社会教育センターでの歌劇製作上演、ビデオ製
作、林間学校などの企画運営を支援。

３－１284 JOCV青少年活動
1999.12～
2001.12

青少年（特に女子）の健全な育成のため、各種の行事や施設
作りの企画・運営・実施に協力。また、グループリーダーの
ための指導用教本の作成や、キャンプなどの参加を通しての
女性の地位向上の啓発を支援。

３－１285 JOCV青少年活動
2000.04～
2002.04



－85－
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No. 特　　　徴中間目標形　態職　　種派遣期間国　名

子どもや女性を対象とした活動（病院等の見学・公共の場の
清掃活動・グループ活動など）を実施。子どもの社会教育や
女性の地位向上を促進させる催しの企画・運営を実施。

３－１286 JOCV青少年活動
2002.04～
2004.04

郡内の女性グループと協力し、グループの活性化を図るため
の小プロジェクトの企画・運営に携わり、農村開発を支援。
具体的には、農業や識字教育、衛生教育活動を実施。

３－１
３－４

287 JOCV村落開発普及員
1999.12～
2001.12

郡内の婦人グループおよび青年グループを対象に、生活向上
および女性の地位向上を目的としたプログラムを企画、推進、
調整を実施。

３－４288 JOCV村落開発普及員
2000.04～
2002.04

当地域は漁港であり、水産資源を利用した現金収入手段の企
画・立案や、住民グループの組織化・活性化の支援などを通
じて、地域住民の生活向上に協力。また、青少年の失業問題
の対策、女性の識字教育など、地域に存在する問題を明確に
し、対応策考案を支援。

３－１
３－４

289 JOCV村落開発普及員
2001.12～
2003.12

当郡にある多数の女性グループが農業や識字教育などの活動
を行っており、その指導者となる人材がいるものの、相互の
つながりが希薄なため、組織自体が不安定である。グループ
活動をまとめ、目標を持たせ、農村開発につながるような活
動を支援。

３－１
３－４

290 JOCV村落開発普及員
2001.12～
2003.12

野菜栽培指導およびその継続性を持たせるべく女性グループ
の組織化を支援。そのほかに、植林や保健衛生などの啓発活
動、収入向上を目的とした技術やアイデアの提供（洋裁、染
色や貸付など）、青少年対象のスポーツ振興なども実施。

３－４291 JOCV村落開発普及員
2003.04～
2005.04

住民の生活上の問題点を把握し、生活向上を支援。具体的に
は女性グループの活性化、現金収入を得られる技術やアイデ
アの提供、基礎的な保健衛生知識の普及、女性の日常労働軽
減を支援。

３－４292 JOCV村落開発普及員
2003.04～
2005.04

配属先と協議しながら、郡内にある村落共同体、村落から活
動地を決定し、①女性グループの支援（運営、活動支援、帳
簿管理など）、②妊婦、子どもの健康管理、衛生指導（一般的
な啓発活動）、③その他、地域住民の生活改善に寄与する活動
を計画、実施。

１－１
１－２
３－４

293 JOCV村落開発普及員
2003.07～
2005.07

各村落共同体・村にある女性グループを対象に配属先の技術
指導員および女性グループ代表と協力して、小規模な野菜栽
培、海産物加工、食品加工、石鹸作りなどの既存の活動の改
善・活性化および現金収入向上のための新規企画・商品化を
実施。

３－４294 JOCV村落開発普及員
2003.12～
2005.12

郡内の住民の衛生向上と医療サービスの充実を支援。乳幼児
死亡減少のためのワクチン接種・マラリア予防啓発活動、妊
婦検診を行い母子保健活動を実施。また、同地に派遣された
野菜・村落開発普及員隊員とともに、村落の生活向上を支援。

１－１
１－２

295 JOCV保健師
2000.04～
2002.04

郡内の村落住民の保健衛生状況向上に協力。具体的には、乳
幼児や妊婦へのワクチン接種・マラリア予防啓発・各種検診
を実施。安全な水の確保や女性の生活向上なども、村落開発
普及員隊員とも連携し実施。

１－１
１－２
３－４

296 JOCV保健師
2000.07～
2002.07

村落共同体にある２つの診療所および近隣の村落を巡回し、
地域保健の向上を目指した基礎的な衛生教育、母子保健、感
染症予防の啓発活動を展開。

１－１
１－２

297 JOCV保健師
2002.04～
2004.04

配属先と協議して郡内の農村を巡回。ワクチン接種・妊婦検
診・乳幼児体重測定から健康状態を把握し、栄養改善などの
保健指導を実施。また、地域のヘルスポストと協力しながら、
住民に対してマラリア・寄生虫などの予防のための健康教育
も実施。

１－１
１－２

298 JOCV保健師
2002.07～
2004.07

配属先と協力して郡内の農村を巡回し、ワクチン接種・妊婦
検診・乳幼児体重測定から健康状態を把握し、栄養改善など
の保健指導を実施。また、地域の診療所と協力しながら、住
民に対し風土病（マラリア・寄生虫など）予防のための健康
教育も実施。

１－１
１－２

299 JOCV保健師
2002.12～
2004.12

セネガル
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開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

No. 特　　　徴中間目標形　態職　　種派遣期間国　名
青少年センターに所属するピア・カウンセラー40人とともに、
ダルエスサラーム市内の貧困層住民を対象として、リプロダ
クティブヘルス啓発普及を目的とした、演劇やグループ討論
会の実施、避妊具配布などの巡回指導を実施。

１－３
３－１

300 JOCV青少年活動
2000.07～
2003.03

南西部のムベヤ市地域開発課にて、現金収入・生活向上を目
的とした地域婦人団体66グループの支援を団体の活性化・組
織化を支援。

３－４301 JOCV村落開発普及員
1999.07～
2001.07

ドドマ市内の30地区農村の地域開発と、住民の生活向上を目
指し、現存する婦人青年開発グループの現金収入獲得のため
の活動をサポートし、運営に対する助言指導などを実施。

３－４302 JOCV村落開発普及員
2000.07～
2002.09

県内農村の生活改善・地域開発を目的とし、職員とともに家
庭の婦人を対象に巡回指導教育を実施。現金収入の増加を狙
い、菜園指導や家内産業の立ち上げなどの助言指導を展開。

３－４303 JOCV村落開発普及員
2000.07～
2000.11

域内の女性青少年グループとともに村おこし的な産業振興の
方向性を調査企画し、実現に向けたサポートや、環境教育ま
で幅広い分野での協力活動を実施。

３－１
３－４

304 JOCV村落開発普及員
2002.07～
2004.07

モング地域農村開発計画で建設された灌漑用地には、200haの
土地に260戸の農家が住んでいる。なかでも女性グループは、
社会的地位も低く発言力も弱いため、ほかの稲作、野菜、農
業土木隊員と協力しつつ、女性の意見を組合の運営に反映さ
せるよう支援。

３－４305 JOCV村落開発普及員
1998.12～
2000.12

モング地域農村開発計画によるグループ派遣隊員の一員とし
て、プロジェクトサイトを中心に現存する女性グループを整
備し、啓発活動に携わり、農民グループの女性メンバーの活
性化と女性委員会の活動の促進を支援。

３－４306 JOCV村落開発普及員
2001.04～
2003.04

病床数約140の県立総合病院で県保健局も併設されている。巡
回介護サービスの内容の企画・調整やマラリア・コレラ・エ
イズなど疾病対策に関する健康教育について企画・計画・実
施を支援。

１－４
３－１

307 JOCV村落開発普及員
2001.07～
2003.07

性産業に従事する女性たちを対象にエイズ防止の啓発活動を
行う組織。地域別で分かれている女性グループに対する支援
（帳簿管理、組織運営、利益のある生産活動）を実施。

１－４308 JOCV村落開発普及員
2003.12～
2005.12

村落部での健康指導、母子衛生指導、公衆衛生指導などにつ
いて地域住民への定着を支援。イスラム文化圏の習慣などを
理解し、地域住民に受け入れられた段階で家庭訪問を実施。

１－１
１－２

309 JOCV保健師
1999.12～
2001.12

国立総合病院1、地域ヘルスセンター12、支部クリニック30を
統轄する保健医療行政組織において、隊員は、管轄する地域
を巡回し、妊産婦・乳幼児検診、家族計画指導、予防接種な
どを行い、村落部における母子保健向上を支援。

１－１
１－２
１－３

310 JOCV助産師
2000.12～
2003.04

首都近郊で、通常の診察業務のほかに予防接種、歯科治療、
母子保健、家族計画などを行っている同センターにおいて、
隊員は、妊婦検診、授乳指導などをとおして、地域住民の保
健衛生、健康教育に関する意識向上に協力。

１－１
１－２
１－３

311 JOCV助産師
2001.12～
2003.12

地域住民の日常生活全般に関するレクチャーの企画・運営へ
参画するとともに、地域住民の健康問題の調査・分析・評価
をもとにした健康教育へのフィードバックを実施。

１－１
１－２
１－３

312 JOCV保健師
2001.07～
2003.07

〈地域活動型〉配属先診療所は、６人の医療スタッフで周辺地
域約４万人の健康を担当しているが、地域の妊産婦は出産ま
で一度も診察を受けることなく、出産も伝統的な方法で行っ
ている。村では妊産婦や乳児を中心とした巡回医療指導を実
施。

１－１
１－２

313 JOCV助産師
1999.07～
2001.07

〈地域活動型〉配属先診療所は周辺地域住民１万5000人の健康
問題を担当しているが、村の妊産婦の約4割は出産まで一度も
診察を受けることなく、出産も伝統的方法で行っている。村
の妊産婦や乳児を中心とした巡回医療指導を実施。

１－１
１－２
３－１

314 JOCV助産師
2000.04～
2002.04

〈地域巡回型〉診療所は人口２万人の山岳部の村の中心にあり、
住民参加型で建設された。患者はラバ・ロバ・徒歩で受診に
来る。山岳部であるために妊婦のほとんどが妊婦検診も受け
ず、出産も１人や伝統的産婆が行うことが多いため、村を巡
回し妊産婦検診などを実施。

１－１315 JOCV助産師
2001.07～
2003.07

配属先診療所は周辺地域住民１万7000人を担当しているが、
同村の妊産婦の多くは出産まで一度も診察を受けることなく、
伝統的な産婆の介助により出産を行っている。同村では妊産
婦や乳幼児を中心とした巡回医療指導が必要とされ、村の巡
回活動を実施。

１－１
１－２

316 JOCV助産師
2002.04～
2003.04

タンザニア

ザンビア

ジンバブエ

エジプト

ヨルダン

モロッコ
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付録１．主な協力事例（リプロダクティブヘルス）

No. 特　　　徴中間目標形　態職　　種派遣期間国　名
40年の歴史を持つローカルNGOであり、衛生教育などの訓練
をとおして正しい家族計画の理念普及活動を行っている。隊
員はスタッフとともに、農村地域の巡回指導や伝統的な産婆
の技術向上訓練を実施。

１－３317 JOCV助産師
1998.12～
1999.06

母子保健計画の実施地域で働く家族計画指導員および村の産
婆らに対して、妊婦管理、安全な出産、適切な避妊について、
村を巡回しながら指導。

１－１
１－２
１－３

318 JOCV助産師
1999.07～
2000.03

当協会は貧困層の女性の自立促進を目指し、各種トレーニン
グ・医療サービス業務・保健衛生教育の啓発活動を行ってい
るNGOである。本部診療所において医師をサポートし、スタ
ッフの意識と技術の向上を目的とした指導を実施。

３－１319 JOCV助産師
1999.07～
2001.07

アロシッカは、NGO局に所属する現地NGOである。首都から
200km離れた農村で、ヘルスワーカーとともに周辺農村で母
子保健の巡回指導を実施。

１－１
１－２

320 JOCV助産師
2002.04～
2004.04

配属先団体は首都から230kmの地方にあるNGOで、隊員は医
師、現地職員と村を巡回指導しながら、伝統的産婆を巻き込
んで妊産婦検診の普及のための活動を実施。また、病院スタ
ッフとして医師、看護師の助産知識と技術の向上のためのア
ドバイスも実施。

１－１
１－２

321 JOCV助産師
2002.04～
2004.07

配属先が行っている青年男女を対象とした自営促進のための
養殖・養鶏・洋裁などのトレーニングに協力。主に女性住民
の動機づけを支援。

３－４322 JOCV村落開発普及員
2000.12～
2002.12

40年の歴史を持つローカルNGOにおいて、衛生教育や様々な
訓練をとおして正しい家族計画の理念普及活動を実施。スタ
ッフとともに、訓練プログラムの立案からクリニックでの健
康診断の補助、農村地域の巡回指導や保健調査を実施。

１－３323 JOCV保健師
1998.12～
2001.08

当国に家族計画の理念を紹介、浸透させる目的で46年にわた
り活動展開しているNGOで、村落を巡回しながら保健衛生教
育を実践。母子保健の知識の普及を支援。

１－３324 JOCV保健師
2001.07～
2003.07

JICA開発福祉支援事業の対象であるプロジェクトに配属され、
村落での母子保健、健康教育、栄養改善に貢献する地域健康普
及員のトレーニングプログラムの見直し、知識および技術の向
上に協力。また、実際に村落を巡回し直接農村女性を指導。

１－１
１－２
３－１

325 JOCV保健師
2001.07～
2004.02

首都から190km離れた農村で、JICA開発パートナー事業を実
施しているNGOに所属し、保健師として活動。農村女性を対
象に母子保健指導、保健衛生教育などを実施。

１－１
１－２

326 JOCV保健師
2003.07～
2005.07

産科・小児科を中心とした配属先専門病院では、患者中心の
「整体看護」を導入することにより、産科の看護師・助産師の
レベルアップを目指している。実践を通じて日本の技術紹介
や提言、総婦長や婦長と連携しての産科看護業務の改善を支
援。

４－２327 JOCV助産師
2002.07～
2004.07

バリ島内で中心的な役割を担っている病院（病床数777床、医
師335人、看護師788人）。同病院の産科病棟において、衛生観
念の意識改革を中心に看護サービスの向上を支援。

１－１
４－２

328 JOCV助産師
1999.12～
2001.12

〈地域巡回型〉98年から開始された「母子手帳国家プログラム」
に基づき、地域住民に対し母子手帳の定着と、普及活動を主
に実施。また、日本での経験を活かして、母子手帳の活用方
法を現地スタッフに指導・助言し、母子保健サービスの向上
を支援。

１－１
１－２

329 JOCV助産師
2001.07～
2003.07

ベッド数293床、医師46人、看護師296人その他事務員など94
人の配属先病院にて、産科病棟の助産師指導を実施。新生児
死亡率が高いため、正しい分娩、衛生観念、新生児管理など
産科病棟における医療サービスの質の向上を目的とした指導
を実施。

１－１
４－２

330 JOCV助産師
2001.07～
2003.07

JICAプロジェクトによる母子手帳の普及が進められているな
か、当県では98年より母子手帳の普及を始めており、その効
果的な活用を指導。

１－１
１－２

331 JOCV助産師
2002.04～
2003.03

〈地域活動型〉98年から開始された「母子手帳国家プログラム」
に基づき、地域住民に対し母子手帳の定着と、普及活動を主
に実施。また日本での経験を活かして母子手帳の活用方法を
現地スタッフに指導・助言し、母子保健サービスの向上を支
援。

１－１
１－２

332 JOCV助産師
2002.12～
2004.12

バングラデシュ

中華人民共和国

インドネシア
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開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

No. 特　　　徴中間目標形　態職　　種派遣期間国　名

県立病院の産婦人科および母子保健科において、妊産婦検診、
分娩介助、異常分娩に対する対応を指導する。また家族計画、
母子保健教育、予防接種拡大計画に対する助言も実施。

１－１
１－２
１－３

333 JOCV助産師
1998.07～
2000.07

県下の母子保健、公衆衛生活動を実施している同センターにお
いて、活動のプランニング、各郡母子保健部門のモニタリング、
業務評価をスタッフとともに実施。また妊婦検診、家族計画、予
防接種などの業務センター周辺を巡回しながら実施。

１－１
１－２
１－３

334 JOCV助産師
1999.04～
2001.04

配属先は都市部に位置する郡病院で、３診療所を有し37村の
住民へ医療サービスを提供している。妊産婦検診、分娩介助、
家族計画、予防接種などの母子保健分野における実務指導、
母子保健教育の計画立案などを職員と協力して実施。

１－１
１－２
１－３

335 JOCV助産師
1999.04～
2001.04

首都近郊の病院およびその管理下にある診療所において、病
院スタッフとともに、妊産婦健診・予防接種・母子保健教育
を実施。また分娩介助などの医療技術指導も実施。

１－１
１－２

336 JOCV助産師
1999.12～
2001.12

妊産婦検診、助産師への分娩介助などの技術指導に加え、患
者と診療所、診療所と郡病院との連携を取りながら、計画的
な健康教育の立案および実施を病院職員と協力して実施。

１－１
４－２

337 JOCV助産師
1999.12～
2001.12

1980年設立の配属先病院は20床、20部門で医師10人を含むス
タッフは97人である。交通の不便な遠隔地の病院で、患者の
管理・看護を適切に行うため、出産に関する指導、妊産婦検
診、乳児栄養指導を実施。

１－１
１－２

338 JOCV助産師
2001.04～
2003.04

首都から８kmに位置する人口8万人を有する郡の病院におい
て、一般看護技術、妊婦検診、保健指導、分娩介護に関する
技術指導を実施。配属先病院はPHCの拠点となるため、ヘル
スワーカーへの衛生教育や予防接種などの巡回も実施。

１－１
１－２

339 JOCV助産師
2002.12～
2004.12

配属先郡病院は、ビエンチャン特別市にある９つの郡病院の
ひとつで、７つの診療所を統括する。プライマリーヘルスケ
ア部門の業務（ワクチン接種、衛生教育、デング・マラリア
調査、妊婦検診など）がより効果的に実施可能なように技術
的なレベルアップを支援。

１－１
１－２

340 JOCV保健師
2001.04～
2003.04

配属先郡病院は、ビエンチャン特別市にある９つの郡病院の
ひとつで、７つの診療所を統括する。プライマリーヘルスケ
ア部門の業務（ワクチン接種、衛生教育、デング・マラリア
調査、妊婦検診など）がより効果的に実施可能なように技術
的なレベルアップを支援。

１－１
１－２

341 JOCV保健師
2001.04～
2003.04

11のクリニック兼相談室を有する配属先支部のスタッフとと
もにフィールドを巡回し、妊産婦検診、乳幼児検診、病人の
診察と薬の処方、家族計画の広報、避妊のためのホルモン注
射、寄生虫予防や母子保健についての勉強会、思春期女性へ
の性教育などを実施。

１－１
１－２
１－３

342 JOCV助産師
1998.07～
2000.12

ラオス

ネパール

草の根無償資金協力で建設された「家族健康センター」で分
娩介助を行い、週３回は郡内15カ所のフィールドを巡回し、
妊婦健診、家族計画指導などを実施。センターにおいては、
その運営・管理、スタッフへの研修指導の立案・開催も実施。

１－１
１－３
４－２

343 JOCV助産師
2000.04～
2002.04

郡内に22あるフィールド事務所のうち、支部に近い５カ所を
毎日１カ所ずつ巡回し、家族計画の広報・指導、母子健診、
一般健康診断、妊産婦・乳幼児検診、避妊薬の処方などを実
施。また、健康教育、リプロダクティブヘルス、フィールド
ワーカーへの研修なども実施。

１－１
１－２
１－３

344 JOCV助産師
2000.04～
2002.04

支部内にあるクリニックにおいて、スタッフとともに、家族
計画指導、妊産婦・乳幼児検診、避妊の指導および避妊薬の
処方、ホルモン注射などを実施。母子保健や家族計画などの
ための勉強会、フィールドへの巡回指導、リプロダクティブ
ヘルス、性教育なども順次実施。

１－１
１－２
１－３

345 JOCV助産師
2000.07～
2002.07

フィールドクリニック巡回が主となり、家族計画指導、妊産
婦・乳幼児検診、避妊指導および薬の処方、ホルモン注射な
どを実施。また、地域住民への広報普及、医療スタッフへの
技術面での支援、支部組織における問題点の改善なども支援。

１－１
１－２
１－３

346 JOCV助産師
2000.12～
2003.03

フィールドクリニックを巡回し、家族計画指導、妊産婦・乳
幼児検診、一般診療などを行い、地域の母子保健向上を支援。
また、支部運営管理改善に対する支援、新センターが建設さ
れれば、その運営管理支援、出産サービスなども実施。

１－１
１－２
１－３

347 JOCV助産師
2000.12～
2002.12
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付録１．主な協力事例（リプロダクティブヘルス）

No. 特　　　徴中間目標形　態職　　種派遣期間国　名
首都から南西にバスで6時間、チトワン国立公園で有名な観光
の町にある、支部内のクリニックでスタッフとともに家族計
画指導、妊産婦・乳幼児検診、避妊薬の処方などを実施。定
期的なフィールドクリニックへの巡回指導も順次実施。

１－１
１－２
１－３

348 JOCV助産師
2002.12～
2004.11

郡内に22あるフィールド事務所のうち、支部に近い４カ所を
毎日１カ所ずつ巡回し、家族計画の広報・指導、母子検診、
一般健康診断、妊産婦検診、避妊薬の処方などを実施。また、
健康教育、リプロダクティブヘルス、フィールドワーカーへ
の研修なども実施。

１－１
１－２
１－３

349 JOCV助産師
2003.04～
2005.04

女性の社会的・経済的な地位向上を目標として、ユニセフの
資金援助を受け、女性組織の活性化を支援。小規模融資の利
用法、識字教室などの勉強会の開催の企画、立案も支援。

３－１
３－４

350 JOCV村落開発普及員
2002.04～
2004.04

家族計画、母子保健、妊産婦検診、乳幼児検診、避妊薬の処
方などを支援。特にフィールドでの広報活動および勉強会な
どをスタッフと協力しながら実施。

１－１
１－２
１－３

351 JOCV村落開発普及員
2002.12～
2004.11

同支部はネパール西部のカスキ郡において、家族計画や母子
保健の推進を行っている。前任隊員が実施している農村部の
コミュニティ開発活動を引き継ぎ、住民に対する家族計画の
啓発活動を実施。

１－１
１－２
１－３

352 JOCV村落開発普及員
2003.04～
2005.04

配属先は、女性のエンパワーメントを促進する活動を行って
いる。隊員は他のスタッフとともに保健医療・教育・畜産・
農業などの関連機関との連携を強化しつつ、組織化された女
性のニーズに沿ったプログラムの企画を実施。

３－１
３－４

353 JOCV村落開発普及員
2003.07～
2005.07

フィールドクリニックを巡回し、地域住民への家族計画広報
普及が中心。また、医療スタッフへの技術の支援、クリニッ
クの円滑な運営支援も実施。

１－３354 JOCV保健師
2001.04～
2003.04

市内６カ所の巡回診療所の運営補助と母子保健、結核などの
感染症予防、公衆衛生の市民への啓発を中心とした地域保健
計画の立案を支援。

１－１
１－２

355 JOCV保健師
2001.07～
2003.07

国内全域をカバーする国立総合病院の産科病棟で活動しなが
ら、医療スタッフの助産・看護技術の向上に協力。

１－１356 JOCV助産師
1999.07～
2001.07

青少年・コミュニティへの講習カリキュラム（若年妊娠・避
妊法・栄養改善など）などの作成および離島で行われる講習
会への協力を実施。

１－３357 JOCV助産師
2000.12～
2002.12

産科病棟（分娩・新生児室・病室）で活動しながら、スタッ
フの助産・看護技術の向上に協力。

１－１
１－２
４－２

358 JOCV助産師
2001.07～
2003.07

母子保健・家族計画を中心に、病院および村・離島への巡回
指導が主な活動となる。地域に適した家族計画・予防保健・
新生児保育などを妊産褥婦たちに指導。

１－１
１－２
１－３

359 JOCV助産師
1998.07～
2001.07

女性開発・社会福祉・特別教育省が進めている地方開発プロ
ジェクトにおいて、村の生活向上のための活動の計画および
実行を村人とともに実施。具体的活動内容についてはプロジ
ェクト担当者や村人と話し合い、住民参加を促しつつ村のレ
ベルに合った活動を実施。

３－１
３－４

360 JOCV村落開発普及員
1999.04～
2002.01

人口省は家族計画に対する地域住民の理解と参加を促すべく
家族福祉センターを設け活動を行っている。家族計画、母子
保健、人口教育などの指導および地域で家族計画が認知され
るべく啓発活動やスタッフに対するトレーニングを実施。

１－３361 JOCV保健師
1999.12～
2001.12

診療所では主に家族計画に対する地域住民の啓発活動を実施。１－３362 JOCV保健師
2001.04～
2002.07

首都マニラから80km離れた町の保健所で、健康教育、妊産婦
検診、助産など主に母子保健分野のサービスを充実させるた
め、2000年から始まった乳幼児検診システムのなかの基本的
な検診方法の向上を目指して助産師・保健ワーカーを支援。

１－１
１－２

363 JOCV助産師
2002.04～
2004.04

女性をサポートするNGOで、市場調査などを通じて女性の生
計向上に結びつく職業訓練の立案のアドバイスを実施。さら
に住民（女性）を対象にした少額融資・小規模起業助成プロ
ジェクトの推進を支援。

３－４364 JOCV村落開発普及員
2001.07～
2003.07

配属先保健所では、助産師、看護師とともに村や町での診
療・助産の指導を実施。加えて、保健所での助言、各種セミ
ナー（栄養、家族計画、母子保健、伝染症など）での村人に
対する指導、助言を実施。

１－１
１－２
１－３

365 JOCV保健師
1999.07～
2001.07

ネパール

マーシャル

ミクロネシア

パキスタン

フィリピン
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開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

No. 特　　　徴中間目標形　態職　　種派遣期間国　名
〈巡回指導型〉配属先では妊産婦検診、家族計画、伝染病管理、
統計管理を行っており、助産師、看護師とともに、村や町で
の診療の助言や指導、各種セミナー（栄養、母子保健、家族
計画など）での助言、指導を実施。

１－１
１－２
１－３

366 JOCV保健師
1999.12～
2001.12

医療拠点として重要な州唯一の病院において、助産師業務を
とおし現地看護師に技術移転を実施。出産に係る業務全般は
もとより、周辺地域の女性に対し母親教室などの開催を通じ
健康教育を推進。

１－３367 JOCV助産師
1999.04～
2000.12

産科ベッド8床を持ち、地域医療拠点となる診療所において、
助産師業務をとおし現地看護師に技術移転を実施。出産に係
る業務全般はもとより、周辺地域の女性に対し母親教室など
の開催を通じ健康教育を推進。

１－１
１－３
３－１

368 JOCV助産師
1999.07～
1999.11

総ベッド数21床の州唯一の医療拠点である病院において、助
産師業務をとおし現地看護師に技術移転を図る。出産に係る
業務全般はもとより、周辺地域の女性に対し母親教室などの
開催を通じ健康教育を推進。

１－１369 JOCV助産師
1999.12～
2000.10

妊娠・分娩時のトラブルによる異常出産が多く、障害児の生
まれる確率が高くなっている。隊員は配属先病院での技術指
導と地域保健センターでの予防活動を軸として、母親の安全
な出産に対する意識向上と医療関係者の技術的な問題の改善
を支援。

１－１370 JOCV助産師
2001.07～
2003.07

低所得者居住地域の住民、特に女性を対象とした収入向上・
生活改善、幼稚園運営支援、保健啓発活動プログラムの中で、
女性組織の強化、小規模融資などに協力。幼稚園と保健面で
の協力体制を検討することも併せて実施。

３－４371 JOCV村落開発普及員
2000.01～
2002.02

低所得者居住地域の住民組織、特に女性を対象とした生活改
善事業に協力。市役所が進めている小規模融資事業、ゴミ処
理の事業改善、環境教育促進事業などに関わり、その中で各
種プログラムの立案・計画・調整・促進を支援。

３－４372 JOCV村落開発普及員
2001.04～
2003.04

低所得者地域や地域クリニックにおいて、乳幼児ケア、学校
保健補助、衛生統計、家族計画、保健衛生教育を実施。

１－２
１－３

373 JOCV保健師
1999.07～
2001.07

13～35歳の貧しく高等教育を受ける機会のない女性たちを対
象とした職業訓練施設において、女性たちが心身ともに健や
かに過ごせるよう各種アクティビティを企画・実施。

３－１374 JOCV青少年活動
2002.07～
2004.07

山岳民族の自立支援モデル村落開発チームの一員として、生
計向上の観点から主に女性を中心とした共同組織の育成、手
工芸品等家内産業の育成および職業訓練、育児・教育・家計
など家政全般にわたる各種講習などの企画・実施。

３－１
３－４

375 JOCV村落開発普及員
1999.07～
2001.07

東北部の開拓地農村婦人グループを対象に、農外収入源とな
りうる農産物加工／手工芸品生産などの家内産業の可能性を
探り、その組織育成、市場開発までの調査／企画／調整／実
施に関与。

３－４376 JOCV村落開発普及員
1999.07～
2001.12

北部の農村婦人グループを対象に、組織活性化のための様々
な活動および農業外収入源となりうる手工芸品／農産物加工
品等の家内産業の可能性を探り、組織育成から製造・販売ま
での調査／企画／調整／実施に関与。

３－４377 JOCV村落開発普及員
1999.12～
2001.12

北部山岳民族村落の女性を対象に、生活改善／生計向上／社
会開発にかかる各種事業の企画立案から実施まで支援。収入
向上に関しては手工芸品の家内産業としての可能性を探り、
組織育成から製造・販売までの調査／企画／調整／実施に関
与。

３－４378 JOCV村落開発普及員
2000.04～
2002.04

東北部の農村において、主に婦人グループを対象に、生活向
上のための農外収入源となる農産物加工／手工芸品生産など
の家内産業の可能性を探り、その組織育成、市場開発までの
調査／企画／調整／実施に関与。

３－４379 JOCV村落開発普及員
2000.04～
2002.01

東北部の農村女性グループを対象に農業外収入源となる織
物・手工芸品・農産物加工品などの家内産業を実施する組織
の育成に向けて、商品開発から市場開発までの調査・企画・
調整・実施を支援。

３－４380 JOCV村落開発普及員
2003.04～
2005.04

〈離島地域活動型〉首都から225km離れた島の主要病院を拠点
とした活動を実施。病院内での健康指導や教育、各地のヘル
スセンターへの巡回指導も実施。内容は母子保健から学校保
健、栄養指導、家族計画など多岐にわたる。

１－１
１－２
１－３

381 JOCV保健師
2000.07～
2002.07

フィリピン

ソロモン

スリランカ

タイ

バヌアツ
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付録１．主な協力事例（リプロダクティブヘルス）

No. 特　　　徴中間目標形　態職　　種派遣期間国　名
州の保健センターにおける地域公衆衛生活動。母子保健のス
タッフとともに同州内の巡回活動を実施。領域は母子保健の
みでなく、地域での公衆衛生に関わる健康教育や健康相談が
中心。巡回プログラムの作成やデータ整理にも関与。

１－１
１－２

382 JOCV保健師
2000.12～
2002.12

州の保健センターにおける地域公衆衛生活動スタッフ7人とと
もに主要３島の巡回を実施。隣接する病院での母子保健教育
にも参画。巡回では健康相談・健康教育が中心で、村落部診
療所において活動。その他、巡回プログラムの作成やデータ
作成・整理も支援。

１－１
１－２

383 JOCV保健師
2001.04～
2003.04

バヌアツ

ソロモン

ベトナム

ベリーズ

ボリビア

チリ

州の拠点となる保健所で主に母子保健（MCH）を担当。学校
保健、個人衛生、家族計画、性教育、栄養などの活動を実施。
同時に、他州に派遣されている同職種隊員と連携して特定の
健康教育について研究し、全国に普及させる活動も実施。

１－１
１－２
１－３

384 JOCV保健師
2003.07～
2005.07

配属先病院は70床の入院設備があるフエ市最大の病院で平均
３人／日の出産があり、産科スタッフの看護レベル向上に対
し協力を求められる。出産前から出産・退院までの一連の看
護に対し助産師リーダーと協力し、活動を実施。

１－１
１－２

385 JOCV助産師
2000.12～
2002.12

配属先センターのスタッフとともに産前産後の妊産婦の看護
や出産介助を行い、また、同センターの巡回チームと協力し
て村落の保健所への指導、月例助産師研修会などにおける技
術・経験の紹介や指導を実施。

１－１
１－２

386 JOCV助産師
2001.04～
2003.04

JICAリプロダクティブヘルスプロジェクト対象のヘルスセン
ターにおいて、産前産後および術後の妊産婦看護・お産介
助・村落ヘルスセンターへの巡回指導、月例診断所助産師会
議に出席のうえ技術・経験を紹介するなどの協力を実施。

１－１
１－２

387 JOCV助産師
2002.12～
2004.12

産前産後および術後の妊産婦看護、お産介助、巡回チームと
協力した村落ヘルスセンターへの巡回指導、月例診断所助産
師会議などに対する協力を実施。なお、産科には16ベッド
（４部屋、分娩室１部屋、家族計画室１部屋）がある。

１－１388 JOCV助産師
2002.12～
2004.12

JICAリプロダクティブヘルスプロジェクト対象の保健所にお
いて、産前産後および術後の妊産婦看護・新生児および未熟
児看護・愛育班活動などの業務に協力。

１－１
１－２

389 JOCV助産師
2003.04～
2005.04

JICAリプロダクティブヘルスプロジェクト対象の保健所にお
いて、産前産後および術後の妊産婦看護・お産介助・村落ヘ
ルスセンターへの巡回指導などについて協力。

１－１390 JOCV助産師
2003.04～
2005.04

産科看護技術の向上が期待されており、産科長のアシスタン
トとして活動。産前から出産・退院までの、妊産婦看護に係
る一連の支援を実施。

１－１391 JOCV助産師
2003.07～
2005.07

中部の古都フエ市において、観光地化に伴い増加しているエ
イズなどの疾病・賭博などの社会的な問題を解消するために、
婦人連盟などのメンバーとともに啓発・広報活動などの計画
を立案し実施。そのほか大衆組織や行政側との効率的な連携
体制の構築にも協力。

１－４
３－４

392 JOCV村落開発普及員
2003.07～
2005.07

家族計画・プライマリーヘルスケア推進を担うNGOにて、青
少年対象のプログラムを強化。同NGOの青少年部門担当者と
ともにコミュニティの青少年を対象として、様々なプロジェ
クトの企画、計画、調整、教材作り、実施を支援。

１－３
３－１

393 JOCV青少年活動
2003.07～
2005.07

村にある病院を拠点として、他の３つの村を巡回診療してい
るスタッフとともに分娩介助を中心に、一次・二次医療に携
わる。

１－２394 JOCV助産師
1999.04～
2001.04

配属先の産婦人科に勤務し、他のボリビア人の看護助手と看
護業務にあたりながら看護その他の業務の改善を行う。地域
住民に対し家族計画などについての講義を実施。

１－１
１－３

395 JOCV助産師
1999.07～
2001.07

アユニ・プカラニ病院職員との意見交換をとおして、配属先
病院の資質向上を目指した。また、地域巡回指導により住民
の保健意識改善を実施。

４－２396 JOCV助産師
2001.07～
2003.07

当国では、地域の文化に適合した地域医療ネットワークの充
実を目的として、首都における一次レベルの医療施設の整備
を目指している。病院内での活動および近郊の保健所の巡回
指導を通じて、医療全般にかかる課題を抽出し、改善を支援。

４－２397 JOCV助産師
2003.07～
2005.07

市の農村女性や、手に職のない女性の問題解決、意識向上に
取り組んでいる地域振興課女性問題対策班に所属し、問題分
析を行うと同時に、生活向上、所得向上のためのプログラム
を立案支援。

３－１
３－４

398 JOCV村落開発普及員
1998.07～
2000.12
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開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

No. 特　　　徴中間目標形　態職　　種派遣期間国　名
JICAプロジェクトである胡椒を中心とした山間傾斜地農業開
発計画の管轄地域に点在する農村において、主に女性社会の
活性化を目指し、専門家や同職種隊員１人と連携して営農体
系改善を支援。

３－４399 JOCV村落開発普及員
2000.07～
2002.07

JICAプロジェクト方式技術協力「山間傾斜地農業開発計画」
が実施されている地域において活動を行う。10村を対象に女
性グループ組織の強化を行い、生活改善につながる活動を模
索し、普及。

３－４400 JOCV村落開発普及員
2002.07～
2004.07

低所得者居住地域で、幅広い社会開発活動を展開するNGO団
体が運営する診療所において、母子保健などの活動主婦ボラ
ンティアに保健衛生の助言を行い、予防接種や家庭訪問など
を通じて地域の保健衛生についての意識向上に協力。

１－１
１－２

401 JOCV保健師
2000.07～
2002.07

産婦人科外来における診療の補助と妊婦指導や家族計画など
の普及活動を実施。

１－１
１－２
１－３

402 JOCV助産師
1999.04～
2001.04

市が運営している低所得者層を対象とした診療所の産婦人科
外来で診療補助と妊婦指導を実施。

１－１403 JOCV助産師
2001.07～
2003.07

ドミニカ共和国

エクアドル

エルサルバドル

グアテマラ

市役所の青少年課にて市が抱える青少年の非行問題である望
まない妊娠、性病、アルコール中毒などの対策を、青少年活
動を通じて支援。活動計画の作成、その実施を現地人コーデ
ィネーターとともに実施。

１－３
１－４

404 JOCV青少年活動
2000.07～
2001.06

地域農業従事者の指導的立場にある学内の農業普及センター
に籍を置き、地域を巡回しながら、女性グループを中心とし
た住民に対して、農業技術を柱とした生活向上のための手法
を指導。ジャムなどの加工技術や栄養に配慮した料理法など
の指導も実施。

３－４405 JOCV村落開発普及員
2002.12～
2004.12

社会福祉法人が運営する無料診療所が活動拠点。地域住民を
対象に衛生に関する定期的な講習会を開催し、衛生概念や環
境保護意識の啓発を支援。また、ボランティア医師のサポー
トとして産婦人科などの看護師業務も実施。

３－１406 JOCV保健師
1999.07～
2001.07

乳幼児・妊産婦死亡率が高い先住民地域において巡回医療お
よび保健衛生指導を実施。住民のニーズに合うプロジェクト
形成に参加し、住民の共同体開発への意識化を促すよう協力。

３－３
３－４

409 JOCV村落開発普及員
2000.12～
2002.12

コーヒー農園の中にある山村で、栄養改善を核に家庭菜園の
普及、所得向上、家族計画・性教育などの小規模プロジェク
トを村のリーダーらと協力して実施。

１－３
３－４

410 JOCV村落開発普及員
2002.04～
2004.05

女性たちが現金収入を得るためのプロジェクトおよび栄養改
善のために各村落の女性グループへの講習会などを実施。ま
たは、各政府機関からの講師派遣の調整を支援。

１－３411 JOCV村落開発普及員
2002.12～
2004.12

当国の中でも貧困地域にある診療所（NGO）で、現地スタッ
フ、同診療所に派遣予定の看護師隊員とともに村落を巡回し、
衛生指導、栄養指導、疾病予防、家族計画の啓発といった地
域保健活動を実施。

１－３
３－１

412 JOCV村落開発普及員
2003.12～
2005.12

グアテマラ家族計画協会の地方診療所において、産婦人科
（妊娠、出産膣感染症）、性感染症（エイズ、梅毒、淋病）、小
児科（下痢、呼吸器感染症）などの応急手当てを実施。この
他、保健、疾病予防の知識として性教育、衛生面での教育指
導も実施。

１－１
１－２
１－３
１－４

413 JOCV保健師
1999.07～
2001.07

医師や看護師と協力し、地域の保健所にて、予防医療・保健
衛生・家族計画指導に協力。また、医師、看護師などからな
る栄養改善チームに加わり、村々を巡回し、地域の助産師、
保健普及員に対する指導に協力。

１－１
１－２
１－３

414 JOCV保健師
2000.12～
2002.12

乳幼児・妊産婦死亡率が高い先住民地域で組織された地域
NGOが配属先。近郊村を巡回し、女性や子どもを対象とする
様々な保健衛生講習会の実施に協力。より地域ニーズを汲む
講習会にするための調査や教材作成も支援。

１－１
１－２

415 JOCV保健師
2000.12～
2002.12

1998年度から実施される乳幼児死亡率改善を目指す政府の医
療政策を受けて、保健所の看護職員を対象に、妊娠・分娩・
産褥・新生児看護サービスを指導するほか、管轄地域内の伝
統的産婆へ助産指導を実施。また、保健所分娩室の環境改善
のための助言など。

１－１
１－２
４－２

407 JOCV助産師
2000.04～
2002.04

NGOと協力し、各村落を巡回し、女性たちに対して様々な講
習を実施。生活技術向上のための講習を行うことで、時間的
拘束を軽減させるとともに、意識改革を促し、女性たちが十
分な教育を受けられる状況に改善することを支援。

３－１408 JOCV村落開発普及員
2000.07～
2002.07
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付録１．主な協力事例（リプロダクティブヘルス）

No. 特　　　徴中間目標形　態職　　種派遣期間国　名

環境保護を目的とした国際NGOの健康部門で村落住民、助産
師などに対し妊産婦保健の知識を普及し、彼らが現場で実行
できるよう支援。

１－１
１－２

416 JOCV保健師
2003.04～
2005.04

内戦被災地の乳幼児・妊産婦死亡率低下を目的に、母親など
に小学校で保健衛生・健康教育を実施。講習会のフォロー、
WID関連機材供与の改良かまどの評価のための各家庭訪問、
普及員育成などにも協力。

１－１
１－２

417 JOCV保健師
2003.04～
2005.04

グアテマラ

ホンジュラス

ジャマイカ

メキシコ

人口16万人を抱える地域病院婦人科外来にての家族計画指
導・子宮がん検診などが主な活動内容。また、看護師の大部
分を占める准看護師・看護補助員への指導も実施。

１－３
２－１

418 JOCV助産師
2000.07～
2002.07

首都から約90km離れた地方都市の地区病院（二次医療施設）
に所属し、准看護師に対して、院内における安全な出産のた
めの感染防止や産後の母子管理などの基礎的な知識・技術を
中心に指導。また、地域医療の中での中核病院の強化に協力。

１－１
１－２

419 JOCV助産師
2003.07～
2005.07

当国東部に位置し開発の最も遅れている地区の保健事務所に
て、感染症対策（下痢症、マラリアなど）、妊産婦教育、栄養
改善等をテーマに各地域の准看護師・住民を対象に巡回指導
を実施。また、准看護師養成プログラムへも協力。

１－１
１－２

420 JOCV保健師
2000.07～
2002.07

適切な産前コントロールを指導できる看護師および地域指導
員を養成する。対象地域の巡回指導を行い、公衆衛生につい
ても指導。

１－１422 JOCV助産師
1999.07～
2001.07

保健所に勤務し、看護師長とともに講習会、OJTにより看護師
や看護助手に対し、看護、分娩、産後の看護について訓練を
実施。また外科患者を対象とした衛生教育、栄養指導も実施。

１－１423 JOCV助産師
1999.12～
2001.12

配属先州先住民などの貧困層への医療サービス提供を目的に
開設されたNGO小児病院である。若年層の妊娠出産、未熟児
出産、伝統宗教に依存する先住民などが多く、健康教育、母子
保健などの強化を目指し、定期的な地方農村巡回指導も実施。

１－１
１－２
１－３

424 JOCV助産師
2002.04～
2004.04

MEXFAM（NGO）は僻地貧困農村や都市型貧困地域を中心に
母子保健強化や家族計画などに関する医療・教育サービスを
提供している。配属先診療所は母子保健サービス強化、幼児
死亡率低下、家族計画などを支援。

１－１
１－２
１－３

425 JOCV助産師
2002.04～
2004.04

配属先のMEXFAM（NGO）において、先住民の住む僻地農村
や都市の貧困地域を中心に家族計画、性教育に関する医療・
教育サービスを提供。地域巡回による活動を実施。

１－３426 JOCV保健師
2001.12～
2004.06

ブルーマウンテン山脈に位置するカスケード村（無医村）のヘ
ルスセンターに常勤し、地域住民へ保健・衛生の指導をすると
ともに、ヘルスセンターを運営管理を実施。傷の手当てといっ
た初期医療、母子保健、家族計画の指導、健康診断も実施。

１－１
１－２
１－３

421 JOCV保健師
2000.04～
2002.04

427

ニカラグア

1998.12～
2000.12

助産師 JOCV
１－１
１－２
１－３

母子保健部門に配属され、カウンターパートとともに健康衛
生指導、助産師への助産指導、家族計画、妊産婦指導を行う。
各地を巡回して教育・指導を実施。

428
1999.07～
2001.07

助産師 JOCV
１－１
１－２

周産期死亡・妊婦検診等母子保健のプロジェクトに参加し、
教育を受けていない助産師に対して巡回指導を実施。

429
2000.12～
2002.12

助産師 JOCV
１－１
１－２

リバス県10地区を統轄している当保健局では妊産婦および乳
児死亡率の低下を目指し、母子保健サービス向上を支援。各
派出保健所を巡回し、看護師、伝統的産婆に対して知識、技
術の強化、地域住民への保健指導を実施。

430
2003.07～
2005.07

助産師 JOCV
１－１
１－２

日本の無償援助にて建設される保健センターを中心に、地域
での母子保健教育活動に参加し、マンパワーとしてともに働
きながら必要な助言を実施。産婦人科に関する生活指導や地
方保健局における健康相談・巡回指導なども実施。

431
1999.07～
2000.10

村落開発普及員 JOCV ３－４

現地人普及員とともに、首都近郊、郊外、幾つかの地方都市
近郊地域の16グループの状況を把握し、それぞれの地域に適
した総合的社会開発計画作成に協力。女性を対象としたプロ
ジェクトの実施。

432

パナマ

2003.12～
2005.12

助産師 JOCV
１－１
２－１

「パナマ運河流域保全計画」の対象集落において、保健委員会
とともに、妊婦・褥婦の健康促進、疾病予防に関する知識を
向上。また、定期検診の受診を促進すると同時に婦人病の早
期発見対策の啓発・普及も支援。

433
2003.07～
2005.07

保健師 JOCV
１－１
１－２

パナマ運河上流域の傾斜地で焼畑農業を営む村落住民に対し
て、地域住民で組織化されている保健委員会や診療所スタッ
フと協力し、住民ニーズが高い母子保健分野（特に乳幼児、
婦人）でのサービス向上に寄与するような活動を実施。
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開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

No. 特　　　徴中間目標形　態職　　種派遣期間国　名

441
2003.12～
2005.12

助産師 JOCV １－３

配属先研究所が地方に持つ数カ所の診療所を足がかりとし、
グループを組み、地域の若年層を対象に性教育を展開。貧困
層の若年妊娠は当国においても深刻な問題であり、継続的な
性教育を支援。

442
2000.07～
2002.07

保健師 JOCV
１－１
１－２
１－３

任地は原住民（インディオ）集落を多数抱え地理的事情から
も貧困層が多く、保健衛生面でも深刻な問題を抱えている。
栄養改善、衛生環境の改善、疾病の予防とケア、また、家族
計画等生活改善のための教育を地域住民を対象に実施。

443
2000.07～
2002.07

保健師 JOCV
１－１
１－２
３－１

配属先保健センターが管轄する地域は国境に位置し貧富の格
差が大きい。住民の健康水準の向上を目指し、現地職員とと
もに地域巡回指導に従事。母子保健対策の改善、下痢性疾患、
寄生虫などの予防基礎知識の普及を目指し住民への教育手法
の定着に協力。

444

ウズベキスタン

2000.07～
2003.01

助産師 JOCV
１－１
２－１

配属先研究所は、人口統計や保健調査を実施するとともに産
婦人科病棟がある。ベッド数は産科110床、婦人科90床。看護
師133人、助産師70人が所属している。日常業務を行いながら、
日本の経験・情報を共有し、知識・技術の普及を支援。

445
2003.04～
2005.04

助産師 JOCV １－１

中規模の産科病院に勤務し、病棟で業務を行いながら業務改
善指導を実施。また、不定期ではあるが、サマルカンド州内
の診療所を巡回して、助産師や看護師に対し、分娩介助など
の指導を実施。

446
2003.04～
2005.04

助産師 JOCV １－１

ウズベキスタンの最もレベルが高い産科病院において、助産
師および看護師とともに業務を行いながら、助産技術、新生
児のケアなどの指導を実施。１日平均で10件、多いときには
20件ほどの出産がある。

434

パラグアイ

1999.04～
2001.04

助産師 JOCV
１－１
１－２

同国北部に位置するコンセプシオン県は原住民集落を多数抱
え、貧困や衛生面に関する知識の低さから、乳幼児死亡率が
高いなど保健・衛生で様々な問題を抱えている。隊員は病院
での周産期ケアや地域での母子保健プログラムの展開を支援。

435
1999.07～
2002.01

助産師 JOCV
１－１
１－２

病床数60床、看護スタッフ50人の県病院で、月平均100件の分
娩を扱う。隊員は産科病棟において周産期ケアの向上に協力
するとともに、外来や地域での母子保健プログラムの展開を
支援。また、母子保健担当スタッフへの研修プログラム立案
と実施に協力。

436
2000.04～
2002.04

助産師 JOCV
１－１
３－１

ベッド数75床、医師28人、看護職員53人が勤務する公立病院
である。隊員は産科病棟において日常業務に携わりながら、
妊産褥婦や看護職員、学生に対する指導に協力。また、外来
や地域において母親学級などの企画実施を支援。

437
2000.04～
2002.04

助産師 JOCV
１－１
１－２

県で、唯一NICU設備を持つ病院の産科病棟に勤務。NICU管理、
保育器および呼吸器などの使用方法、ならびに未熟児看護に
関して、看護助手を対象に、カウンターパートとともに指導
を行いながら看護の質の向上に貢献。

438
2000.07～
2002.07

助産師 JOCV
１－１
１－２

配属先のスタッフとともに巡回医療用車両に乗り、診療所の
ない地域（先住民の農村も含む）を訪問し、妊産婦検診、予
防接種、母子保健教育を実施。

439
2001.04～
2003.04

助産師 JOCV
１－１
１－２

センター管轄地域の住民の多くは貧しい農民であり、若年層
の妊娠出産、周産期死亡、未熟児出産などの問題を抱えてい
る。母子保健対策の改善と強化を目指して、外来での妊婦、
新生児の検診および入院中の妊婦への衛生教育などに協力。

440
2002.04～
2003.07

助産師 JOCV １－１

パラグイリ地区保健医療の中心機関（病床数60、医師25人、
看護師５人、助産師５人）の産科病棟において妊婦検診、妊
産婦指導の質の向上を目指し、スタッフと協力し不必要な分
娩時の医療介入を減少させ、自然分娩の考えを取り入れた助
産ケアの実施に協力。
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２－１　世界銀行（World Bank）

２－１－１　世界銀行とリプロダクティブヘルス

リプロダクティブヘルス分野への援助は、1970年に開始され、以来83カ

国において計192件、累計融資額は42億米ドルに上るプロジェクトが実施

された2。今日、世界銀行のリプロダクティブヘルス・プロジェクトは、

「家族計画」、「母子保健」、「HIV/エイズ・性感染症の予防・治療」を含む

統括的アプローチとなっている。近年、人口関連のプログラムにリプロダ

クティブヘルス・プロジェクトを組み込み、その規模および内容が拡大し

ており、1992年より融資額は年平均３億8000万米ドルとなっている3。

1990年から2002年までの保健分野における累計融資額（137億米ドル）を

地域別割合で示すと、ラテンアメリカ・カリブ地域が51.8％、欧州・中央

アジア地域が24.2％なのに対し、アフリカ地域へは最も低い1.2％となって

いる4。

２－１－２　世界銀行のリプロダクティブヘルス援助政策

世界銀行はカイロ行動計画を支持し、開発途上国政府とドナー国政府と

の協調を重要視している。世界銀行のリプロダクティブヘルス分野への主

要な援助政策は、次のように分類される5：

・望まない妊娠の発生率を減らす

・産科救急を含めて産前産後のケアを向上させる

・専門技術者を増員させる

・HIV/エイズを含む性感染症を減少させる

・女性に対し危険を伴う風習や暴力を抑制させる

・地域特有な要因に対処する：貧困、女性の教育や地位、男性の不参加、

若者のニーズなど

付録２．主要ドナーのリプロダクティブヘルスに対する取り組み

2 World Bank“Population & Reproductive Health”
（http://wbln0018.worldbank.org/HDNet/hddocs.nsf/c840b59b6982d2498525670c004def60/
8ec855942f3e664585256a7100583b82?OpenDocument）

3 World Bank“Improving Reproductive Health: The Role of the World Bank”
（http://www.worldbank.org/html/extdr/hnp/population/imp_rh/default.htm#design）

4 World Bank（2002）IBRD（国際復興開発銀行）のデータのみ参照。
5 World Bank“Reproductive health”（http://wbln0018.worldbank.org/HDNet/hddocs.nsf/

c840b59b6982d2498525670c004def60/d004067c850d9036852569a600719b85?OpenDocument）

世界銀行
ICPD/カイロ行動計画を
支持し、リプロダクティ
ブヘルス・プロジェクト
は以下を含む包括的アプ
ローチとなっている。
・家族計画
・母子保健
・HIV/エイズ、性感染症
予防・治療



－96－

開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

２－１－３　世界銀行のリプロダクティブヘルスにおける協力例・

ジブチ保健セクター開発プロジェクト

総コスト：3000万ドル

世銀投資金額：1500万ドル

承認年月：2002年６月

プロジェクト期間：2002年６月～2008年６月

５歳未満の乳幼児と妊産婦の致死率を削減するためのミレニアム開発目

標（MDGs）を達成することを目的に、ジブチ政府は世界銀行や他ドナー

の支援を得て、長期の保健セクター開発プロジェクトを策定した。基礎保

健サービスの向上のため、次の４つの項目6が実施されている。①機材設

備の強化や人材のキャパシティ・デベロップメントを実施し、保健サービ

スを向上させる。具体的には、子どもの病気を包括的にマネジメントする

こと、マラリア抑制プログラムの実施、予防接種の拡大など。②研修内容

を向上させ、専門的技術を持つヘルスワーカーの増員。③医療機関での薬

の確保と在庫管理の強化、患者へ安価な薬剤提供のため、独立した薬剤基

金（CAMME）の設立、村落における薬局の増設。④保健改革を実行する

ための保健省のマネジメント能力強化。

２－２　国連人口基金（UNFPA）

２－２－１　UNFPAとリプロダクティブヘルス

1994年、国際人口開発会議（ICPD/カイロ会議）にて、20年間の行動計

画が採択された。1999年には、国連総会は特別会議を招集し、ICPD以来

の活動進捗を見直した（ICPD＋５）。これらの国際会議を経て、UNFPA

は2015年までに、妊娠や出産、母子保健、家族計画さらには性感染症・

HIV/エイズの予防など、広い範囲に関する課題を含むリプロダクティブ

ヘルス・サービスをすべての人が受けられるように取り組んでいる。

国連からの定例予算の割当を受けず、活動資金は各国からの任意拠出に

よって賄われている。2002年度総歳入額は３億7310万米ドル（2001年度は

３億9640万米ドル）であった7。このうち１億7250万米ドル（2001年度は

１億4620万米ドル）が国別プログラム総支出であった。リプロダクティブ

ヘルスと家族計画分野への支出は、プロジェクト総支出の63.5％を占め

6 World Bank“Health Sector Development Project”（http://web.worldbank.org/external/projects/main?pagePK=
104231&theSitePK=40941&menuPK=228424&Projectid=P071062）参照。必ずしも、現時点でのプロジェクト目標が
将来にわたり継続されるわけではないことに留意する。

7 UNFPA（2003b）

UNFPA
思春期の若者、特に女子
のリプロダクティブヘル
スに関する問題を優先課
題としている。
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（2001年度は69.5％）、１億2920万米ドルであった。リプロダクティブヘル

スと家族計画分野への支出を地域別にみると、サブサハラ・アフリカへの

支援が36％（2001年度は33.2％）と最も多く、アジア・太平洋の31.3％

（2001年度は32.6％）を加えるとほぼ７割を占めている。

２－２－２　UNFPAのリプロダクティブヘルス援助政策

３つの主要なプログラムとして、①家族計画と性の健康を含むリプロダ

クティブヘルス・サービスへのアクセス改善、②人口および開発計画、③

UNFPAの活動目的を達成するための政策提言や提唱活動（アドボカシー）

がある8。目的として、リプロダクティブヘルスや個人の選択に基づいて

提供される質の高い家族計画サービスを供給し、持続可能な開発の一助と

なる人口政策を創り出すことで途上国の発展を援助している。リプロダク

ティブヘルスの具体的な活動内容は、HIV/エイズの予防、母性保護の推

進、思春期や若者への支援、ジェンダー平等への促進、緊急時の支援、リ

プロダクティブヘルス用品の供給確保など幅広い戦略となっている9。以

下に地域別取り組みの特性を記述する10。

サブサハラ・アフリカ地域：HIV/エイズと若者へのリプロダクティブヘ

ルス啓発活動が最優先である。また、フィスチュラ11対策に、緊急産科

ケアの強化を挙げている。さらに、高い妊産婦/乳幼児死亡率や低い避

妊実行率など、リプロダクティブヘルス指標の改善を目指した活動を行

っている。

中近東地域：女性の権利や地位の向上を目的とした提言活動、若者へのリ

プロダクティブヘルス啓発活動、HIV/エイズを含む性感染予防、FGC

の廃止を目指した活動を行っている。

アジア・太平洋地域：女性の識字率の向上、若者の望まない妊娠の減少に

対する活動やHIV/エイズ対策を行っている。

中南米地域：妊産婦死亡率の改善、女性のエンパワーメント、HIV/エイ

ズを含む性感染症対策、若者に対するリプロダクティブヘルス・サービ

ス/情報の提供が優先課題である。

8 ibid.“Our Mission”（http://www.unfpa.org/about/mission.htm#rephealth）
9 UNFPA東京事務所（http://www.unfpa.or.jp/unfpa/act/act.html）
10 UNFPA“Global Reach”（各地域のOverview、またはPolicy Prioritiesを参照）
（http://www.unfpa.org/worldwide/index.cfm）

11 フィスチュラは分娩停止の際、赤ん坊の頭が母親の骨盤を圧迫する状態が長く続いた結果、傷つけられた組織が腐敗
し、孔となる傷病である。赤ん坊は通常死亡し、母親に残されるのは屈辱的な慢性失禁である。頻繁な膀胱炎や陰部
の潰瘍、足の神経障害も起こる可能性がある。外科的修復の成功率は90％に達し、通常であれば子どもをまたつくる
ことができる。しかし、貧しい女性には、手術をする情報やアクセスが欠如しており、多くの場合夫に拒絶され、生
活のために物乞いをせざるを得ない状況にある。この段落の活動例は、UNFPA（2002b）を参照した。
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２－２－３　UNFPAのリプロダクティブヘルスにおける協力例12

（１）思春期リプロダクティブヘルス・プロジェクト

UNFPAは、若者が直面しているリプロダクティブヘルスに関する問題、

例えば、望まない妊娠、危険な中絶、性感染症、麻薬依存症、暴力などの

対策に取り組むことを優先課題としている。なかでも、思春期の若者の発

達に伴うニーズと若者の参加する権利に対する支援を一層重要視し、特に

男女不平等や早婚などで教育や健康を損なう恐れのある女子に対して焦点

を当てたプログラムを行っている。例えば、1999年より、３つの国連組織

（UNFPA、UNICEF、WHO）が連携し、13カ国13の若者のためのプログラ

ムの共同立案を行っている。

また、EC（欧州共同体）/UNFPAのリプロダクティブヘルス・イニシ

アティブ（RHI）は、国際NGO、地域NGOおよび国内NGOと協力しなが

ら、７カ国でプロジェクトを支援している。このうちカンボジア、ラオス、

スリランカ、ベトナムの４カ国では思春期のリプロダクティブヘルスが焦

点となっている。さらにUNFPAでは、ビル・ゲイツ財団の支援を受けて、

米国系の２つのNGOとの協力のもと、アフリカの４カ国（ボツワナ、ガー

ナ、タンザニア、ウガンダ）を対象に、2000年から５年計画で総額5700万

ドルのAfrican Youth Alliance（AYA）という包括的な思春期リプロダク

ティブヘルスプログラムを実施している14。

（２）フィスチュラ対策支援

フィスチュラは難産で命を取り留めた若い女性に起こりうる最も悲惨な

障害である。フィスチュラを持つ女性は世界全体で、低く見積もっても約

200万人と推定されている。UNFPAは、アフリカやアジアでパートナー機

関と共にフィスチュラの予防と治療に取り組んでいる。例えば、エチオピ

アでは、コミュニティでフィスチュラに関する啓発キャンペーンを催し、

必要機材の供与や医療技術者へのトレーニングなどを行った。また、チャ

ドでは150人を超える女性がフィスチュラの手術を受ける支援を行った。

その後、小規模の原資（シードマネー）を供与し、収入創出活動の一環と

した社会復帰支援を行っている。

12 UNFPA（2003a）
13 この統合アプローチに参加している13カ国は、バングラデシュ、ベナン、ブルキナファソ、中国、ヨルダン、マラウ

イ、マリ、モーリタニア、モンゴル、パレスチナ自治区、ロシア、セネガル、サントメ・プリンシペである（このう
ちUNFPAは中国、サントメ・プリンシペでは活動していない）。

14 African Youth Alliance（http://www.ayaonline.org/）
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２－３　国連児童基金（UNICEF）

２－３－１　UNICEFとリプロダクティブヘルス

UNICEFは国連から直接資金の割当を受けず、活動資金をすべて自己調

達資金で賄っているため、ある程度の独立性を持ってその活動を行うこと

が可能である。財源の３分の１は非政府団体・民間からの資金調達（グリ

ーティングカード販売を含む）によるものであり、政府の影響を受けにく

い財源を所有していることは他の国連機関にはない特徴がある。また実際

に個々のプログラム/プロジェクトを管理するのは、国・現地事務所レベ

ルであり、当該国の政府と十分な協調のもとで国別プログラムを動かして

いる。2002年度の総支出は12億7300万米ドル（2001年度は12億4600万米ド

ル）である。そのうち93％（11億8800万米ドル）が国別プログラムに充て

られた15。

UNICEFのリプロダクティブヘルス関連事業は、子どもの健康と正常な

発達を支援することを主目的とした保健事業、教育事業、HIV/エイズ事

業の主要なプログラムの一環として組み込まれている。世界で毎年50万人

以上もの妊産婦が、妊娠・出産が原因で死亡しており、UNICEFはこの問

題に対して、子どもを産む回数を減らす、出産の間隔をあけるなどの家族

計画に関する情報普及活動を行っている。また、女性が自立する能力を身

に付けることが、子どもの生存と健康にもプラスに反映するという考えに

基づいて、女性を対象とした識字教育や小規模融資活動も行っている16。

２－３－２　UNICEFのリプロダクティブヘルス援助政策

UNICEFは妊産婦死亡率、ならびに５歳未満の乳幼児死亡率を2010年ま

でに少なくとも現在の３分の１に減らすことを目標にしている17。このた

め、次の４つの戦略目標を掲げて取り組んでいる。

・安全な母性の確保のため、セクター間アプローチの促進

・専門技術者の立ち会いのもとでの出産へのアクセス向上

・早期結婚の抑制

・緊急産科ケア・サービスの質とアクセスの向上

２－３－３　UNICEFのリプロダクティブヘルスにおける協力例18

（１）安全な母性イニシアティブ

UNICEFの主要プログラムのひとつである保健（Health）分野において、

UNICEF
女性が自立する能力を身
につけること、妊産婦の
健康支援が、子どもの健
康と正常な発達にプラス
に反映するという考えに
基づいている。

15 UNICEF“Annual Report 2003”（http://www.unicef.org/publications/pub_ar03_en.pdf）
16 国際協力事業団　企画・評価部（2002）p.19
17 UNICEF“Maternal Health”（http://www.unicef.org/health/index_maternalhealth.html）
18 ibid. この部分の記述は、記載がない限り同ホームページを参照している。



－100－

開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

地域保健（Community Health）対策の一環として母子保健に関する活動

を実施している。1987年にケニアで行われた「国際安全な母性会議

（International Conference on Safe Motherhood）」では、途上国の妊産婦

死亡率の高さが重要視され、UNICEFをはじめとするWHO、UNFPA、世

界銀行などの国連・国際機関やIPPFなどの国際NGOによる、安全な母性

イニシアティブ（the Safe Motherhood Initiative）が立ち上げられた。こ

のイニシアティブにより、すべての女性が妊娠から出産まで安全なケアが

受けられ、健康でいられるように取り組むことが提言された。

同イニシアティブを踏まえてUNICEFが行ったプロジェクトの例とし

て、「Safe Motherhood and Female Reproductive Health in Ghana（1996-

2000）」がある19。予算は110万米ドルで、USAID、UNFPAとの連携があ

った。「母親・新生児死亡率の低下」と「妊産婦検診率の上昇」をプロジ

ェクト目標に、助産婦やTBAの訓練による人材育成、郡病院の機材供与、

母乳育児の推進、適齢期の女性への性と生殖に関する知識普及などの活動

を行った。

（２）緊急産科ケア（EmOC）

妊産婦死亡率の減少を目指し、UNICEFは緊急産科ケア・サービスの提

供をサポートしている。そのなかには、既存の保健体制強化、医療機材調

達機能の強化、人材育成、新生児緊急ケアなどが挙げられる。例えば、

UNICEFが米国コロンビア大学と連携して行っている「妊産婦死亡と障害

の予防プログラム（Adverting Maternal Death and Disability: AMDD）20」

が事例としてある。UNICEFは、緊急産科ケアが国家保健政策の優先課題

として反映されるように取り組み、現在、南アジア７カ国、アフリカ５カ

国において、緊急産科ケア・サービスへの取り組みを支援している21。

２－４　世界保健機関（WHO）

２－４－１　WHOとリプロダクティブヘルス

1998年 、 リ プ ロ ダ ク テ ィ ブ ヘ ル ス /研 究 部 （ Department of

Reproductive Health and Research: RHR）がWHO本部内に設立された。

1994年の国際人口開発会議（ICPD/カイロ会議）で採択された行動計画

19 国際協力事業団国際協力総合研修所（2000）
20 コロンビア大学（http://cpmcnet.columbia.edu/dept/sph/popfam/amdd/）
21 南アジア：アフガニスタン、バングラデシュ、ブータン、インド、ネパール、パキスタン、スリランカの７カ国。ア

フリカ：ベナン、チャド、ギニア、マリ、ウガンダの５カ国。出所：UNICEF“UNICEF and Emergency Obstetric
Care”（http://www.unicef.org/health/facts_obstericcare.html）

WHO
・家族計画
・安全な母性
・生殖器系疾患と性感染
症
・危険な中絶予防
・ジェンダー
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（ICPD Programme of Action）の達成に貢献するため、RHRは科学的根

拠に基づき、リプロダクティブヘルスの研究とプログラム開発に取り組ん

でいる。2002－2003年度のWHO総歳入２億2226万米ドルのうち、RHRの

予算は6730万米ドルである22。

RHRにおいて５つの主要なプログラムは、①家族計画、②安全な母性、

③生殖器系疾患と性感染症、④危険な中絶を予防する、⑤ジェンダー問題

とリプロダクティブライツ、がある。図A２－１は分野ごとにプログラム

予算をパーセントで表したものである。上記の主要なプログラムの合計予

算は、RHR総歳入の60％を占めている。

２－４－２　WHOのリプロダクティブヘルス援助政策

WHOとRHRはリプロダクティブヘルスに関し、以下の４つの開発戦略

を提言している。

・貧困人口における過剰な産前産後死亡率、疾病率、障害発生率を減少

させる。

図A２－１　分野別RHRプログラム予算、2002-2003 

家族計画　15%

プログラム管理�
8%

技術活動�
5%

技術協力�
（リプロダクティブヘルス調査）�

15%

技術協力　5%

ベストプラクティスの向上�
3%

調査の調整　2%

モニタリングと評価�
2%

ジェンダー問題と�
リプロダクティブライツ�

3%

危険な中絶の予防�
6%

生殖器系疾患と性感染症�
9%

安全な母性　27%

出所：WHO（2002）

22 WHO（2002）“Reproductive Health and Research（RHR）Programme Budget 2002-2003”
（http://www6.who.int/metadot/index.pl?id=1950&isa=Item&op=download）
この部分の記述は、記載がない限り同文書より引用している。
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・環境、経済、社会、行動に関わる健康被害のリスクを減らし、健全な

ライフタイルを促進する。

・正当なニーズと価格に応えられる保健システムを構築する。

・保健セクターに関する制度・政策づくりと社会経済、環境、開発政策

に呼応する効果的な保健政策の促進。

２－４－３　WHOのリプロダクティブヘルスにおける協力例

（１）ライツ・ベースド・アプローチ（Rights-Based  Approach）23

ライツ・ベースド・アプローチとは、WHOがハーバード公衆衛生学部

の協力を得て、妊産婦死亡率削減プロジェクトに人権の視点を組み込み、

パイロットプロジェクトとして国家的規模で進めている試みである。国家

レベルでの人権配慮への取り組みが、母性保護に対する政治的コミットメ

ントやマルチ・セクターにおける理解を深め、妊産婦や乳幼児の保健サー

ビスへのアクセスとケアの向上を期待するものである。2001年、WHOは

モザンビークの母性保護イニシアティブ（Making Pregnancy Safer

Initiative）において、人権の視点を取り入れた国家妊産婦・周産期死亡

率／罹患率削減戦略実施プラン（The National Maternal and Perinatal

Mortality and Morbidity Reduction Strategy and Operational Plan）を策

定した。当国保健省とWHOのほか、UNFPA、UNICEF、世界銀行やドナ

ー援助機関で結成されたパートナーシップにより、法令、政策、規制面が

見直され、人権に配慮した実行プランが作られた。

（２）リプロダクティブヘルスのケア向上戦略アプローチ（The Strategic

Approach to Improving Quality of Care in Reproductive Health

Services）24

新しい避妊法、診断技術、治療法を導入することが、必ずしも効果的な

結果に結びついていないという反省から、WHOは戦略アプローチ（The

Strategic Approach）を進めている。現在使われている、もしくは入手可

能な技術を改善していくことや、社会文化的にふさわしくない、医療的に

安全でない技術を排除する、といったアプローチが必要である。1993年よ

り、11カ国25がこのアプローチを実践している。家族計画において、適切

な避妊法の選択から始められたアプローチであるが、現在では他のリプロ

ダクティブヘルス分野に応用されている。戦略アプローチには次の３つの

23 WHO“Gender and Reproductive Rights”（http://www.who.int/reproductive-health/gender/country.html）
24 WHO“The Strategic Approach”（http://www.who.int/reproductive-health/strategic_approach/index.htm）戦略ア

プローチの方法論の詳細は同ホームページを参照のこと。
25 ibid. 11ヵ国は、ボリビア、ブラジル、ブルキナファソ、チリ、中国、エチオピア、ラオス、ミャンマー、南アフリ

カ、ベトナム、ザンビアである。
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特徴がある。

①３つの段階（Three Stages of Work）

戦略査定（Strategic Assessment）、アクション・リサーチ（Action

Research）、スケーリング・アップ（Scaling-Up）の段階を経て、政

策とプログラム立案に必要な情報を収集する。

②システムズ・フレームワーク（Systems Framework）

ユーザー（Users）、医療技術（Technologies）、保健医療サービス

（Services）の３つの観点に関する現状を、社会、文化、宗教面を考

慮しながら理解を深め、具体的なプログラム立案を行う。

③参加型プロセス（Participatory Process）

プログラム責任者、政策立案者、女性の健康に関する代弁者、コミュ

ニティリーダー、リプロダクティブヘルスにおける受益者などが協力

し合い、決定していく参加型のプロセスを伴う。

（３）リプロダクティブヘルス・ライブラリ

WHOでは「リプロダクティブヘルス・ライブラリ（Reproductive

Health Library: RHL）」という、オンライン図書館26を運営している。

RHLでは、途上国におけるリプロダクティブヘルス問題を、「科学的根拠

に基づく方法（evidence-based）」で解決するための、世界中のベスト・

プラクティス事例を紹介している。これらデータは毎年更新され、途上国

各国のリプロダクティブヘルス関係者に重要な情報ソースとして利用され

ている。

２－５　国際家族計画連盟（IPPF）

２－５－１　IPPFとリプロダクティブヘルス

IPPF（International Planned Parenthood Federation）は、英国に本拠

を置き、世界180カ国において家族計画およびリプロダクティブヘルス推

進のための活動を行っている世界最大の非政府組織で、156カ国において、

139の家族計画協会（Family Planning Association: FPA）が加盟してい

る27
　

。IPPFは国連の第一カテゴリー諮問機関の指定を受けており、

UNFPA、UNICEF、WHO、世界銀行などの国連・国際機関、ボランティ

ア団体とも密接に協力して、リプロダクティブヘルス、母子の健康と福祉、

26 WHO（http://www.who.int/reproductive-health/rhl/）
27 IPPF“Corporate Brochure”（http://www.ippf.org/about/corporatebrochure/index.htm）リプロダクティブヘルス

援助政策（２－５－２）も記述がない限り同ホームページを参照した。

IPPF
・若者への支援
・安全な母性
・HIV/エイズ
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家族計画、HIV/エイズ対策、移民・難民支援に取り組んでいる。

IPPFの活動資金の65％は各国政府からの援助である。2002年度の総歳

入は9340万米ドル（2001年度は8030万米ドル）で、4460万米ドルがFPAへ

の支出であった（2001年度は5570万米ドル）28。日本政府からの無償援助額

は1470万米ドル（2001年度は1820万米ドル）であった。2002年度総歳入の

うち、アフリカFPA向け支援が1700万米ドルで最も多く（2001年度は2090

万米ドル）、次いで南アジアの830万米ドル（2001年度は1130万米ドル）で

あった。東南アジアと環太平洋諸国、アラブ諸国へは、それぞれ410万米

ドル、450万米ドルであった。

２－５－２　IPPFのリプロダクティブヘルス援助政策

・若者への支援

若者の参加がIPPF事業の中心アプローチである。若者に、性について

話し合う機会、エイズ・性感染症に関して正しい知識を得る機会、カウン

セリングや避妊用具配布など様々なリプロダクティブヘルス・サービスを

利用できる機会を提供している。

・安全な母性

妊産婦死亡と出産のリスクを抑えるため、専門技術者立ち会いのもとで

の出産に力を入れている。産前産後のサービス強化として、妊産婦ケアと

カウンセリングへのアクセス向上に取り組んでいる。また、危険な中絶防

止のため、家族計画や避妊法の指導も行っている。

・HIV/エイズ29

IPPFはHIV/エイズを含む性感染症（STI）予防対策を、リプロダクテ

ィブヘルス・プロジェクトに取り入れている。住民の参加、とりわけ男性

のHIV・エイズ・性感染症に対する理解や認識を高めることと、性活動が

活発な若者への啓発活動を重点にしている。また、性感染症の早期発見が

HIV感染予防に役立つとして、費用対効果の高いSTI診断・治療に力を入

れている。

２－５－３　IPPFのリプロダクティブヘルスにおける協力例

明確で信頼できる性と生殖に関する情報を提供するため、IPPFは英国

BBCと家族計画協会（FPA）と連携し、セックスワイズ教育プロジェクト

（the Sexwise Education Project）の一環としてセックスワイズ・ラジ

オ・イニシアティブを立ち上げた30。1996年に開始して以来、ラジオ番組

28 IPPF（2003）“Financial Statements 2002”（http://www.ippf.org/about/pdf/financ02.pdf）
29 IPPF“STDs/HIV/AIDS prevention and reproductive health”（http://www.ippf.org/pubs/factcard/

five.htm）
30 BBC“Project Overview”（http://www.bbc.co.uk/worldservice/sci_tech/features/health/sexwise/project_ov.shtml）
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と付随する教材は22カ国語に翻訳され、6000万人の聴衆が世界中の途上国

にいる。内容はHIV/エイズや性感染症をはじめ、避妊法、中絶、FGC31な

ど多岐にわたり、ラジオだけでなく、本やホームページ32でも情報を提供

している。このプロジェクトには、英国国際開発省（Department for

International Development: DFID）、米国国際開発庁（The United States

Agency for International Development: USAID）、カナダ国際開発庁

（Canadian International Development: CIDA）などの外国政府援助機関

のほか、UNICEFなどの国連機関、財団や大学などが資金援助している。

２－６　米国国際開発庁（USAID）

２－６－１　USAIDとリプロダクティブヘルス

USAIDは196 5年に人口・リプロダクティブヘルスプログラム

（Population and Reproductive Health Program）を立ち上げた。このプロ

グラムの方針には次のようなものがある33。①ハイリスクな出産を防ぎ、

女性の健康を守る、②次の妊娠までの間隔を十分とり、子どもの健康を守

る、③情報提供、カウンセリング、コンドーム配布などによりHIV/エイ

ズを防ぐ、④望まない妊娠を防ぎ、中絶を抑制する、⑤女性が教育を受け

る権利、働く権利、社会活動に参加する権利をサポートする、⑥人口増加

を抑制し環境悪化を防ぐ。1973年以来、USAIDは「中絶」が家族計画の

一方法であることを違法とし、中絶に関する協力支援を一切していない。

USAIDの2004年度予算は次の4分野を重点柱としている。①「民主化、

紛 争 予 防 と 開 発 救 援 （ Democracy, Conflict and Humanitarian

Assistance）」、②「経済成長、農業と貿易（Economic Growth,

Agriculture and Trade）」、③「世界保健（Global Health）」、④「世界開

発同盟（Global Development Alliance）」。そのうち、「世界保健」分野へ

の2004年度の予算は主にChild Survival and Health（CSH）より割り当て

られ、予算総額34は14億9500万米ドル（2003年度は15億5000万米ドル、

2002年度は14億6800万米ドル、）である。このうち家族計画/リプロダクテ

ィブヘルスプログラムへは４億2500万米ドルの予算が組まれている（表A

２－１参照）。これは2002、2003年度と同額を維持しており、HIV/エイズ

に次ぐ予算額となっている。

USAID
・多産を抑制するため、
男女区別なく自発的な
避妊法の促進。
・望まない妊娠を予防
し、母子保健を促進す
る。
・世界の人口安定化。

31 FGC: Female Genital Cuttingの略。４～10歳または思春期前の女児の性器のすべて、または一部を剃刀などで切除す
ること。

32 BBC“The Sexwise Guide”（www.bbc.co.uk/worldservice/sexwise）
33 USAID“Population”（http://www.usaid.gov/pop_health/pop/）USAIDの記述は記載がない限り同ホームページを

参照した。
34 USAID“Program Highlight”（http://www.usaid.gov/pubs/cbj2003/highlights.html）および

（http://www.state.gov/documents/organization/17225.pdf）を参照した。2001、2002年度は実績（actual）、2003、
2004年度は予算要求時の要求額（request）である。
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２－６－２　USAIDのリプロダクティブヘルス援助政策

1965年に家族計画プログラムを開始して以来、いずれも戦略的に重要な

地域にある多くの国々で実施されてきた35。人口・リプロダクティブヘル

ス分野の援助政策として、USAIDは次の目標をサポートしている。

・多産を抑制するため、男女区別なく自発的な避妊方法を促進する。

・望まない妊娠を抑え、母子保健を促進する。

・世界の人口を安定化させる。

２－６－３　USAIDのリプロダクティブヘルスにおける協力例

USAIDはモロッコとブラジルへ30年以上リプロダクティブヘルス関連

プログラムを実施してきたが、近年支援の規模を縮小し、現地政府が引き

継いで活動を行っている成功例として紹介されている36。例えば、モロッ

コでは1983年に比べ、女性の近代的避妊法の使用率が倍の49％に増加した。

また、合計特殊出生率が3.1人、妊産婦死亡数も年1500人とそれぞれ半減し

た。活動内容の例として、ブラジルでのプログラムでは、家族計画サービ

スの提供、ヘルスワーカーの研修事業、人口統計研究の実施、リプロダク

ティブヘルスケアにおける官民の商業セクターによる協力などが実施され

てきた。以下に、エジプトでの事例37を取り上げる。

・エジプト人口・家族計画Ⅳ

総コスト：9000万米ドル

プロジェクト期間：1997～2001年

1978年以来、USAIDはエジプトにおける家族計画プロジェクトに総額

１億8000万米ドルの支援を行ってきた。結果として、エジプトにおける避

妊実行率が、1980年の24％から、2000年には56％まで上がり、合計特殊出

表A２－１　USAID2004年度「世界保健」分野予算要求額内訳

分野内訳

HIV/エイズ

家族計画/リプロダクティブヘルス

母子保健

その他感染症

保健分野全体（Global Health）（CSHのみ）

合計予算額（百万米ドル）

790

425

285

104

1,495

出所：USAIDホームページ Summary of USAID Fiscal Year 2004 Budget Request 

35 50カ国以上を支援してきた。（http://www.usaid.gov/pop_health/pop/countries/index.html#Map2）
36 USAID“USAID’s Population Assistance Program: Overview and Accomplishments”
（http://www.usaid.gov/pop_health/pop/publications/docs/usaidpop.pdf）

37 USAID Egypt,“Success Stories”（http://www.usaid-eg.org/detail.asp?id=142）,“Programs”（http://www.usaid-
eg.org/detail.asp?id=14#fp）,“Health and Population Projects in Detail”（http://www.usaid-eg.org/detail.asp?id=15）
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生率が5.3人から3.5人へ減少した。USAIDはエジプト政府と連携し、2016

年までに避妊実行率を74％、合計特殊出生率を2.05人にすることを目標に

継続的支援を行っている。具体的な活動内容としては；

・保健・人口省（Ministry of Health and Population: MOHP）：医療技

術者の技術水準の向上、カウンセリングやケアの質の改善、運営管理

システムの強化

・国家人口協議会（National Population Council: NPC）：戦略的計画策

定、人口統計や政策研究の促進、モニタリングや評価の強化

・情報省（Ministry of Information）：テレビ、ラジオによる全国的な家

族計画に関する広報活動、コミュニティレベルでの情報提供

その他、家族計画サービスを行っている研究機関、NGO、民間団体への

サポートや、国立の医学校では、家族計画／リプロダクティブヘルス関連

の研修課程を設けるなどの支援を実施した。

２－７　英国国際開発省（DFID）

２－７－１　DFIDとリプロダクティブヘルス

2001/02年度の二国間援助総額は約15億600万ポンド（2000/01年度は総

額約14億1500万ポンド）であった。配分可能な二国間援助総額（Total

Allocable by Sector）約９億6300万ポンドのうち、保健・人口セクター

（Health and Population）38に占める金額は約1億8900万ポンド（約20％）で

あった39。DFIDは世界20カ国以上の国々を支援しているが、そのうち、ア

ジア・アフリカ地域への援助割合がほぼ同じで、約39％をそれぞれ占めて

いる。次いで中南米地域に約５％となっている。HIV/エイズ対策を含む

リプロダクティブヘルスへの援助額は年間約8000万ポンドであり（内訳割

合は表A２－２参照）、DFIDの保健分野における最優先課題となっている。

また、リプロダクティブヘルス分野への多国間援助として、WHO、

UNFPA、UNAIDSなどの国連機関やIPPFなどの国際NGOへの資金援助を

行っている。

DFID
・HIV/エイズ啓発
・望まない妊娠予防
・避妊具（薬）へのアク
セス向上
・若者への支援

38 リプロダクティブヘルスは保健・人口部（Health and Population Department: HPD）が担当している。
39 DIFD 金額、割合に関しては、“Main Tables”（http://www.dfid.gov.uk/sid2002/）およびSummary Tables
（http://www.dfid.gov.uk/sid2002/）参照。

表A２－２　DFIDの予算内訳割合（対二国間援助）

リプロダクティブヘルスと性の健康

ヘルスセクター／システム開発

環境と健康

子どもの健康

傷病と障害

32％

32％

15％

12％

9％

出所：“What are DFID’s Health Priorities?”（http://www.dfid.gov.uk/）
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２－７－２　DFIDのリプロダクティブヘルス援助政策

DIFDのリプロダクティブヘルス政策は、1994年の国際人口開発会議

（ICPD/カイロ会議）40の戦略目標が達成されるように支援している。この

ため、DFIDは他のドナー機関、国際機関、民間セクターとの連携を強化

している。リプロダクティブヘルス関連の具体的な活動内容は以下の点を

強調している41。

・HIV/エイズ：国際問題の優先課題としてパートナー協力に取り組む、

若者への啓発活動重視、貧困層やハイリスク集団への情報提供やサー

ビスへのアクセス改善、ワクチン研究や技術開発など知的共有財産の

向上。

・妊娠（Pregnancy）：WHOの母性保護イニシアティブ（Make

Pregnancy Safer）を例に、安全な母性に関わる試みをサポートする、

妊婦が必要な時に十分なケアを受けられるように、輸送手段やレファ

ラル体制の整備、保健機材、薬剤、専門技術者の確保。

・避妊法の選択（Contraceptive Choices）：UNFPAの事業を中心に、

貧しい人々にもアクセス可能な質の高い避妊用具やサービスを提供す

る、入手可能な避妊法の選択肢を増やす。

・若者（Young People）：すべての若者が質の高い、信頼できる保健情

報やサービスにアクセスできるように取り計らい、彼らをHIV感染、

望まない妊娠、危険な中絶、その他の性と生殖に関わる問題を予防す

る。

２－７－３　DFIDのリプロダクティブヘルスにおける協力例

（１）学術機関との連携

人口とリプロダクティブヘルスプログラム（the Population and

Reproductive Health Programme）はDFIDが資金援助し、ロンドン大学

衛生・熱帯医学校とリバプール熱帯医学校との連携で行っている４年間の

リプロダクティブヘルスに関する研究プログラムであり、次の２つを目標

としている。

・途上国において、質の高い、様々なリプロダクティブヘルスサービス

を提供する。

・より良い保健ケアを提供し、生殖に関する選択の幅を広げることによ

り、女性の地位向上を促進する。

40 1994年９月にエジプトのカイロで開催された。世界の人口問題と開発には、人口の約半分である女性の視点を取り入
れるべきであり、そのために、女性のエンパワーメントが鍵であるとした。この会議はリプロダクティブヘルスの概
念を世界中に広めた。

41 DFIDホームページ“Beyond ICPD+5”（http://www.dfid.gov.uk/）
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主な活動内容42としては、①アクション・オリエンテッド・リサーチ

（Action-Oriented Research）、②研究・評価方法の開発（Development of

Improved Research Methods and Indicators）、③同プログラムで得た結

果の公表（Dissemination of the Results of the Programme）、④研修と技

能移転（Training and Skills Transfer）、を行っている。

（２）マラウイ政府の性とリプロダクティブヘルス協力支援

DFIDのDepartmental Report 200343によると、マラウイ政府の「性とリ

プロダクティブヘルスプログラム（Sexual and Reproductive Health

Programme）」への支援は累計で4600万ポンドに上る。このプログラムの

目的は、性感染症予防と治療および家族計画サービスへのアクセス改善、

利用率の向上、費用対効果の高いサービスの提供である。活動内容は、コ

ンドームを含む避妊具（薬）、性感染症治療薬、HIVや性感染症テストキ

ットなどの配布や開発である。また、現地のNGOを通じた若者や貧困層へ

のリプロダクティブヘルスに関する啓発活動や、サービスへのアクセスの

向上に努めている。さらには、安全な母性（Safe Motherhood）プロジェ

クトとして、妊産婦の死亡率や疾病率を低減する活動に取り組んでいる。

２－８　カナダ国際開発庁（CIDA）

２－８－１　CIDAとリプロダクティブヘルス

CIDAはMDGsの保健目標（乳幼児死亡率と妊産婦死亡率の低減など）

を支持している。CIDAのODA優先プログラムは次の６項目44に分かれて

いる、①ベーシック・ヒューマン・ニーズ（Basic Human Needs: BHN）、

②平等な性（Gender Equality）、③基盤整備事業（Infrastructure

Services）、④人権・民主化・良い統治（Human Rights、 Democracy、

and Good Governance）、⑤民間セクター開発（Private Sector

Development）、⑥環境（Environment）である。

CIDAのリプロダクティブヘルス支援は、上述のBHNプログラムに含ま

れる。CIDAは2000年９月に、今後５年間の行動枠組みを示した指針文書

「CIDAの社会開発優先課題」（CIDA’s Social Development Priorities: A

framework for action）を発表し、BHNの優先課題は「保健と栄養」、「基

礎教育」、「ＨＩＶ/エイズ」、「子どもの保護」の４分野である。５年間で

42 同プログラムの活動の詳細は、 DFID（2003）International Health Matters, Issue 1.を参照。
43 DFID（2003b）Chapter 3「Department for International Development：Department Report 2003」
44 CIDA“Program Priorities”（http://www.acdi-cida.gc.ca/cida_ind.nsf/8949395286e4d3a58525641300568be1/

45a01fda4e06682f852567ed006b86ba?OpenDocument）

CIDA
・性感染症対策とリプロ
ダクティブヘルス支
援：男女の区別なく、
特に若者に焦点

安全な母性：
緊急産科ケア、地域ケア
やレファラル体制の強化



－110－

開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

総額28億1100万カナダドルが計上されている（表A２－３参照）。「保健と

栄養」課題は、「家族計画とリプロダクティブヘルス・ケア」のほか、「プ

ライマリー・ヘルスケア（PHC）」、「食料と栄養」、「水と衛生」を扱って

いる。

２－８－２　CIDAのリプロダクティブヘルス援助政策

2001年11月に発表された、「保健と人口」分野におけるCIDAの行動計画

（CIDA’s Action Plan on Health and Population）によると、開発途上国に

おける死亡率と疾病罹患率の主な原因のひとつに、不十分なリプロダクテ

ィブヘルスを挙げている。効果的なリプロダクティブヘルス・プログラム

は、男女の区別なく、特に若者に重点を置くべきであるとしている。リプ

ロダクティブヘルス・サービスへのアクセス向上は、同時にHIV/エイズ

拡大抑制にもつながるとしている。具体的な行動計画としては、より効果

的で安価な避妊法の提供や性感染症予防法の研究開発を行う。「安全な母

性」については、産前のケア（栄養や病気の改善）、専門技術者立ち会い

の も と で の 出 産 や 緊 急 産 科 ケ ア 、 コ ミ ュ ニ テ ィ に お け る ケ ア

（Community-based care）、レファラル体制整備などを強化する45。

２－８－３　CIDAのリプロダクティブヘルスにおける協力例

（１）パキスタン地域リプロダクティブヘルス・プロジェクト

（Community-Based Reproductive Health in Pakistan）46

CIDA支援額：360万カナダドル

プロジェクト期間：2000～2004年

表A２－３　CIDAの社会開発優先課題予算配分
（1999/2000年度～2004/2005年度）

保健と栄養

基礎教育

HIV/エイズ

子どもの保護

その他BHN関連

多国間援助

５年間総額

43.2％

19.7％

9.6％

4.3％

17.6％

5.6％

100.0％

1,213

555

270

122

494

157

2,811

出所：CIDA’s Social Development Priorities: A Framework for Action 2000
（http://www.acdi-cida.gc.ca/framework.htm）

45 CIDA“CIDA’s Action Plan on Health and Population”（http://www.acdi-cida.gc.ca/cida_ind.nsf/
b2a5f300880e7192852567450078b4cb/849f06880142436285256a330069ad99?OpenDocument）

46 CIDA“Pakistan Projects”（http://www.acdi-cida.gc.ca/CIDAWEB/webcountry.nsf/VLUDocEn/Pakistan-Projects）

（単位：百万カナダドル）
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村落６カ所を拠点として、女性の家族計画とリプロダクティブヘルス・

サービスへのアクセス向上を目的としている。産婦人科と性感染症に対し

て知識・経験を持つ医師、性教育の実績あるカウンセラー、産前看護を専

門としているヘルスワーカーなどがチームを組んでサービスを提供してい

る。地域の家族計画協会（FPA）のプログラムに統合し、パキスタン政府

の設備を通じたサービスの需要が高まっている。性とリプロダクティブヘ

ルスに関する理解が増し、危険な妊娠（年齢・出産間隔）の低減、結婚前

の女性の保健サービスへのアクセス向上、HIV/エイズを含めた性感染症

罹患率の低減などが期待されている。

（２）汎アフリカ・プログラム（Pan-Africa Program）47

CIDAが行っている地域プログラムのひとつに、汎アフリカ・プログラ

ムがある。このプログラムはアフリカ主導の開発を目的として、アフリカ

の共同体・機関の強化を図るものであり、カナダがドナーとしては初めて

の試みである。キャパシティ・ビルディングは、国家間・地域間をまたぐ

HIV/エイズや環境破壊などの開発問題に対応するには必要不可欠である

としている。具体的には、地域エイズ研修ネットワーク（Regional AIDS

Training Network）へ500万カナダドル、西アフリカにおけるHIV/エイズ

対策（Support for the Fight against HIV/AIDS in West Africa）へ3500

万カナダドル、など2001年には計42プロジェクトへの支援を行った。同プ

ログラムは国連機関やNGOとのパートナーシップを持ち、CIDAのアフリ

カ・中近東地域への予算の8.8％を占める総額2340万カナダドルの支援実績

がある。

47 CIDA“Pan-Africa Program”（http://www.acdi-cida.gc.ca/cidaweb/webcountry.nsf/vall/
7369DF1E1E0E9C1C85256BB40054C57D?OpenDocument）
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次ページの基本チェック項目は、リプロダクティブヘルス問題の現状や

課題を理解するために用いられる指標のうち、代表的なものである。これ

らのデータを参照するには、国連機関から出された各報告書が主要な参考

資料となる。リプロダクティブヘルスの現状を正確に知るためには、この

ほかにも様々な保健指標や国際協力を始めるにあたって把握しておくべき

経済・社会的要因などが多く存在する。ここでは、援助を実施する際に必

要とされ、重要なものに限定して提示している。個別案件を実施する際に

は、対象国や地域、機関に応じたより詳細な調査項目が必要である。各国

政府の統計局や保健省がホームページなどで公開している場合もある。

データの経年比較や国別比較などを通じた分析を行う際には、指標の定

義、年度、カバーする範囲、データ収集方法などに留意する必要がある。

わが国のように出生・死亡の登録制度が完備している国と比較すると、多

くの開発途上国では衛生統計の信頼性が低い。従来発表されている保健衛

生関連統計は、主として病院における実態調査が多い。しかし、多くの住

民は医療施設や医療サービスの得られない地方に住んでいることから、こ

れらの統計はすべて実数よりも少なく報告されていると考えるべきであ

る。

基本チェック項目のうち４から10は、1997年にUNICEF、WHO、

UNFPAが定義した「妊産婦ケアのサービスに関わるプロセス指標」48であ

る。このような指標が定義された背景には、「途上国において、妊産婦死

亡率（MMR）指標を正確に測ることが非常に困難で現実的でない」こと

が長年問題になっていたことにある。ただし、これらプロセス指標の限界

は、データ入手ソースが非常に限られており、国連関連組織で入手・公開

できる状態には未だなっていない。各国で個別にデータを持っているか、

学術研究としてある特定の国や地域で行われたデータが存在している程度

であるのが現状である。

付録３．基本チェック項目（リプロダクティブヘルス）

48 UNICEF, WHO and UNFPA（1997）
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チェック項目／指標 単位 計算方法 備　　　　　考

1
栄養不良の５歳未満児の比率
Underweight Children under age-five

％
低体重にある子どもで、年齢相応の体重をもつ基準集団の体重の
中央値からの標準偏差がマイナス2以下のもの。

4
基本的緊急産科ケア可能施設数
Amount of Basic EmOC services
available

基本的な緊急産科ケアに対応できる施設数。最低でも、人口50万
人に対し、４つの基本的緊急産科ケア可能施設が存在することが
望ましいとされている。

5
包括的緊急産科ケア可能施設数
Amount of Comprehensive EmOC
available

帝王切開や輸血ができる設備を備えた医療施設。最低でも、人口
50万人に対し、ひとつの包括的緊急産科ケア可能施設が存在する
ことが望ましいとされている。

6
緊急産科ケア施設の地理的分布
Geographical distribution of EmOC
facilities

％
緊急産科ケアを提供できる医療施設の分布。100%のサブ・ナショ
ナルレベルにおいて、基本的および包括的緊急産科ケア可能施設
が存在することが望ましいとされている。

7
緊急産科施設における出産の割合
Proportion of all births in EmOC
facilities

％
すべての出産のうちの、緊
急参加ケア可能施設におけ
る出産が占める割合。

最低15％が望ましいとされている。「妊産婦に合併症が起こりう
る割合はおよそ15％である」というWHOによる推定に基づいてい
る。

8
合併症を持つ産婦の緊急産科ケア出産
割合
Met need for EmOC services

％
合併症を持つ妊産婦のうち、
緊急産科ケア可能施設にお
いて出産した妊産婦の割合

100％の合併症を持つ妊産婦が医療施設で出産することが望まし
いとされている。

9
帝王切開率
Cesarean section as a percentage of all
births

％
すべてのお産に対する帝王
切開実施割合。

WHOは、「自然な帝王切開率」をミニマムで5％、マキシマムで
15％と定め、これを大幅に超えるような帝王切開率が実施されて
いる国々は、「周産期ケアに関して、不必要な医療介入が実施され
ており、妊婦の心身に悪影響を及ぼすばかりでなく、国の保健財
政を圧迫している」と警告を鳴らす。特に中南米諸国においてこ
の指標は高い。

10
妊娠・出産による合併症の死亡率
Case fatality rate

％

医療施設を受診した合併症
を持つ妊産婦のうち、医療
施設において亡くなった割
合。

最高で１％が望ましいとされている。現在のところ、妊産婦が妊
娠合併症で死亡したかどうかは医療施設でしか判断できないため、
「医療施設を受診した合併症を持つ妊産婦のうち、医療施設におい
て亡くなった割合」としている。

11
妊産婦死亡率
Maternal Mortality Rate: MMR

人 妊産婦死亡/出産数×100,000

出生10万に対する妊産婦死亡（直接産科的死亡と間接産科的死亡
の和）の割合を示す。

13
周産期死亡率
Perinatal Mortality Rate

胎児死亡数＋早期新生児死
亡数/出生数×1,000

妊娠満28週以降の死産と生後１週未満の早期新生児死亡の１年間
の出生1,000に対する割合。

12
妊娠関連死亡比
Pregnancy-related Death Ratio

妊娠・分娩・産褥中の死亡を統合していう場合に用いられ、妊産
婦死亡とほぼ同義語と考えられる。

2
合計特殊出生率
Total Fertility Rate: TFR

人
出産年齢の15～49歳の女子
について、年齢別の出生率
を合計して算出する。

女子が生涯に産む子どもの数の平均値と考えることができる。

3
15-19歳の少女1,000人当たりの出生数
Births per 1,000 women aged 15-19

人 ティーンエイジの妊娠状況を測る指標

基本チェック項目（リプロダクティブヘルス）

14
専門技能者の立ち会いの下での出産
% of Births Attended by Trained Health
Personnel

％

適切な技術を有する保健要員または立会人ーすなわち医師（専門
医またはそれ以外の医師）および/または通常分娩だけではなく産
科合併症の診断・処置ができる助産技能を有する者の立ち会いの
下での出産の割合。

15
早期新生児死亡率
Early Neonatal Mortality Rate

早期新生児死亡数/出生数×
1,000

生後７日（168時間）未満の児死亡を早期新生児死亡と定義し、
１年間の出生1,000に対する１年間の生後７日未満の死亡数（早期
新生児死亡数）の比で表現したもの。

16
新生児死亡率
Neonatal Mortality Rate

28日以内の新生児死亡数/出
生数×1,000

生後28日未満の児死亡を新生児死亡と定義し、１年間の出生
1,000に対する1年間の生後28日未満の死亡数（新生児死亡数）の
比で表現したもの。

17
乳児死亡率
Infant Mortality Rate

１年未満の乳児死亡数/出生
数×1,000

生後１歳未満の児死亡を乳児死亡と定義し、１年間の出生数1,000
に対する１年間の生後1歳未満の死亡数の比で表現したもの。

18
５歳未満児死亡率
Under 5 Mortality Rate

５歳未満児死亡数/出生数×
1,000

生後５歳未満の児死亡を５歳未満児死亡と定義し、１年間の出生
1,000に対する１年間の５歳未満の死亡数の比で表現したもの。

19
近代的避妊法実行率
Contraceptive Prevalence/Modern
Methods

％
避妊法を用いた人口/調査対
象者

既婚で出産可能年齢の女性（15-49歳）またはその夫が、近代的避
妊法を用いている率。近代的避妊法には、男女の不妊手術、IUD、
ピル、注射、ホルモン剤埋め込み法、コンドーム、女性用のバリ
ア法などがある。調査対象人口の年齢を15-49歳までに統一してい
る。

20
１歳児麻疹予防接種率
One-Year-Old Fully Immunized against
measles

％ １歳未満で麻疹の予防接種を行うことが推奨され、その接種率。

（リプロダクティブヘルス関係）
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開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

チェック項目／指標 単位 計算方法 備　　　　　考

21
出生前のケアが行われている比率
Antenatal Care Coverage

％
15-49歳の女性が妊娠中に最低一度でも医療専門技術者（医師、看
護師、助産師）の診察を受けた割合。

22
0-49歳のHIV/エイズ感染者数
Estimated Number of People Living with
HIV/AIDS, Adults and Children, 0-49

人

調査地域（国）の高位推計
値と低位推計値の間の平均
値をとる。

0-49歳までの大人と子どもを合わせたHIV/エイズの感染者数。

23
0-14歳のHIV/エイズ感染者数
Estimated Number of People Living with
HIV/AIDS, Children, 0-14

人 0-14歳の子どものHIV/エイズ感染者数。

24
15-49歳のHIV/エイズ感染者数
Estimated Number of People Living with
HIV/AIDS, 15-49

人 15-49歳のHIV/エイズ感染者数。

25
15-49歳のHIV/エイズ感染率
HIV/AIDS Prevalence Rate, 15-49

人
15-49歳のHIV/エイズ感染率。HIV/エイズ感染者数を全人口で割っ
たもの。

26
15-24歳のHIV感染率（男女別）
HIV Prevalence Rate, M/F, 15-24

％
男女間の感染率に差があるのは、女性のほうが身体的理由からも
社会的理由からもHIV/エイズにかかりやすいことを反映している。
また、性関係をもつパートナーの間の年齢差にも影響されている。

27
平均寿命（男/女）
Life Expectancy at Birth

歳

出生時（０歳時）の平均余命のこと。生物学的には、男性より女
性の方が長い。しかし一部の途上国（ネパールなど）では女性の
方が短くなっており、女性の社会状況や健康状況が非常に厳しい
状態にあることを示している。

28
改善された水源を利用できる人口
Population with Sustainable Access to
an Improved Water Source

歳
飲み水として次のいずれかの給水設備を使っている人口の割合。
家庭への配管、公共水道、ポンプ式の掘りぬき水場、防護柵また
は覆い付き井戸、防護柵または覆い付き泉、雨水。

29
基礎医薬品を入手できる人口
Population with Sustainable Access to
Affordable Essential Drugs

自宅から１時間圏内にある公共・民間の医療施設または薬局で、
もっとも重要な少なくとも20種類の薬剤を継続的かつ手の届く価
格で入手できる人口の割合。

30
保健医療分野への予算（GDPに占める
割合）
Health Expenditures/Public

% of
GDP

保健医療分野への予算/政府
全体予算

部門やセクターが異なる状況においては、投入額に差が出るため、
国家間比較には注意する必要がある。

31
適切な衛生施設を利用する人の比率
% of Population Using Adequate
Sanitation Facilities

下水または汚水タンクシステムに接続しているトイレ、水洗トイ
レ、簡易トイレまたは換気付き改良トイレなど、適切な衛生施設
を使用している人口の割合。

32
保健医療従事者数
Health Related Worker

人 医師、看護師、助産師、薬剤師、臨床検査技師など。

33
保健医療従事者養成制度
Training System of Health Related
Worker

各職業従事のための方法、資格・学歴など教育制度

34
粗出生数
Crude Birth Rate

人
ある年の人口1000人当たりの出生数の比率。年間の出生数を同年
の年央人口で割ったもの。

35
年平均人口増加率
Population Growth Rate

％ 各国の年平均人口増加率。

36
総人口
Total Population

人 各国の人口の現在の規模

37
推計人口
Projected Population

人 各国の人口の将来規模

38
都市人口の割合
% of Population Urbanized

％ 各国の人口の中の都市人口の比率

39
成人識字率
Adult Literacy Rate

％
15歳以上成人識字者/15歳以
上成人人口

15歳以上で、日常生活に関する短く簡単な文章を、内容を理解し
ながら読み書きできる人の割合。

40
初等教育総就学率
Gross Enrollment Rate in Primary
Education

％
初等教育の在籍児童数/初等
教育学齢人口

就学率には、Gross（総）とNet（純）の２種類がある。総就学率
は、在学者数と学齢生徒数の比であるのに対し、純就学率は、学
齢在学者数と学齢生徒数の比である。総就学率では、遅れて入学
したり、中退・復学、留年によって、本来の年齢よりも高くなっ
た人の数は訂正されずそのまま含まれている。41

初等教育純就学率
Net Enrollment Rate in Primary
Education

％
初等教育学齢の在籍児童数/
初等教育学齢人口

（保健一般）

（基礎統計）

出所：幸田正孝ほか（2001）「保健、医療、福祉の現代用語WIBA（2001年版）」
松本清一ほか（1992）「新・母子保健用語集」1992
UNDP（2002）「人間開発報告書2002」
UNFPA（2003）「世界人口白書2003」
UNICEF（2003）「世界子供白書2003」
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付録３．基本チェック項目（リプロダクティブヘルス）

基本チェック項目を用いた国別比較表

チェック項目／指標

（リプロダクティブヘルス関係）

1
栄養不良の5歳未満児の比率
Underweight Children under age-five

人／1,000
（2001年）

38 27 165 38 5 ��

単　位 ベトナム チュニジア タンザニア ホンジュラス 日　本 出所

2
合計特殊出生率
Total Fertility Rate: TFR

人 2.3 2.2 5.2 3.9 1.4 �

3
15-19歳の少女1,000人当たりの出生数
Births per 1,000 women aged 15-19

人 21 7 120 103 4 �

4
基本的緊急産科ケア可能施設数
Amount of Basic EmOC services available

基準値
４施設／500,000

N/A N/A N/A N/A N/A

5
包括的緊急産科ケア可能施設数
Amount of Comprehensive EmOC available

基準値
１施設／500,000

N/A N/A N/A N/A N/A

6
緊急産科ケア施設の地理的分布
Geographical distribution of EmOC facilities

N/A N/A N/A N/A N/A

7
緊急産科施設における出産の割合
Proportion of all births in EmOC facilities

基準値
15％

6.6 N/A 14.1 N/A N/A

8
合併症を持つ産婦の緊急産科ケア出産割合
Met need for EmOC services

基準値
100％

6.9 N/A 14.6 N/A N/A

9
帝王切開率
Cesarean section as a percentage of all
births

基準値
5－15％

10.6 N/A 3.0 N/A N/A

10
致命率
Case fatality rate

基準値
１％以下

1.0 N/A 3.6 N/A N/A

11
妊産婦死亡率
Maternal Mortality Rate: MMR

人／100,000
（2000年）

125 68 1,408 108 9 �

12
妊娠関連死亡比
Pregnancy-related Death

N/A N/A N/A N/A N/A

13
周産期死亡率
Perinatal Mortality Rate

人／1,000
出産

N/A N/A N/A N/A 5.5

14
専門技能者の立ち会いの下での出産
% of Births Attended by Trained Health
Personnel

％
（2001年）

70 90 36 54 100
��

�

15
早期新生児死亡率
Early Neonatal Mortality Rate

N/A N/A N/A N/A N/A

16
新生児死亡率
Neonatal Mortality Rate

N/A N/A N/A N/A 1.8

17
乳児死亡率（1歳未満）
Infant Mortality Rate

人／1,000
（2001年）

30 21 104 31 3 ��

18
5歳未満児死亡率
Under 5 Mortality Rate

人／1,000
（2001年）

38 27 165 38 5 �

19
近代的避妊法実行率
Contraceptive Prevalence/Modern Methods

％（15-49歳）
（95年以降）

56 51 17 41 53 �

20
1歳児麻疹予防接種率
One-Year-Old Fully Immunized against
measles

％
（2001年）

97 92 83 95 96 ��

21
出生前のケアが行われている比率
Antenatal Care Coverage

％
（95-00年）

68 79 49 84 － �

22
0-49歳のHIV/エイズ感染者数
Estimated Number of People Living with
HIV/AIDS, Adults and Children, 0-49

人
（2001年）

130,000 N/A 1,500,000 57,000 12,000 ��

23
0-14歳のHIV/エイズ感染者数
Estimated Number of People Living with
HIV/AIDS, Children, 0-14

人
（2001年）

2,500 N/A 170,000 3,000 110
��

�

24
15-49歳のHIV/エイズ感染者数
Estimated Number of People Living with
HIV/AIDS, 15-49

人
（2001年）

130,000 N/A 1,300,000 54,000 12,000 �

25
15-49歳のHIV/エイズ感染率
HIV/AIDS Prevalence Rate,15-49

％
（2001年）

0.3 N/A 7.8 1.6 ＜0.1
��

�

26
15-24歳のHIV感染率
HIV Prevalence Rate in young people, M/F,
15-24

％
（男女別）
（2001年）

0.38／0.20 N/A 4.25／9.67 1.44／1.80 0.02／0.04 �*
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チェック項目／指標

（保健一般）

（基礎統計）

27
平均寿命（男／女）
Life Expectancy at Birth

歳
（男／女）
（2002年）

66.9／71.6 70.8／74.9 42.5／44.1 66.5／71.4 77.9／85.1 �

単　位 ベトナム チュニジア タンザニア ホンジュラス 日　本 出所

28
改善された水源を利用できる人口
Population with Sustainable Access to an
Improved Water Source

％
（2000）

77 80 68 88 N/A ��

29
基礎医薬品を入手できる人口
Population with Sustainable Access to
Affordable Essential Drugs

％
（1999）

80-94 50-79 50-79 0-49 95-100 �

30
保健医療分野への予算（GDPに占める割合）
Health Expenditures/Public

％ of GDP
（98-01年）

1.3 2.2** 2.8 6.0 2.6 ��

30
保健医療分野への予算（GDPに占める割合）
Health Expenditures/Public

％ of GDP
（98-01年）

1.3 2.2** 2.8 6.0 2.6 ��

31
適切な衛生施設を利用する人の比率
% of Population Using Adequate Sanitation
Facilities

％
（2000年）

47 84 90 75 N/A ��

32
医師数
Physicians

人／100,000
（90-02年）

52 70 4 83 197 �

33
保健医療従事者養成制度
Training System of Health Related Worker

N/A N/A N/A N/A N/A

34
粗出生数
Crude Birth Rate

人／1,000
（2001年）

20 18 39 31 9 �

35
年平均人口増加率
Population Annual Growth Rate

％
（00-05年）

1.3 1.1 1.9 2.3 0.1 �

36
総人口
Total Population

百万人
（2002年）

81.4 9.8 37.0 6.9 127.7 �

37
推計人口
Projected Population

百万人
（2050年）

117.7 12.9 69.1 12.6 109.7 �

38
都市人口の割合
% of Population Urbanized

％
（2001年）

25 66 33 54 79 �

39
成人識字率
Adult Literacy Rate

％
15歳以上
（男／女別）
（2000年）

96／91 81／60 84／67 78／85 N/A �

40
初等教育総就学率
Gross Enrollment Rate in Primary Education ％

（男／女別）
（95-99年）

110／107 121／115 63／63 96／98 101／101 �

41
初等教育純就学率
Net Enrollment Rate in Primary Education

95／94 99／97 46／48 85／86 100／100 �

出所：UNAIDS（2002）�、UNDP（2003）�、UNFPA（2003）�、UNICEF（2003）�、World Bank（2003）�

*  UNAIDSは高位推計値と低位推計値を出しているが、ここでは高位推計値を掲載した。
** UNFPA（2002）「世界人口白書2002」を参照した。
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付録４．地域別のリプロダクティブヘルスの現状と課題

ここでは、「付録３．チェック項目」で挙げた主な指標を基に地域別の

リプロダクティブヘルスの現状と課題を概観する。なお、UNFPAがリプ

ロダクティブヘルスに関する基本的な統計データをまとめているため49、

主としてそれらデータを用いて地域比較を行う。よって、ここでの地域区

分はUNFPAによる区分50に従い、サブサハラ・アフリカ、アラブ諸国、ア

ジア・太平洋、中南米・カリブ、東欧・旧ソ連諸国（移行経済圏）の５地

域とした。

１．サブサハラ・アフリカ

１－１　指標からみるリプロダクティブヘルスの現状

サブサハラ・アフリカにおける深刻なHIV/エイズ問題や、女性性器切

除（FGC）などの問題はすでに周知のところであるが、それ以外のリプロ

ダクティブヘルスの状況も、表A４－１のとおり世界の平均的状況と比べ

て厳しい状態にある。

付録４．地域別のリプロダクティブヘルスの現状と課題

表A４－１ サブサハラ・アフリカ地域と世界のリプロダクティブヘルス関連指標比較

指　　標

総人口(百万)

2050年人口予想（百万）

都市部の人口比率（％）

合計特殊出生率

避妊実施率

HIV感染率

成人HIV感染者における女性の割合

思春期の妊娠率（千人の15～19歳女
性に対する）

乳児死亡率

成人女性の非識字率（15歳以上）

成人男性の非識字率（15歳以上）

サブサハラ・アフリカ

635.2

1,696.8

33.8

5.6

20％（アフリカ全体）

28.1（百万）
（成人感染率：8.4％）

55%

124

95.8（対1,000出生）

48.0％

31.1％

世　　界

6,134.1

9,323.3

47

2.68

58%

40（百万）
（成人感染率：1.2%）

48%

50

――

――

――

出所：UNFPA（http://www.unfpa.org/africa/demographic.htm）

49 本付録４中のデータに関して特に注釈のないものは、UNFPA（2003a）から引用している。
50 UNFPA（http://www.unfpa.org/worldwide/）

サブサハラ・アフリカの
現状
・若者のHIV感染
・望まない妊娠
・多い妊産婦死亡
・女性性器切除
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開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

また表A４－１中にはないが、世界で発生している妊産婦死亡の過半数

が、世界人口の10％程度しか占めていないサブサハラ・アフリカ地域で起

こっており、同地域においては、16人に１人の女性が、妊娠・出産に関連

する合併症が原因で死亡している51。妊産婦死亡の主な原因は、産前産後

の出血が25％、感染症／敗血症（産褥熱とも呼ばれる）が15％、危険な人

工妊娠中絶が13％、妊娠による高血圧症が12％、難産（obstructed labor）

が８％となっている52。間接的要因として、マラリア、鉄欠乏症、HIV/エ

イズなどがある。当該地域では、助産技術をもつ医療人材（医師・看護

師・資格助産師など）による出産介助の割合が50％以下の国が多く存在し、

特に都市部と比較すると、地方において助産技術をもつ医療人材による介

助率が著しく低い。また、同地域では緊急産科ケアが提供できる医療施設

の数も圧倒的に不足している。

さらにサブサハラ・アフリカにおける低い避妊実施率は、世界一高い合

計特殊出生率に反映されており、同地域の人口は過去40年の間に、世界の

どの地域よりも増加した。現在、同地域における若者（10～24歳）の人口

は全体の約30％を占めることから、エイズ問題による人口減少が多少ある

としても、今後数十年間は、引き続き同地域での人口増加が起こると予想

されている。このような人口増加問題は、「すべての人々のベーシック・

ヒューマン・ニーズを満たす」という基本的開発課題達成をさらに困難な

ものにしている。

サブサハラ・アフリカにおけるHIV/エイズの問題は、単なる健康の問

題でなく、今や深刻な社会問題となっている。とりわけ、若者の間での新

規HIV感染増加は年々深刻になってきており、また若者の若年妊娠や望ま

ない妊娠の問題も、リプロダクティブヘルスの深刻な問題として認識され

ている。それにもかかわらず、社会文化的要因などにより、若者に対する

リプロダクティブヘルス情報やサービスの提供は圧倒的に不足している。

若者は「未婚で複数のパートナーとの性的関係を持っている可能性が高い」

故に、HIV/エイズおよび性感染症対策の視点から見ると「ハイリスクグ

ループ」に分類されるため、早急な対応が必要とされている。

また、一部の国々で行われている女性性器切除（FGM/FGC）を禁止す

るために、当該地域の政府や地域指導者、女性グループや青少年グループ

および保健医療に携わる組織などが継続的な努力を重ねた結果、

FGM/FGCという伝統的慣習が女性のリプロダクティブヘルスにとって極

めて有害であるということが、少しずつ社会的に認識されてきている。国

51 WHO/AFRO “Towards the millennium development goals: advocacy for improved maternal and newborn care.”
（http://www.afro.who.int/drh/safe-motherhood/script-rpm30-mdgs-reduce2.pdf）

52 World Bank “Millennium Development Goals”（http://www.developmnentgoals.org/）
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際機関でもFGM/FGC廃絶のための取り組みが増えてきている。しかしな

がら、FGM/FGCはそれぞれの地域の文化、社会に強く根ざしているため、

容易には廃絶できないものであり今後も多くの努力が必要とされる。

１－２　今後の課題

サブサハラ・アフリカにおけるリプロダクティブヘルスの重要な課題

は、HIV/エイズの対策の強化と、青少年に対するリプロダクティブヘル

ス情報・サービスの充実であると言える。この２つの課題は、相互関係に

ある。HIV/エイズ対策の視点から見ると、同地域における若者の間での

HIV新規感染は上昇しており、現在のHIV新規感染者のほぼ半数は10歳か

ら24歳までの若者であると言われている。この主な原因として、若者のリ

プロダクティブヘルスに関する情報やサービスへのアクセスが不十分であ

ることが挙げられている。また、HIV/エイズに限らず、望まない妊娠や

ジェンダー不公平など若者のリプロダクティブヘルスの問題は、山積して

いる。このような状況に対応するため、UNFPAなどの国連機関、政府機

関、ローカルNGOなどにおいても、若者を「最優先ターゲットグループ」

としてリソースを集中させる戦略を打ち出している。また、妊産婦死亡低

減のためには、助産技術をもつ医療人材の育成とともに、基本的緊急産科

ケアが提供できる医療施設の拡充が急務となっている。さらに、女性性器

切除の慣習を禁止するための啓発活動も、引き続き重要な課題とされてい

る。

２．アラブ諸国

２－１　指標からみるリプロダクティブヘルスの現状

アラブ諸国における最大の問題は世界最高の人口増加率（2.7％）であり、

世界平均1.2％を下回るのはチュニジアのみである。また国家の経済状況と

比較すると、妊産婦死亡率も高く、半数以上の諸国において妊産婦死亡率

は75（対10万出生）を超える。この原因として、地方における助産技術を

もつ医療人材の不足や、基本的緊急産科ケアサービスが提供できる医療施

設の不足、およびアクセスの問題が挙げられる。特にモロッコやイエメン

などにおいては、妊産婦死亡率も220／対10万出生（モロッコ）、570／対

10万出生（イエメン）と高く、その原因のひとつとしてこれら国々におけ

る助産技術をもつ医療人材による分娩が20－30％と低いことが指摘されて

いる。

その他のリプロダクティブヘルスの状況は、1994年のカイロ会議以降少

しずつではあるが改善されてきており、それらは乳児死亡率や平均寿命と

サブサハラ・アフリカの
課題
・HIV/エイズ対策
・青少年リプロダクティ
ブヘルスの推進
・基本的緊急産科ケアサ
ービスの拡充
・地方における、助産技
術を持った医療人材の
育成
・女性性器切除禁止のた
めの啓発

中近東の現状
・高い人口増加率
・ジェンダー不公平
・多い妊産婦死亡
・10代の妊娠
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いった数値にも現れてきている。合計特殊出生率も、世界的にみればまだ

高いレベルにあるものの、過去10年間において徐々に低下してきている。

しかしながら、解決されるべき問題はいまだ山積している。初等教育就学

率や非識字率におけるジェンダー間のギャップは相変わらず大きく、女性

の社会的地位が低い問題が同地域の多くの国において明らかな形で存在し

ている。

女性性器切除（FGM/FGC）についてはアラブ諸国の大半では見られな

いが、エジプトやイエメンの一部では行われている。特にエジプトでは女

性の９割程度がFGM/FGCを受けているとの調査結果もある。また、早期

結婚による10代の妊娠もアラブ諸国における深刻な問題として認識されて

いる。

２－２　今後の課題

この地域における世界最高水準の人口増加率の抑制は世界的課題となっ

ている。特にマグレブ諸国を除くアラブ諸国の人口問題の解決には家族計

画の普及が必要である。

また、妊産婦死亡の深刻な国々においては、助産技術をもつ医療人材を

増やす対策をまず強化するとともに、基本的緊急産科ケアが提供できる医

療施設の拡充も急務である。

その他、ジェンダー間の不公平をなくしリプロダクティブライツを社会

に認知してもらうための啓発活動を推進することである。また、「10代の

若者も自分自身のリプロダクティブヘルスについて責任ある行動をとる必

要がある」ということについて社会を啓発し、若者に対するリプロダクテ

ィブヘルスの情報やサービスを提供していくことも必要とされている。イ

スラム文化圏において、未婚の若者のリプロダクティブヘルスを推進して

いくことは社会文化的に容易なことではないが、同地域の幾つかの国にお

いては青少年リプロダクティブヘルスに関する活動実績が豊富な国もあ

り、このような国の経験を参考にしていくのは効果的であると言える。

さらに増加傾向にあるHIV/エイズやその他の性感染症対策も強化され

る必要がある。

３．アジア・太平洋

３－１　指標からみるリプロダクティブヘルスの現状

アジア・太平洋における人口は、地球人口の約60％を占める。以下同地

域におけるリプロダクティブヘルスの状況は、過去20年の間に大きく改善

されたと言われる。特に、人口増加率、乳幼児死亡率や、平均寿命（現在

中近東の課題
・家族計画普及
・ジェンダーとリプロダ
クティブライツの啓発
・青少年リプロダクティ
ブヘルスの啓発
・地方における、助産技
術を持った医療人材の
育成
・基本的緊急産科ケアの
拡充
・HIV/エイズ対策

アジア・太平洋の現状
・家族計画の成功
・乳幼児死亡率の低減
・自宅分娩による妊産婦
死亡低減の成功例
・ジェンダーギャップ
・多い妊産婦死亡
・HIV/エイズ問題の増加
・10代の妊娠
・女性の人身売買
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同地域の平均寿命は65歳）といった点で大きな改善が見られた。現在アジ

ア地域全般の平均人口増加率は1.3％と、途上国の中では最も低くなってい

る。家族計画普及に関してアジア地域が成功したと言われる理由に、政府

による高いコミットメント、宗教的理由による家族計画に対する抵抗が比

較的少ないこと、および国際社会による財政的・技術的支援などが挙げら

れる。しかしながら、アジア地域内でも地域によっては、いまだにリプロ

ダクティブヘルス関連指標（妊産婦死亡率・乳幼児死亡率など）が改善さ

れていない地域・国や、女性の識字率が男性よりも著しく低い国が多く存

在する。以下、同地域のリプロダクティブヘルス状況を、（１）東南・東

アジア、（２）南・中央アジア、および（３）太平洋地域に分けて概観す

る。

（１）東南・東アジア

東南アジア諸国のうち、カンボジア、ミャンマー、インドネシアなどで

は、妊産婦死亡率はいまだに高いことが問題となっている。例えばインド

ネシアにおいては、過去30年の間に乳幼児死亡率が大きく低減し、また合

計特殊出生率もコンスタントに減っているにもかかわらず、妊産婦死亡率

は230／対10万出生と、他のアセアン諸国と比較しても高い。この背景と

して、乳幼児死亡は予防接種実施など保健省のトップダウンの介入により

ある程度のコントロールが可能であったのに対し、妊産婦死亡の問題は単

に保健医療の問題のみならず、社会文化的要因も複雑に関係しており、そ

の解決が困難なためであると言われる。

一方マレーシアなどでは、自宅出産が多いにもかかわらず、妊産婦死亡

低減に成功している国々がある。これは地方において適切な助産技術をも

った医療人材（助産師など）の介助による自宅分娩が多いためとされてい

る。

また特にメコン地域で多い女性や少女の人身売買・売春問題は、人権や

リプロダクティブヘルスを侵す深刻な問題であるばかりでなく、HIV感染

増加のリスクも高めている。メコン地域のカンボジア、ベトナムといった

国々では、東南アジア地域内の他国と比較しても近年HIV感染が増加して

いる。

東アジアの代表国である中国においては、HIV感染やその他性感染症の

増加といった課題に依然として直面している。改革開放政策以来、流動人

口が急激に増加しており、1982年の3000万人から現在は1億4000万人に上

る（2000年全国人口普査）と言われている。流動人口は、大部分は農村の

過剰労働力であり、貧しく、生活能力が低い。このため、流動人口の各種

感染症の罹患率は高く、同時に、都市部で発生する感染症の感染源のひと
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つとなっている。さらに、流動人口は15－45歳の青年層が8割を占めてお

り、彼らに対するリプロダクティブヘルスサービスをいかに提供していく

かが大きな課題となっている。

（２）南・中央アジア

ネパール、バングラデシュ、パキスタン、アフガニスタンといった後発

開発途上国が集中する南・中央アジアの国々のリプロダクティブヘルスの

状況は、アジア・太平洋地域の中でも最も厳しい状況にある。これらの

国々では特に妊産婦死亡率が高く、長い内戦にあったアフガニスタンの

1900／対10万出生をはじめ、他国でも400／対10万出生を超えている。こ

のような背景には、国内地域格差や多民族間格差などのために、特に地方

において妊産婦ケアサービスが圧倒的に不足していることがある。同時に、

住民側にも妊産婦ケアに対する知識が不足していたり、伝統的慣習により、

医療サービスが存在しても女性がアクセスできない状況にあることも要因

となっている。

一方でスリランカなどでは、自宅出産が多いにもかかわらず、妊産婦死

亡低減に成功している国々もある。これは適切な助産技術をもった医療人

材（助産師など）の介助による自宅分娩が多いためとされている。

10代の妊娠率をみると、アフガニスタン、バングラデシュ、ネパールな

どにおいて100（対千人の15～19歳少女）と高い。この背景には、伝統的

慣習により、女性の結婚年齢が早いことが大きく影響している。

（３）太平洋

太平洋地域では10代の若者は全人口の中で大きな割合を占めている。こ

れら10代の若者の妊娠率は60（対千人の15～19歳少女）を超え、若者の間

での望まない妊娠やHIV感染の問題が危惧されている。この背景には、同

地域における性行動開始が低年齢化しているにもかかわらず、それに対す

る「青少年リプロダクティブヘルス・プログラム」の重要性やニーズが社

会においていまだ十分認知されておらず、対応が遅れていることも原因と

されている。

大洋州地域においても、HIV/エイズの問題は年々増加傾向にある。ま

だ特定のハイリスク・グループの間にしかHIV感染が見られないような

国々においても、いつ一般市民の間でHIV感染が広がってもおかしくない

状態にあると言われている。

３－２　今後の課題

アジア・太平洋の課題
・後発開発途上国におけ
るリプロダクティブヘ
ルス全般の向上
・地方で活躍できる医療
人材の育成
・青少年リプロダクティ
ブヘルスの推進
・HIV/エイズ対策
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アジア・大洋州における今後の課題は、まず後発開発途上国における基

本的リプロダクティブヘルス状況全般を改善することにある。特に妊産婦

死亡低減のため、地方で活躍できる助産技術をもつ医療人材を育成するこ

とや、基本的緊急産科ケアが提供できる医療施設を拡充すること、または

農村僻地から医療施設までのアクセスを改善することなどがある。また、

既述したマレーシアやスリランカのケースのように、自宅において適切な

助産技術をもった医療人材（助産師など）に介助される出産を推進するこ

とで妊産婦死亡低減に成功した国の経験を、他国で応用することも検討に

値すると思われる。同時に、HIV/エイズ対策を強化し、まだ感染が一般

市民の間で広がっていない国々における状況を悪化させないようコントロ

ールすることも重要である。また、青少年リプロダクティブヘルスの重要

性を社会に認知させるような啓発活動とともに、彼らに対する情報やサー

ビスの提供を充実させることにも、より力を入れて取り組む必要がある。

４．中南米・カリブ

４－１　指標からみるリプロダクティブヘルスの現状

経済的にある程度発展している中南米・カリブ地域の国々の多くでは、

過去15年間の間に、ジェンダー公平問題やリプロダクティブヘルスなどを

検討する公的機関が設置され、関連する法整備や政策立案、および各省庁

を横断しての「ジェンダー配慮プログラム」が行われている。また、家族

計画実施状況においても、同地域の平均避妊実施率は60％と高く、世界の

平均値である58％を超えている。しかしながら、ハイチ、ボリビア、ホン

ジュラスなど一部の国々では、避妊実施率が20％台から40％台と未だに低

い。

妊産婦死亡に関しては、過去10年間で改善はされてきたものの、中南米

の国々の経済発展状況と比較すると、妊産婦の健康が決して良い状態にあ

るとはいえず、半数近い国々において妊産婦死亡率が100／対10万出生を

超えている。この背景には、世界の他地域と比較しても国内地域格差や貧

富の差が大きく、都市部では先進国と変わらないレベルの医療サービスが

受けられるのに、農村僻地においてはいまだに適切な助産技術をもつ医療

人材による出産介助が受けられないことや、問題が起こった時に医療施設

へ行くためのアクセスが非常に悪いことなどがある。

また妊産婦に関わる別の問題として、中南米地域において高すぎる帝王

切開率の問題に対し、「不必要な医療介入によって妊産婦の健康を害する

中南米・カリブの現状
・進歩的ジェンダー対策
・HIV/エイズ対策の成功
例
・大きい地域間格差／貧
富の差
・高い帝王切開率
・10代の妊娠

53 米州開発銀行駐日事務所（2000）。米州開発銀行は、ラテンアメリカにおいて85万件を超える不必要な手術に年間およ
そ４億2500万ドルが浪費されていると報告している。
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ばかりでなく、限られた保健セクター財源を浪費している」53と批判が集ま

っている。WHOが定める「正常な帝王切開率」は15％となっているなか、

1994年のデータ54によるとラテンアメリカの国々では、チリ40％、ブラジ

ル36％、メキシコ25％といずれも高い数字を示しており、この数字は年々

上昇していると言われている。参考までにメキシコ政府が発表した2002年

の帝王切開率は37.8％であった55。同地域において帝王切開率が高い原因と

して、①病院における分娩が促進されすぎた、②経膣分娩よりも帝王切開

の方が病院の収益が良い、③分娩を早く終わらせたい医師の都合、④妊産

婦の意識が低く「お金があるのなら、痛みも少なく早くて便利な帝王切開」

という誤った考えが常識化している、⑤医師の「経膣分娩介助」経験が少

なくなってきている、などが挙げられる。このような事態に対し、帝王切

開率が高い中南米諸国の政府は公に警告を発し、具体的な対策をとり始め

ている。

中南米・カリブ地域における10代の妊娠率（1,000人の15歳から19歳まで

の女性に対する）は72と、サブサハラ・アフリカの124に次いで高く、性

行動開始の年齢は、年々低年齢化しているといわれている。これに対応す

るために同地域では、メキシコやブラジルなど、「青少年リプロダクティ

ブヘルス」プログラムを活発に推進している国々も多い。

また、中南米・カリブ地域は、サブサハラ・アフリカに次いでHIV/エ

イズ問題が深刻な地域として知られている。しかしながら、地域において

最も感染が深刻な国のひとつであったブラジルは、抗エイズ薬の低価格

（あるいは無料）配布に成功し、また国をあげての予防活動やアドボカシ

ー活動の効果も実を結び、近年HIV/エイズ問題の緩和に成功している。

当該地域においては、このような国のHIV/エイズ対策成功体験をシェア

するための国際会議なども活発に行われている。

４－２　今後の課題

中南米・カリブ地域のリプロダクティブヘルスの課題としてまず挙げら

れることは、農村僻地における妊産婦死亡などを低減させるために、富の

公平な配分による地域間格差の是正／貧富の差の是正を実施するととも

に、「地方に残って活動できる」助産技術をもつ医療人材を育成し、医療

施設における不必要な医療介入（帝王切開など）を減らして妊産婦の健康

を向上させるとともに保健財源の浪費を止め、より人間的温かみのある

「質の高い良いお産」を推進することが求められている。また、10代の妊

54 IDB （http://idb.or.jp/0101/fs1.html）
55 メキシコ保健省（2002）

中南米・カリブの課題
・地域間格差の是正
・青少年リプロダクティ
ブヘルス対策の推進と
経験の共有
・HIV/エイズ対策の推進
と経験の共有
・出産の際の不必要な医
療介入の排除
・「質の高い良いお産」
の推進
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娠や若者のHIV/エイズ問題を改善するために、青少年リプロダクティブ

ヘルス・プログラムをより充実させていくとともに、他国へそのノウハウ

を普及させていくことが望まれている。さらにHIV/エイズ対策の成功体

験を持つ国がリーダーシップをとって、他国に対しそのノウハウを普及さ

せていくことも期待されている。

５．東欧・旧ソ連諸国（移行経済圏）

５－１　指標からみるリプロダクティブヘルスの現状

東欧や旧ソ連諸国（移行経済圏）は、リプロダクティブヘルス状況の視

点からみると、大きく以下３つのグループに分類できる。

①開発が進み、近い将来EUに加盟することを希望している国々（チェ

コ、スロバキア、ハンガリー、ポーランド、ラトビア、リトアニア、

ポーランド、スロベニアなど）

②幾つかの課題（HIV/エイズや避妊具・薬の入手、青少年リプロダク

ティブヘルスサービスやジェンダー問題）に関して、引き続き海外か

らの支援が必要な国々（アルメニア、アルバニア、グルジア、ルーマ

ニア、ロシア、ウクライナやトルコなど）

③悪化する経済状況、広がるHIV感染、劣悪な医療施設など問題が山積

しており、外国からの強力な支援が必要な国々（アゼルバイジャン、

カザフスタンなど）

上記②や③に属する国々では、近年HIV感染や性感染症の増加が著しい。

この原因のひとつとして、適切なカウンセリング、診断、治療をすべき保

健医療サービスが未整備であることが指摘されている。さらに、若者に対

するリプロダクティブヘルスの情報およびサービスの提供が遅れており、

これが若者の間でのHIV感染増加や人工妊娠中絶の増加を引き起こしてい

るといわれている。同地域における人工妊娠中絶率は非常に高いことが以

前から社会問題になっている。近年の避妊法の普及とともに、人工妊娠中

絶率はやや減少傾向になったと言われるものの、世界的に見るとまだかな

り高いレベルにある。

同地域においてもうひとつ特徴的なことは、助産技術をもつ医療人材に

よる分娩介助率が90％を超える国が多いにもかかわらず、同時に妊産婦死

亡率が高い（100／対10万出生以上）国が、アゼルバイジャンやカザフス

タンなど幾つか存在することである。このような背景には、旧ソビエト連

邦の崩壊により経済状況が悪化し、また国によってはその後起こった内戦

の影響もあって、緊急産科ケアを提供する医療施設や機材が老朽化あるい

東欧・旧ソ連諸国の現状
・HIV感染の増加
・若者の間でのHIV感染
増加・望まない妊娠
・高い人工妊娠中絶率
・高い妊産婦死亡率

東欧・旧ソ連諸国の課題
・医療人材の質の向上
・医療施設・機材のリハ
ビリ
・青少年リプロダクティ
ブヘルス情報・サービ
スの普及
・性感染症およびHIV/エ
イズ対策
・市民が入手可能な価格
の避妊具（薬）の安定
供給
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は破壊されたまま刷新されない問題のほか、旧体制下でトレーニングされ

た「助産技術をもつ医療人材」の技術そのものが劣ることや、予算不足な

どのために医療人材のトレーニングが適切に実施できないことなどが挙げ

られる。

５－２　今後の課題

上記のような現状を改善するために、当該地域では、助産技術をもつ医

療人材の質を向上させるとともに、緊急産科ケアを提供できる医療施設の

リハビリテーションを行うことなどが挙げられる。また若者に対するリプ

ロダクティブヘルス情報・サービスを普及すること、一般市民が入手可能

な価格の避妊具（薬）を安定供給すること、また保健医療施設における

HIV/エイズおよび性感染症対策を改善することも重要な課題である。
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表A４－２　主要なリプロダクティブヘルス関連指標の国別比較（2000、2001、2002）
（エイズ成人罹患率、妊産婦死亡率、合計特殊出生率、５歳未満児死亡率、乳児死亡率）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51

アンゴラ
ベナン
ボツワナ
ブルキナファソ
ブルンジ
カメルーン
中央アフリカ
チャド
コンゴ民主共和国
コンゴ共和国
コートジボワール
エリトリア
エチオピア
ガボン
ガンビア
ガーナ
ギニア
ギニアビサウ
ケニア
レソト
リベリア
マダガスカル
マラウイ
マリ
モーリタニア
モーリシャス
モザンビーク
ナミビア
ニジェール
ナイジェリア
ルワンダ
セネガル
シエラレオネ
ソマリア
南アフリカ共和国
スーダン
スワジランド
タンザニア
トーゴ
ウガンダ
ザンビア
ジンバブエ
エジプト
イラン
イラク
ヨルダン
リビア
モロッコ
パレスチナ
サウジアラビア
シリア

5.5
3.6
38.8
6.5
8.3
11.8
12.9
3.6
4.9
7.2
9.7
2.8
6.4
-
1.6
3.0
-
2.8
15.0
31.0
-
0.3
15.0
1.7
-
0.1
13.0
22.5
-
5.8
8.9
0.5
7.0
1.0
20.1
2.6
33.4
7.8
6.0
5.0
21.5
33.7
0.1
-
0.1
0.1
0.2
0.1
-
-
-

1,700
850
100
1,000
1,000
730
1,100
1,100
990
510
690
630
850
420
540
540
740
1,100
1,000
550
760
550
1,800
1,200
1,000
24
1,000
300
1,600
800
1,400
690
2,000
1,100
230
590
370
1,500
570
880
750
1,100
84
76
250
41
97
220
100
23
160

7.2
5.7
3.7
6.7
6.8
4.7
5.0
6.7
6.7
6.3
4.8
5.5
6.2
4.0
4.8
4.2
5.9
7.1
4.1
3.9
6.8
5.7
6.1
7.0
5.8
2.0
5.7
4.6
8.0
5.5
5.8
5.0
6.5
7.3
2.6
4.4
4.6
5.2
5.4
7.1
5.7
4.0
3.3
2.4
4.8
3.6
3.1
2.8
5.6
4.6
3.4

260
156
110
207
190
166
180
200
205
108
176
89
171
91
126
100
169
211
122
87
235
136
183
222
183
19
197
67
265
183
183
138
284
225
65
94
149
165
141
141
192
123
41
42
125
33
19
43
25
28
28

154
93
80
107
114
95
115
117
129
81
102
47
114
60
91
57
109
130
78
64
157
84
114
122
120
17
125
55
156
110
96
79
165
133
52
64
106
104
79
82
108
76
35
35
102
27
16
39
23
23
23

No. 国名
エイズ成人罹患率
（15-49歳）％
2001年

妊産婦死亡率
（出生10万対）
2000年

合計特殊出生率
(人）
2002年

５歳未満児死亡率
（人/1000出生）

2002年

乳児死亡率（1歳未満）
（人/1000出生）

2002年
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52
53
54
55
56
57
58
59
60
61
62
63
64
65
66
67
68
69
70
71
72
73
74
75
76
77
78
79
80
81
82
83
84
85
86
87
88
89
90
91
92
93
94
95

チュニジア
トルコ
アラブ首長国連邦
イエメン
アフガニスタン
バングラデシュ
ブータン
カンボジア
中華人民共和国
インド
インドネシア
ラオス
マレーシア
モンゴル
ミャンマー
ネパール
パキスタン
パプアニューギニア
フィリピン
スリランカ
タイ
ベトナム
アルゼンチン
ボリビア
ブラジル
チリ
コロンビア
コスタリカ
キューバ
ドミニカ共和国
エクアドル
エルサルバドル
グアテマラ
ハイチ
ホンジュラス
ジャマイカ
メキシコ
ニカラグア
パナマ
パラグアイ
ペルー
ウルグアイ
ベネズエラ
日本

-
0.1
-
0.1
-
0.1
0.1
2.7
0.1
0.8
0.1
0.1
0.4
0.1
-
0.5
0.1
0.7
0.1
0.1
1.8
0.3
0.7
0.1
0.7
0.3
0.4
0.6
0.1
2.5
0.3
0.6
1.0
6.1
1.6
1.2
0.3
0.2
1.5
-
0.4
0.3
0.5
0.1

120
70
54
570
1,900
380
420
450
56
540
230
650
41
110
360
740
500
300
200
92
44
130
82
420
260
31
130
43
33
150
130
150
240
680
110
87
83
230
160
170
410
27
96
10

2.0
2.5
2.9
7.0
6.8
3.5
5.1
4.8
1.8
3.1
2.4
4.8
2.9
2.4
2.9
4.3
5.1
4.1
3.2
2.0
1.9
2.3
2.5
3.9
2.2
2.4
2.6
2.3
1.6
2.7
2.8
2.9
4.5
4.0
3.8
2.4
2.5
3.8
2.7
3.9
2.9
2.3
2.7
1.3

26
42
9
107
257
77
94
138
39
93
45
100
8
71
109
91
107
94
38
19
28
39
19
71
36
12
23
11
9
38
29
39
49
123
42
20
29
41
25
30
39
15
22
5

21
36
8
79
165
51
74
96
31
67
33
87
8
58
77
66
83
70
29
17
24
30
16
56
30
10
19
9
7
32
25
33
36
79
32
17
24
32
19
26
30
14
19
3

No. 国名
エイズ成人罹患率
（15-49歳）％
2001年

妊産婦死亡率
（出生10万対）
2000年

合計特殊出生率
(人）
2002年

５歳未満児死亡率
（人/1000出生）

2002年

乳児死亡率（1歳未満）
（人/1000出生）

2002年

注：国順はUNFPAの地域区分を参照している（http://www.unfpa.org/worldwide/）。サブサハラ・アフリカ、アラブ
諸国、アジア・太平洋、中南米・カリブの４地域をそれぞれアルファベット順に並べたものである。

出所：「エイズ成人罹患率」UNAIDS（2002）Report on the Global HIV/AIDS Epidemic 2002
「妊産婦死亡率」WHO, UNICEF, and UNFPA（2003）Maternal Mortality in 2000
「合計特殊出生率」「５歳未満児死亡率」「乳児死亡率」UNICEF（2003）The State of World Children 2004
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図Ａ４－１　エイズ成人罹患率（15-49歳） 2001年

出所：UNAIDS（2002）
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図Ａ４－２　妊産婦死亡率（出生10万対） 2000年

出所：WHO, UNICEF and UNFPA（2003）
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付録４．地域別のリプロダクティブヘルスの現状と課題

図Ａ４－３　合計特殊出生率（人）2002年

出所：UNICEF（2003）
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開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

図Ａ４－４　５歳未満児死亡率（人/1000出生） 2002年

出所：UNICEF（2003）
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付録４．地域別のリプロダクティブヘルスの現状と課題

図Ａ４－５　乳児死亡率（１歳未満）（人/1000出生）2002年

出所：UNICEF（2003）
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用語・略語解説

用語・略語解説
用語・略語 英語表記 概　　要

リプロダクティブヘルス関連用語

ICPD/カイロ行動計画 ICPD Programme of
Action 

1994年の国際人口開発会議で合意された行動計画。人口問題とリンクしてリプロ
ダクティブヘルス、リプロダクティブライツに言及し、マクロな観点からのアプ
ローチからミクロレベル、個人レベルのアプローチにシフトしたことが特徴とさ
れる。

エイズ
Acquired
Immunodeficiency
Syndrome（AIDS）

エイズ（後天性免疫不全症候群）。

HIV Human Immunodeficiency
Virus

ヒト免疫不全ウイルス。

MCH Maternal and Child Health 母子保健。

開発と女性（WID） Women in Development

女性は開発における受益者のみならず、開発の担い手であることを認識し、開発
プロジェクトへの女性の参加を確保した開発援助を進めることをいう。経済や社
会において、女性は大きな役割を果たしており、女性の開発への参加は、開発援
助の効果を確保するうえでもきわめて重要であるという考え方に基づく。

家族計画におけるアンメ
ット・ニーズ

Unmet Needs for Family
Planning

希望する子どもの数、出産間隔など妊娠・出産に関する個人の希望が何らかの理
由でかなえられていない状態、あるいはその結果を指す。

基本的薬品 essential drugs

WHOが1977年に初めて作成した必須医薬品リストが基礎となっており、以後10
回以上改訂されている。選定要件として大多数の保健ニーズを満たす医薬品、そ
の国の疾病構造、医療施設の状況、財政状況などを参考とし、有効性・安全性の
データがあり、同種のものでより優れた効能のあるもの、できるだけ単味剤であ
ることなどを条件として選定される。

急性呼吸器感染症（ARI） Acute Respiratory
Infections（ARI）

上気道炎、肺炎など呼吸器疾患の総称。子どもの死亡原因としては下痢症ととも
に最も多い。

緊急産科ケア（EmOC） Emergency Obstetric
Care（EmOC）

WHO、UNICEFが母性保護アプローチが一貫性なく実施されてきたとの反省か
ら提唱するようになったアプローチ。妊産婦および子どもの出産時死亡を低減し、
安全な出産を確保するための緊急時の包括的産科体制を指す。具体的には入院施
設、輸血および医薬品、手術可能な施設、緊急搬送用機材・車両、専門技術を有
する医療技術者による介助などが整備された状態を指す。

緊急避妊法 Emergency Contraception
（EC）

レイプなど緊急的事由による妊娠を回避するための性交後の避妊方法。

近代的避妊法実行率 Contraceptive Prevalence
Rate（Modern Methods）

既婚で出産可能年齢（15－49歳）の女性またはその夫が近代的避妊法を用いてい
る率。近代的避妊法には、男女の不妊手術、IUD、ピル、注射、ホルモン剤埋め
込み法、コンドーム、女性用バリア法などがある。

合計特殊出生率 Total Fertility Rate（TRF）
15歳から49歳までの女子の年齢別出生率を合計したもの。女子が生涯に産む子ど
もの数の平均値と考えることができる。

行動変容を促すコミュニ
ケーション（BCC）

Behaviour Change
Communication（BCC）

啓発活動の手法として投入手法に重点を置いたInformation、Education、
Communication（IEC）に対し、BCCは受け手の行動変容を促すことに重点を置
いた啓発手法。

更年期（に伴う疾患） menopause

出産可能年齢後期、および閉経期（45－50歳）に見られる諸愁訴の総称。情緒不
安定、頭痛、冷や汗、めまいなど個人によって異なる症状がみられるが、通常２
年以内に治まるといわれる。更年期および閉経以降の女性の健康やリプロダクテ
ィブヘルスについては国際協力の場でもまだ十分な取り組みがなされていない。

５歳未満児死亡率 Under 5 Mortality Ratio
（U5MR）

生後５歳未満の子どもの死亡を５歳未満児死亡と定義する。５歳未満児死亡率は
１年間の出生1,000に対する１年間の５歳未満児の死亡数の比を表現したもの。

子どもへの虐待 child abuse
子どもへの暴力、強制労働、食事制限のほか放置、無視などあらゆる種類の子ど
もへの虐待の総称。

産前産後ケア
antenatal care/prenatal
care（産前ケア）
postnatal care（産後ケア）

出産前の妊産婦健診、出産後の母体回復、母乳哺育や育児指導、精神的支援も含
んだケア。安全な出産、妊産婦および新生児死亡の低減には不可欠とされる。

ジェンダーと開発（GAD） Gender and Development

GADは開発過程において、男性と女性の間の社会関係に存在する相互関係を改善
し、持続的な開発を進めようという概念である。GADが登場してきた背景には、
これまでのように女性だけに焦点を当てた開発を進めても、必ずしも女性が不利
益を被る構造は改善されずに、開発が女性の利益に直結せず社会開発につながら
ないという事態が明らかになったからである。

ジェンダーバイアス gender bias
社会のあらゆる場面に存在する、性差にかかわる偏り。社会の仕組みや人々の行
動様式、意識など、様々なレベルにおいて、明示的にも暗黙にも、性による区別
や男女の非対称的な扱いがなされている。
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開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

用語・略語 英語表記 概　　要

弛緩出血 atonic bleeding
主として妊産婦死亡の大きな原因となっている後産期出血（postpartum
haemorrhage）、分娩時出血を指す。

思春期のリプロダクティ
ブヘルス

Adolescent Reproductive
Health

思春期の若者（通常10－19歳）を対象としたリプロダクティブヘルスに関する課
題および意識化のための各種活動までを含む。知識の不足、自分を大切にする意
識の欠如から性感染症、若年妊娠などが増加している背景から、先進国ドナー、
国際機関ともに積極的に取り組むようになった。啓発活動などが中心であるが、
近年効果的手法として同年代同士でのコミュニケーションを利用したピア・エデ
ュケーション手法が取り入れられている。思春期の若者に対する教育だけでなく、
若者が利用しやすいサービスを提供していくことも重要である。

疾病の罹患 morbidity 疾患、疾病の罹患、および罹患率。

出産介助者のための統合
的産科ケア指針

Integrated Management
of Pregnancy and
Childbirth（IMPAC）

主としてWHOによって開発された戦略で、妊産婦・早期新生児ケアを包括的に
管理するための指針。病棟での産科ケアと地域での基礎的産科ケアの２つの内容
から構成されている。

出産間隔 birth spacing

通常、出産から次の出産までの間が24カ月未満であると、母体への負の影響が大
きいとされ、母体保護の観点から出産間隔を空けることが推奨されている。また
多産となると経済的な観点からも子どもの養育および子どもの健康に影響するこ
とが指摘されている。

助産師 midwife

国によって資格、能力、活動範囲も異なるが出産介助だけでなく母体保護、乳幼
児の哺育指導、家族計画など広く女性の健康改善を支援する医療技術者としての
立場が国際協力のなかでも重要視されている。わが国では看護師資格を併有して
いるが、国によっては助産師のみのところ、また助産師という資格自体がない国
も多い。

女性性器切除（FGC/FGM）
Female Genital Cutting
（FGC）/Female Genital
Mutilation（FGM）

女性性器のすべてまたは一部を剃刀などで切除する伝統的習慣。サハラ以南のア
フリカ、中近東、一部のアジアに見られ、現在までに１億3000万人、また毎年
200万人以上が施術されているといわれる。FGCによる尿路感染症、月経困難症、
不妊につながる骨盤感染症、困難な出産などの弊害が指摘されている。近年女性
の人権尊重の立場もありFGC撲滅のための動きが活発になってきている。従来は
FGMと表記されることが多かったが、“mutilation”は、性器を「損壊させる」
という否定的な価値観を含むので、より中立的なFGCを使うことが多くなりつつ
ある。この習慣に反対する立場をとる女性グループや人権活動家の中では、意図
的にFGMという用語を使うこともある。“Female Genital Circumcision（FGC）”
という呼び方は男児に対する割礼と区別するためにあまり用いられない。

人口転換 demographic transition
開発による経済水準の上昇に伴って人口構成が変化すること。通常は多産多死か
ら多産少死へ、さらに少産少死へ転換していく。

性感染症（STI） Sexually Transmitted
Infections（STI）

性行動を通じて感染が拡大する疾病の総称。日本では性病として主だった淋病、
梅毒、軟性下疳に加え近年クラミジア、マイコプラズマ感染の増加が見られた。
ほかに、性行動による感染だけではない血液製剤の輸注によるHIV/エイズ感染
が大きな問題となっている。

性産業従事者（CSW） Commercial Sex Worker
（CSW）

性感染症の拡大要因として挙げられていたが、最近では避妊、性感染症防止の推
進者として注目される。CSWを廃止する議論も多いが途上国では現金獲得の手段
として確立しており根絶は困難な国が多い。そのため最近ではCSWがプログラム
のターゲット・グループとして計画に組み入れられていることもある。しかし、
依然として女児売買、児童虐待、薬物中毒の温床であることにはかわりがない。

生殖補助医療技術（ART） Assisted Reproductive
Technology（ART）

不妊解消のための医療技術。人工授精なども含む。

知識・態度・行動 Knowledge、Att i tude、
Practice（KAP）

疫学的観点から疾病の罹患や死亡に関する関連要因を明らかにし、対策を講じる
ために主として用いられる要素。KAP調査などとして知識、態度、行動別に具体
的な指標が設定されている。

中絶容認派・中絶反対派 pro-choice/pro-life
家族計画、とりわけ人工妊娠中絶の是非をめぐる議論の中で主として米国内で争
点となった胎児の人権、生命をどう解釈するかに端を発した論争。カトリックの
教義ともあいまって現在も人工妊娠中絶を禁止する国は多数ある。

提言活動、政策提言
（アドボカシー） advocacy

啓発活動、教育活動の一環として対象者への意識を高めるための各種活動を指す。
広報活動、セミナー開催、研修、影響力のある団体、要人への説得活動（ロビイ
イング）などがある。

伝統的産婆（TBA） Traditional Birth Attendant
（TBA）

助産師などがいない、あるいは不足している国や地域で出産介助を専門に行って
いる産婆。医療技術者ではなく、特別な訓練の機会も提供されないために医学知
識が不足し、また非識字で、呪術や伝統医療に頼っているTBAが多い。このよう
なTBAによる出産介助で妊産婦に異常が起こった場合に、適切な対応ができない
ことが問題視されている。一方で、TBAによる正常分娩の介助技術については、

「人間本来が持つ力を尊重した出産介助ができる」と高く評価され、地域で厚い
信頼を集めているTBAも少なくない。国や地域によってはTBAが医療知識を習
得できる機会を与えるところもある。
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用語・略語解説

用語・略語 英語表記 概　　要

統合的小児疾患管理
Integrated Management
of Childhood Illness
（IMCI）

主としてWHO/UNICEFによって開発された戦略で、５歳未満の小児を対象に予
防可能な５大疾病（肺炎、下痢、麻疹、マラリア、低栄養）の予防・ケア・治療
を改善し、子どもの死亡を減らすことを目的としている。IMCIは３つの構成要素
からなる；①ヘルスワーカーのケースマネジメント能力の向上、②ヘルスシステ
ムの改善、③家庭および地域での子どものケアの改善。

乳児死亡率 Infant Mortality Rate
（IMR）

生後１歳未満の子どもの死亡を乳児死亡と定義する。乳児死亡率は１年間の出生
1,000に対する１年間の生後１歳未満の死亡数（乳児死亡数）の比を表現したもの。

人間的な出生と出産 humanized maternity care
中南米など中進国で出産に関して医療的介入が偏重しすぎ、帝王切開率が非常に
高くなったことへの反省として、人間が本来持っている力を尊重し、主体的出産
を再評価すべきとの視点にたつアプローチ。

妊産婦死亡率 Maternal Mortality Rate
（MMR）

妊娠中または妊娠終了後満42日未満の女性の死亡で、妊娠・出産が原因となった
死亡を妊産婦死亡と定義する。妊産婦死亡率は出生10万に対する妊産婦死亡の比
を表現したもの。

妊娠・出産による合併症 complications of
pregnancy and childbirth

主として妊娠中毒症、貧血、浮腫、血圧上昇、糖尿病、腎臓疾患などがある。

妊娠中絶 abortion
出産に至らぬ前に胎児が死亡すること。主として人工妊娠中絶も指すが、流産を
指すこともある。

妊娠中毒症 pregnancy toxemia
妊娠に伴う合併症であるが、妊婦健診、体重管理、栄養指導などによって予防と
改善が可能である。浮腫や血圧上昇などの症状が見られ、重篤な場合は母子とも
に死亡する可能性がある。

ピア・エデュケーション peer education 

同じ年代、グループのなかで核となる啓発リーダーを任命し研修などを行った後、
そのリーダーが対象グループのメンバーに伝える教育、啓発手法。同年代同士で
あればsensitiveな課題でも共感、共有できる経験が同じレベルであることもあっ
て、共通の理解が促進されやすい特徴がある。性教育などでは特に有効とされる。

フィスチュラ（ろうこう） fistulas

正式にはObstetric Fistulas。性感染症、不衛生な出産、中絶、多産などによって
膣や子宮が破損する疾患。開発途上国に多く見られるが、手術による機能回復が
可能であるにもかかわらず治療技術向上への取り組みが立ち遅れている。糞尿も
れによる臭い、皮膚のただれから差別、離婚につながることも多い。女性性器切
除（FGC）も原因のひとつといわれている。

不妊および不妊に起因す
る問題 infertility

WHOがリプロダクティブヘルスの諸課題のひとつとして掲げている課題。不妊
および不妊に起因する問題として途上国では不衛生な出産や人工中絶手術、性感
染症、女性特有の疾患を挙げており、さらに中進国、先進国で手法や実施につい
て議論の高まっている生殖補助医療技術についても課題として注目している。

プライマリー・ヘルスケ
ア（PHC）

Primary Health Care
（PHC）

健康は誰もが享受できる権利であることを明言した1978年のアルマ・アタ宣言で
掲げられた８つの基本活動を主として指す。これらは廉価で貧困地域でもすべて
の住民が健康であるために最低限必要な活動と位置づけられている。健康教育、
安全な水の確保、予防接種奨励を含む母子保健推進、風土病対策、必須医薬品の
供給、コミュニティヘルスワーカーの活用、一般的疾患への対策、栄養改善など
が挙げられている。

母子感染 Mother to Child
Transmission（MTCT）

母親からの胎児への感染。HIV/エイズなどにおいて近年問題となっている。母
子感染の多くは経胎盤であるが、母乳、産道感染の場合もある。

母性保護イニシアティブ Safe Motherhood
Initiatives（SMI）

1987年に国際的コンセンサスのもとに開始された母性保護のための包括的な方
策。緊急産科ケア（EmOC）の整備、妊産婦健診の推進、TBA研修、微量栄養素
の供与、女子教育の奨励などを包含している。

ホルモン補充療法 Hormone Replacement
Therapy（HRT）

出産可能年齢後期に生じるホルモンバランスの不均衡に起因する更年期障害とい
われる諸疾患に対する対症療法。

ミレニアム開発目標
（MDGs）

Millennium Development
Goals（MDGs）

2015年までに達成することを目標とする課題で2000年９月に国連で149カ国が合
意した共通目標。貧困、飢餓の撲滅、初等教育の完全普及、ジェンダーの平等・
女性のエンパワーメント、子どもの死亡率削減、妊産婦の健康の改善、HIV/エ
イズ、マラリアなどの疾病対策、持続可能な環境保全、グローバルな開発パート
ナーシップの構築など８項目で数値目標として18項目、48指標が設定されている。

リプロダクティブヘルス reproductive health

リプロダクティブヘルスとは、人間の生殖システムおよびその機能と活動過程の
すべての側面において、単に疾病、障害がないというばかりでなく、身体的、精
神的、社会的に完全に良好な状態にあることを指す。したがって、リプロダクテ
ィブヘルスは、人々が安全で満ち足りた性生活を営むことができ、生殖能力を持
ち、子どもを持つか持たないか、いつ持つか、何人持つかを決める自由をもつこ
とを意味する。さらに、安全で効果的、安価で利用しやすい避妊法についての情
報やサービスを入手することができることが含まれる。
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開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

用語・略語 英語表記 概　　要

リプロダクティブライツ reproductive rights

リプロダクティブライツは、国内法、人権に関する国際文書、ならびに国連で合
意したその他関連文書ですでに認められた人権の一部をなす。これらの権利は、
すべてのカップルと個人が、自分たちの子どもの数、出産間隔、出産する時期を
自由にかつ責任をもって決定でき、そのための情報と手段を得ることができると
いう基本的権利、ならびに最高水準の性に関する健康およびリプロダクティブヘ
ルスを享受する権利である。また、人権に関する文書にうたわれているように、
差別、強制、暴力を受けることなく、生殖に関する決定を行える権利も含まれる。
さらに、女性が安全に妊娠・出産を享受でき、またカップルが健康な子どもを持
てる最善の機会を与えるよう適切なヘルスケア・サービスを利用できる権利が含
まれる。

レファラルシステム referral system
簡単な治療は診療所で行い、さらに高度な医療が必要と判断されるような重篤な
疾患や救急対応が必要な病気のときには地域病院へ紹介するという、患者紹介・
転送システムのこと。

インフォーマルセクター/
インフォーマル経済

informal sector/informal
economy

経済活動が公式には記録されない零細で雑多な職種につく人々による経済活動の
分野のこと。

沖縄感染症対策イニシア
ティブ

Okinawa Infectious
Diseases Initiative（IDI）

感染症の世界的広がりのなか、1998年バーミンガム・サミットにおいて日本が国
際寄生虫対策を提唱し、さらに2000年九州・沖縄サミットでは「沖縄感染症対策
イニシアティブ」として先進国各国が感染症対策への取り組みを強化していくこ
とを日本政府が表明した。

ガバナンス governance

「統治」の意味で運営能力や経営能力の状況を表す。政府がある目的に向けてそ
の機能を効果的、効率的に果たしているかどうかという政府機能の面（政治的・
行政的メカニズム、ないしは能力）を指す場合と民主的政治制度や民主体制とい
う意味を含む場合がある。

キャパシティ・ビルディ
ング/キャパシティ・デベ
ロップメント

capacity building/capacity
development

組織・制度づくり（institution building）に対して、それを実施・運営していく
能力を向上させること。実施主体の自立能力の構築をいう。

後発開発途上国（LDC） Less Developed
Countries

国連による開発途上国の所得別分類のひとつで、開発途上国のなかでも特に開発
の遅れている国々を指す。2000年１月現在、48カ国。

国連開発資金会議
International Conference
on Financing for
Development

2002年３月にメキシコのモンテレイにて「貧困削減のための開発資金」をテーマ
に開催。国連、国際通貨基金（IMF）、世界銀行、世界貿易機構（WTO）が共催
となり政府、ビジネス、市民社会の代表も参加した。

国連ミレニアムサミット United Nations Millennium
Summit

2000年９月にニューヨークにて国連ミレニアム総会とともに開催され、それまで
に合意された国際的な開発目標を踏まえてミレニアム開発目標（MDGs）が採択
された。

参加型貧困アセスメント Participatory Poverty
Assessment（PPA）

貧困の多面性が認識されるに伴い注目されている貧困の測定法。貧困層自身がど
のような状況を貧困として捉えているのか、どのように問題に対処しているのか、
何を真のニーズとしているのかを可能な限り外部評価者の誘導や偏見を排して捉
えようとする試み。

識字 literacy 日常生活に必要な読み、書き、計算ができること。

持続可能な開発に関する
世界首脳会議

World Summit on
Sustainable Development

ヨハネスブルク・サミットともいわれる。「環境と開発」を初めて包括的に扱っ
た地球サミット（リオデジャネイロ）から10年を経て「持続可能な開発」の実現
を目指し2002年８月に南アフリカのヨハネスブルクにて開催された。

住民組織（CBO） Community-Based
Organization

ある特定の目的を解決するために結成された一般住民を成員とする組織。国際協
力の文脈においては、地域の外からやってくる様々なアウトサイダーと対比させ、

「地域の住民自身によって構成されかつ運営されている組織」の意味で用いられ
る。

所得貧困 income poverty

生存に必要最低限の様々な財の消費水準（あるいはそれを実現する実質所得水準）
を示す貧困ラインを設定し、その貧困ラインに達しない個人あるいは世帯を「貧
困層」と定義することによって把握される「貧困」のこと。所得は計量経済学的
な分析や統計処理をしやすいため、貧困の尺度として多く用いられる。

人口・エイズに関する地
球規模イチシアティブ
（GII）

Global Issues Initiative on
Population and AIDS

1994年２月に日本政府によって発表されたイチシアティブ。1994年から2000年ま
での７年間で総額30億米ドルを「人口・エイズ」分野で途上国への支援のために
供出することを定めたもの。

スクールマッピング school mapping
空間的（地図上に）学校の位置を表すだけでなく、学校の属性（生徒数、教員数、
中退率、有資格教員の割合など）に関する調査を行った上でニーズと教育サービ
スレベルとのギャップを分析すること。

政府開発援助（ODA） Official Development
Assistance

開発途上国の経済や社会の発展、国民の福祉向上や民生の安定に協力するために
行われる先進国などの政府ベースの経済協力の中心を成すもの。

政府開発援助大綱
Japan's Official
Development Assistance
Charter

通称ODA大綱。冷戦終結の過程で、援助を対外戦略の一環として捉えるべきと
の見方が強くなり、1992年に４つの基本理念と４つの原則を掲げる「政府開発援
助大綱」が閣議決定された。

開発・援助関連用語
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用語・略語解説

用語・略語 英語表記 概　　要

政府開発援助に関する中
期政策

Medium-Term Policy on
ODA

通称ODA中期政策。1999年より５年程度にわたるODAの進め方を体系的・具体
的にまとめたもので、援助の効果的・効率的な実施を目指している。

セーフティネット safety net
開発援助における社会的弱者に対する保護対策。食糧配給、雇用保障制度などが
ある。

世界社会開発サミット World Summit for Social
Development（WSSD）

1995年コペンハーゲンにて開催。人間中心の社会開発を目指し、地球上の絶対貧
困を半減させることを明示。

セクター・プログラム Sector Program（SP）
途上国政府のオーナーシップのもと、ドナーを含む開発関係者が参加、調整して
策定したセクターないしはサブサクター規模のプログラム。

セクター・ワイド・アプ
ローチ

Sector Wide Approaches
（SWAPs）

教育や保健などの分野について、途上国政府が援助国、国際ドナーとともに開発
計画を策定し、この計画に沿って開発や援助をすすめるという試み。主にアフリ
カ諸国を中心に行われている。

ソーシャル・キャピタル social capital
信頼や規範、ネットワークといった、目に見えないが成長や開発にとって有用な
資源と考えられるものを経済的資本と同様に計測可能かつ蓄積可能な「資本」と
位置づけたもの。

ソーシャル・マーケティ
ング social marketing

健康促進、環境保護、事故防止など公共の利益の拡大を目的としたマーケティン
グ。人々が自発的によりよい行動を選択することを目的としている。開発途上国
では、HIV/エイズ防止対策など主に保健分野において、コンドームの普及活動
などに応用されている。

DAC（De v e l o pm e n t
Assistance Committee）
新開発戦略

DAC's New Development
Strategy

1996年のDAC上級会合で採択された21世紀に向けた長期的な開発戦略「21世紀に
向けて：開発協力を通じた貢献（Shaping the 21st Century: The Contribution of
Development Co-operation）」の通称。新開発戦略の３つの重点事項は、①オー
ナーシップとパートナーシップの重視、②包括的アプローチと個別的アプローチ
の追求、③具体的な開発目標の設置（2015年までに貧困人口の半減など）となっ
ており、社会的インフラへの支出割合を増加させ、援助国の実施体制の合理化、
分権化を推進することをうたっている。

DAC貧困削減ガイドライ
ン

DAC Guideline on Poverty
Reduction

OECD/DACが2001年４月に策定。DAC新開発戦略の目標に向け、DACの貧困削
減非公式ネットワーク（POVNET）において「貧困削減ガイドライン」の検討
が行われ、2001年４月のDAC上級会合にて合意された。

人間開発指数（HDI） Human Development
Index

人間開発指数。国連開発計画（United Nations Development Programme: UNDP）
が『人間開発報告』を発行するにあたり人間開発の多様な側面に注目し作られた
指標。

ノンフォーマル教育 nonformal education 正規学校教育以外の宗教教育、地域社会教育、成人教育、識字教育など。

ハイリスク・グループ high-risk group
特定の問題を抱える可能性の高い人々。HIV/エイズ問題との関連では、性産業
従事者（CSW）やトラック運転手などが「HIV/エイズに感染しやすいハイリス
ク・グループ」とされる。

非政府組織（NGO） Non-Governmental
Organization

非政府組織。民間非営利団体（NPO）とも言う。非政府かつ非営利の立場で、公
共あるいは社会的弱者である他者の利益のために活動する団体を指す。日本では
NGOは国際的な諸課題に非政府・非営利で取り組む市民主導の団体を指し、
NPOは主に国内あるいは地域の諸課題や福祉などに取り組む団体を指す場合が多
い。

貧困削減戦略ペーパー
（PRSP）

Poverty Reduction
Strategy Paper 

貧困削減戦略ペーパー。HIPCs（Heavily Indebted Poor Countries:重債務貧困国）
の債務救済問題に対し、1999年の世界銀行、IMFの総会でその策定が発案され、
合意された戦略文書。この戦略により債務救済措置により生じた資金が適切に開
発と貧困削減のために充当されることを目的としている。

貧困プロファイル poverty profile
当該国の貧困指標、貧困状況・対策、援助状況などを記載したもの。現在29カ国
が作成されている。

貧困ライン poverty line 最低の生活水準に達することができない状況をはかる基準。

ベーシック・ヒューマ
ン・ニーズ（BHN） Basic Human Needs

低所得層の民衆に直接役立つものを援助しようとする概念。食料、住居、衣服な
ど、生活するうえで必要最低限の物資や安全な飲み水、衛生設備、保健、教育な
ど、人間としての基本的なニーズをいう。

包括的な開発フレームワ
ーク（CDF）

Comprehensive
Development Framework

世界銀行が1999年１月に発表した途上国開発についてのより総合的な考え方。そ
の基本原則は、①途上国のオーナーシップ、②パートナーシップ、③参加型意思
決定プロセス、④結果志向、⑤長期的視点であり、マクロ経済面だけでなく、構
造的、社会的、人的な側面を考慮している。

マイクロファイナンス/マ
イクロクレジット microfinance/microcredit 貧困層や低所得層を対象に貧困緩和を目的として行われる小規模融資のこと。

民間非営利団体（NPO） Non-Profit Organization 民間非営利団体。（NGOの項を参照のこと）

JICA援助スキーム用語

JOCV Japan Overseas
Cooperation Volunteers

青年海外協力隊。1965年に発足した20歳から39歳までの青年を対象とするボラン
ティア制度。これまで途上国76カ国に延べ約２万3000人が派遣されている。
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開発課題に対する効果的アプローチ・リプロダクティブヘルス

用語・略語 英語表記 概　　要

開発福祉支援事業 Community
Empowerment Program

母子保健、高齢者・障害者・児童の福祉、貧困対策などの援助をJICAが対象と
している地域で活動している現地のNGOに委託して実施する援助。1997年より実
施。2002年度から、開発パートナー事業、開発福祉支援事業など、NGOと連携し
て事業を実施するものについては、「草の根技術協力」に名称が変更された。

技術協力プロジェクト
（技プロ）

Technical Cooperation
Projects

一定の成果を一定の期限内に達成することを目的として、その成果と投入・活動
の関係を論理的に整理した協力事業で、専門家派遣、研修員受入、機材供与など
を目的に応じて組み合わせる協力形態。

草の根技術協力 Partnership Program

JICAがODAの一環として、国際協力の意思を持つ日本のNGO、大学、地方自治
体および公益法人などの団体による開発途上国の地域住民を対象とした協力活動
を支援する事業で、人を介した「技術協力」であること、復興支援などの緊急性
の高い事業/対象地域であること、日本の市民に対して国際協力への理解・参加
を促す機会となること、の３点を特に重視している。

草の根無償資金協力（草
の根無償） Grant Aid for Grassroots

開発途上国の地方公共団体や現地のNGOなどからの要請により、一般の無償資金
協力では対応が難しい小規模案件を支援することを目的に、わが国の在外公館を
通じて行われる無償資金協力。

現地国内研修（第二国研
修） In-country Training

日本の技術協力の成果が、途上国内で普及することを促進するために途上国で行
う研修。

在外開発調査 Overseas Development
Survey

簡易な開発基本計画の策定およびこれに関連する各種基礎データの解析、公式統
計の不備を補うための小規模な調査。在外事務所主導で実施。2002年度から「在
外基礎調査」と名称が変更された。

多国間援助 Multilateral Aid

ODAのうち、国際機関への資金拠出を通じ、開発途上国の開発に協力する援助
をいう。各国際機関のもつ高度の専門知識、豊富な経験、世界的援助ネットワー
クを利用したり、政治的中立性を確保できる。このため、二国間援助では行いに
くい難民援助、地球環境問題などへの協力が可能であり、援助対象地域、援助方
法に関する情報・知識が不足している場合にも効果的な援助ができる。

第三国研修 Third Country Training
途上国のなかでも比較的進んだ段階にある国を拠点にして、日本の技術協力をと
おして育成した開発途上国の人材を活用し、他の途上国から研修員を招いて行う
研修。

第三国専門家 Third Country Expert

JICAの専門家派遣のひとつで、南南協力支援の一環として、協力対象の開発途
上国に他の開発途上国の人材を、技術協力専門家として派遣するもの。両国の環
境、技術水準、文化・言語などの同一性や類似性により、技術移転がより適切に、
効率的に行われる。

南南協力 South-South Cooperation

開発途上国間で、地域経済協力などを通じて相互の経済発展を進めること。従来、
開発途上国の発展には、先進国からの援助に依存せざるを得ないとの考えが主流
だったが、開発途上国の多様化が進み、開発途上国相互間の協力の重要性が認識
されるようになった。

二国間援助、二国間協力 Bilateral Aid
ODAのうち、先進国と開発途上国の二国間で実施される援助。①機動的できめ
細やかな援助の実施が可能、②援助国の援助政策・実績を相手国に直接印象づけ
られ、相手国との友好親善関係増進に寄与する点が大きいなどの利点がある。

人間の安全保障 human security

1994年、UNDPの「人間開発報告書」で取り上げられた、「人間」を中心とした
安全を重視する取り組みを強化しようとする考え方。飢餓や病気などの脅威から
解放され、民族や主義などの違いで抑圧されることのない、国家の安全保障を代
替するものではなく、個人、社会、コミュニティの安全保障である。UNDPでは、
食料、健康、環境、個人、地域社会、政治、経済の７つの概念に分けている。

プロジェクト方式技術協
力（プロ技）

Project-Type Technical
Cooperation

３～５年程度の協力期間を設定し、専門家派遣、研修員受入、機材供与等を組み
合わせ、計画の立案から実施、評価までを一貫して実施する技術協力の形態を指
すが、2002年度からいくつかの形態をまとめて「技術協力プロジェクト」という
名称に変更された。

プロジェクト形成調査 Project Formulation Study

協力を実施する際に、相手国の開発計画や協力分野での他の援助機関との関連、
協力の効果、環境や社会への影響、発展の持続性などが不明確な場合に行う調査。
不足している情報の収集や、現地調査団、相手国政府や関係機関との協議や、要
請書の作成支援も行う。

マスタープラン調査 Master Plan Study（M/P）
国全体または特定地域での総合開発計画や、セクター別の長期開発計画を策定す
るための調査。

開発パートナー事業 Partnership Program

多様化する開発途上国の地域レベルのニーズへの対応、住民に対する草の根レベ
ルのきめ細やかな援助を実施する方法として、そうした国際協力の経験やノウハ
ウを持つ日本のNGO、地方自治体、大学などにJICAが委託して行う事業。2002
年度から、開発パートナー事業、開発福祉支援事業など、NGOと連携して事業を
実施するものについては、「草の根技術協力」に名称が変更された。
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略式名称 正式名称 概　　要

国際機関・援助機関

ADB Asian Development Bank アジア開発銀行。アジア地域の開発途上国の開発促進を目的として準商業ベース
の貸付を行う国際金融機関。1966年に設立された。

CDC Centers for Disease
Control and Prevention

米国疾病対策予防センター。米国のみならず世界の人々の健康と安全を目的に、
情報収集・研究および対策を行う米国連邦機関。本部は米国のアトランタ市にあ
る。

CIDA Canadian International
Development Agency

カナダ国際開発庁。カナダの開発援助の機能と業務を担当する政府機関。

DfID Department for
International Development

英国国際開発省。英国における開発援助政策は、援助政策の立案から実施まで海
外開発庁（ODA）の責任のもとに一元的に行われていたが、1997年の政権交代
に伴いODAは閣内大臣を有する国際開発省（DfID）に格上げされた。

GFATM
Global Fund to Fight
AIDS, Tuberculosis and
Malaria

世界結核・マラリア・エイズ対策基金。世界規模で罹患、感染拡大が懸念される
感染症への対策として設立された基金。NGOをはじめとする多くの組織が要請書
を提出し、基金内の審査を経て予算が執行される仕組み。わが国も主要拠出国で
あるがHIV/エイズはじめ疾患撲滅に必要な資金のごく一部しか充足されていな
いのが現状である。

GTZ
Deutsche Gesellschaft für
Technische
Zusammenarbeit 

ドイツ技術協力公社。開発援助事業団（BfE）と開発途上国援助促進公社
（GAWI）が合併して1975年に設立されたドイツの全額政府出資の株式会社。

IPPF International Planned
Parenthood Federation

国際家族計画連盟。リプロダクティブヘルス分野で世界最大規模の国際NGO。第
２次世界大戦後、開発の一課題として人口爆発による貧困問題に起因する紛争の
再発が議論されるなかで家族計画の重要性が指摘されるようになった。そのなか
で家族計画を推進するために1952年に設立された。本部はロンドン。各国政府も
活動資金を支援している。

JBIC Japan Bank for
International Cooperation

国際協力銀行。1999年に日本輸出入銀行と海外経済協力基金が統合して発足した
国際金融機関。国際金融業務と海外協力業務の２つの業務を担っている。

JICA Japan International
Cooperation Agency

独立行政法人国際協力機構。日本の政府開発援助（ODA）の技術協力事業の実
施や無償資金協力促進業務を担当する機関。

OECD
Organization for
Economic Cooperation
and Development

経済協力開発機構。欧州経済復興のため1948年に発足したOEEC（Organization
for European Economic Co-operation）が改組され、1961年に発足。経済成長、
開発途上国援助、多角的な自由貿易の拡大を目的とし、現在30カ国が加盟。

UNAIDS Joint United Nations
Programme on HIV/AIDS 

国連エイズ合同計画。新興感染症のひとつであるHIV/エイズ対策のために1996
年に設立された国際機関（本部ジュネーブ）。UNICEF、UNDP、UNFPA、
WHO、World Bank、UNESCOの６つの国際機関の共同出資による機関である。
主な役割は資金援助ではなく政策立案、技術の開発/連携、研究であり、世界50
カ国にプログラムアドバイザーを配置して対象地域、国におけるHIV/エイズの
予防、治療の調整および支援を行っている。

UNFPA United Nations Population
Fund

国連人口基金。1967年に国連人口活動信託基金として設立。69年に現在名に改称
したが、略称はそのまま用いている。本部は米国のニューヨーク。人口に関する
技術援助機関。日本は大口の拠出国である。

UNICEF United Nations Children's
Fund

国連児童基金。1946年に国連児童緊急基金として第２次世界大戦の犠牲となった
児童の救済を目的に緊急措置として設置された。53年に国際児童基金と改称した
が、略称はそのまま用いている。本部は米国のニューヨーク。50年頃から途上国
の保健分野を中心に、栄養改善、飲料水供給、母子福祉、教育などを通じた児童
への一般援助および自然災害などの際の緊急援助を行うようになった。

UNU United Nations Unitersity
国連大学。1973年の国連総会で大学憲章が採択され、1975年９月東京に本部を設
置。この大学は国連の枠内で自治を共有し、世界各国の大学や研究機関と提携し
て構成するネットワークによる国際的な学者・研究者の共同体である。

USAID
The United States Agency
for International
Development

米国国際開発庁。USAIDは、1961年に対外援助法に準拠する行政命令により、従
来の援助機関である国際協力局（ICA）、開発借款基金（DLF）および平和のた
めの食糧計画、米国輸出入銀行（EXIM）の現地通貨貸付業務を引き継ぎ、非軍
事援助に関わる一元的な統合機関として、国務省の一外局として設置された。

WHO World Health
Organization

世界保健機関。国際協力を通じた世界的疾病の抑制、健康・栄養の向上、調査研
究の促進を目的に、1948年世界保健機関憲章に基づいて設置された。本部はスイ
スのジュネーブ。

WB World Bank

世界銀行。一般に、国際復興開発銀行（IBRD）と国際開発協会（IDA）の２つ
の機関を指すことが多い。これに国際金融公社（IFIC）、多数国間投資保証機関

（MIGA）、国際投資紛争解決センター（ICSID）を併せたものを世界銀行グルー
プと呼んでいる。

出所：同文書院『新・母子保健用語集』、国際開発ジャーナル社『国際協力用語集』、UNFPA『世界人口白書』、国際協
力機構（旧事業団）年報および同報告書などを参考に作成。

国際保健分野で活動している国内外のNGOについての情報は、下記のWebサイトを参照のこと。
eFASID（保健医療分野ウェブリンク集）：http://www.efasid.org/J/weblink/healthsector/healthtop.htm
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